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高齢者を在宅で介護する就労介護者の課題と
支援に関する文献検討

田淵　靖子１）

A review of the literature on issues and support strategies 
for working caregivers of older adults at home

Tabuchi YASUKO１）

BACKGROUND：Balancing employment and family caregiving is a major challenge, and the number of workers 
leaving or changing jobs due to caregiving has increased with population aging. Although the Child Care and Family 
Care Leave Act was established to support work‒care balance, current utilization remains limited, suggesting 
diffi  culties in accessibility and usability. Leaving work for caregiving causes labor loss, economic insecurity, and social 
isolation. Achieving a sustainable balance between work and caregiving is therefore an urgent issue．OBJECTIVE：
This study aimed to clarify the current situation, challenges, and directions for support among employed family 
caregivers providing home-based care for older adults, to obtain fundamental data for developing support systems．
METHODS：A literature review was conducted using Ichushi-Web, PubMed, and JDream Ⅲ . Inclusion criteria were 

（1） employed family caregivers providing home care for older adults, （2） daily caregiving regardless of cohabitation, 
and （3） original articles in Japanese or English published between 2010 and 2024. Studies from countries with 
different long-term care systems were excluded．RESULTS：Increasing caregiving demands reduced caregivers’ 
personal and sleep time, heightening burden. Burden reduction required long-term care services, family and 
community support, and time away from caregiving. Gender diff erences were evident: men showed psychological 
resistance, while women faced resignation and fi nancial strain. Cases at risk of social isolation needed individualized 
support．CONCLUSION：Reducing caregiver burden requires the use of long-term care services, family cooperation, 
community support, and workplace cultures that enable caregiving leave and individualized interventions.

Keywords：Family，Family caregivers，Caregiver resignation，Work-life balance

Abstract
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Ⅰ　緒言
　わが国の高齢化率は29.3％１）と高齢化が進み、それに
伴い要介護認定者数も増加している。要介護者からみた
同居の主な介護者の続柄は、配偶者22.9％、子16.2％、
子の配偶者5.4％と報告されている２）。家族介護者の
2022年の就労率は、58.0％、介護・看護のために前職を
離職した者は2017年9万9千人、2022年10万6千人３）

と増加している。就労と介護の両立が難しく、転職や退
職したと考えられる。就労と介護の両立を支援する制度
として育児・介護休業法があり、1995年介護休業制度、
2010年介護休暇制度が創設された。しかし、厚生労働省
の2022年の調査では介護休業を取得した事業所の割合
は1.4%、介護休暇は2.7%となっている４）。介護に当たっ
て利用していた制度は、正規労働者では年次有給休暇の
利用が31.2%と最も多い５）。また、離職の理由として勤
務先に介護休業制度等が整備されていなかった63.7%５）

が最も多い。このことから介護休業・介護両立支援制度
等の使いにくさが課題と考えられる。
　岸田は、介護離職が全離職理由の3.6%を占めており、
中高年の労働力喪失という点から見て無視できない６）と
述べている。介護離職は、当事者にとって経済的基盤を
失うと同時に社会との接点も失うことになる。そのため、
就労と介護の両立は社会と介護者にとって喫緊の課題で
あると考える。
　2025年4月より介護休業制度が改正され、事業主は介
護離職防止のための研修の実施、相談窓口設置、介護休
業取得・介護両立支援等の利用の事例の収集・提供、利
用促進に関する方針の周知、いずれかの措置を講じるこ
とになった７）。
　就労と介護の両立を図るためには、職場の支援、親族
の協力、介護保険等の公的サービスの活用、地域の支援
が不可欠であると考える。しかし、これらの支援の実態
や有効性について包括的に検討した研究は見当たらない。
　本研究では、就労介護者の現状と課題、支援の方向性
を明らかにし、支援システムの構築へつながる基礎資料
を得ることを目的とした。高齢者を在宅で介護する就労
介護者に焦点をあて、①介護の現状と困難、②介護離職

の経験、③専門職の支援の3点について文献から明らか
にする。

Ⅱ　方法
１．文献の検索方法と採択基準
　就労介護者に関する研究について医学中央雑誌Web版

（以下医中誌）、PubMed、JDreamⅢを用いて文献検索
を行った。検索対象期間は、介護休業制度が創設された
2010年～2024年の15年間とした。文献検索は2025年
4月から6月に行った。検索に用いたキーワードは「就労
介護者」「家族」「高齢」「介護」「就労」「介護離職」「家族介護
者」「ワークライフバランス」を組み合わせ検索した。医
中誌では、（DT=2010 :2024 PT=原著論文，会議録除
く）に加え、就労介護者（家族/TH or 家族/AL） and （高
齢者/TH or 高齢者/AL） and （介護/TH or 介護/AL） 
and （労働/TH or 就労/AL） 、（家族/TH or 家族/AL） 
and （高齢者/TH or 高齢者/AL） and （介護/TH or 介
護/AL） and （労働/TH or 就労/AL） 、（家族介護者/
TH or 家族介護者/AL） and （介護離職/AL）、（（ワーク
ライフバランス/TH or ワークライフバランス/AL） and 

（家族介護者/TH or 家族介護者/AL）） という検索式
を用いた。PubMedでは、（Family caregiver Work life 
balance） AND （“Japanese” [lang] OR “English” [lang]） 
AND （2010 :2024[DP]） AND （（“Aged” [MH]））また、

（Work-Family Care Elderly people） AND （“Japanese”
[lang] OR “English” [lang]） AND （2010 : 2024[DP]） 
AND （（“Aged” [MH]））という検索式を用いた。また、
さらに精度を期す為にJDreamⅢでは、就労介護者、家
族介護者and介護離職、遂行刊行物、日本語、英語の
検索式で検索を行った。2025年6月9日現在医中誌では
217件、JDreamⅢでは28件、PubMedでは65件の論文
が抽出された。具体的な包括基準は高齢者を自宅で介護
する就労介護者に関する文献、原著論文、発行年は2010
～2024年、日本語・英語で記載されている、同居別居に
関係なく、在宅で日常的に家族を介護している就労介護
者についての文献とした。除外基準として解説、総説、
学会抄録、会議録、事例研究、介護保険制度の背景が異

表１．文献選択の包含基準・除外基準

包含基準 除外基準
・ 高齢者を自宅で介護する就労介護者に関する文献
・原著論文
・発行年は2010 ～ 2024年
・日本語・英語で記載されている
・ 同居別居に関係なく、在宅で日常的に家族を介護している

就労介護者についての文献

・ 解説、総説、学会抄録、会議録、事例、症例、短報
・ 介護保険制度の背景が異なる海外をフィールドとした文献
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なる海外をフィールドとした文献とした（表1）。
　データベース検索から特定した文献の内、重複した文
献を取り除いた。その後、一次スクリーニングでは、タ
イトル・抄録を読み内容と合致しないものを除外した。
次にフルテキストで内容を確認し文献を採用した。

２．分析方法                                               
　対象文献のテーマや分析方法等について検討し、各論
文で明らかになった就労介護者に関する知見を要約した。

３．倫理的配慮
　本研究は公開された文献を対象とした文献検討であ
り、人を対象とする研究ではないため、研究対象者への
身体的・心理的リスクや負担は生じないと判断し、倫理
審査は受けていない。また、引用および要約に際しては、
検索した論文の引用と要約にあたり、意図を損なわない
ように正確に反映した。

Ⅲ　結果
１．文献の選定
　図1に文献選定の過程を示す。医中誌では217件、
JDreamⅢでは28件、PubMedでは65件が検索された。
重複文献10件を除いた300件が一次スクリーニングの対
象文献となった。一次スクリーニングでは、解説、総説、
学会抄録、会議録、事例、症例、短報は除外した。また、
タイトル、抄録を確認し内容が包含基準に合わないもの
を除外した。その結果、63件の文献が抽出された。二次
スクリーニングにおいて全文を確認したところ、42件が
除外された。特に、介護保険制度の背景が異なる海外を
フィールドとした文献は対象外とし、最終的に21件の文
献をレビュー対象として採用した。
　本研究における採択基準を満たしたのは和文20編、英
文1編であった。このうち介護の現状と困難に関するも
のが13編、介護者離職の経験に関するものが2編、専門
職の支援に関するものが6編あった。これらの文献から
得られた主な知見を整理した（表2）。

データベース検索から特定した文献数　n=310
・医学中央雑誌（n=217）
・JDreamⅢ（n=28）
・PubMed（n=65）

重複文献（n=10）

採用された文献（n=21）

重複文献を除いた
文献（n=300）

一次スクリーニングにより除外された
文献（n=237）

タイトル・抄録での一次スクリーニング後の
文献（n=63）

二次スクリーニングにより除外された
文献（n=42）

フルテキストでの
二次スクリーニング後の
文献（n=21）

図１．文献選定までのフローダイアグラム
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表２．就労介護者に関する文献
文献No 筆頭著者名 発行年 研究タイトル 研究方法 調査対象者

８） 久保川　真由美 2010
高齢者を在宅で介護する未婚介護者の労働および生活
実態と介護問題　A 県内の居宅介護支援事業所のケ
アマネジャーへのアンケートから

量的研究
質的研究 介護支援専門員

９） 越智　若菜 2011 中年期就労介護者の介護と仕事の両立の課題に関する
記述的研究 質的研究 訪問看護師

10） 大宮　朋子 2012 在宅療養者を介護する家族介護者における介護認識プ
ロセスと社会活動の変容　就労と余暇活動に注目して 質的研究 家族介護者

11） 今村　圭子 2014 在宅における介護者の介護負担に影響を及ぼす将来不
安 量的研究 家族介護者

12） 内田　佳見 2016 仕事をしている女性が主介護者として在宅介護を担う
体験 両立の困難さと生活安定のための工夫 質的研究 家族介護者

13） 滝　ゆず 2017 要介護高齢者の主介護者の介護と仕事の両立に関連す
る要因 量的研究 家族介護者

14） 桐野　匡史 2018 家族介護者を対象とした仕事と介護の役割間葛藤と離
職意向の関連性 量的研究 家族介護者

15） 林　美枝子 2018
認知症患者の家族介護者における仕事と介護の両立に
ついて 小規模多機能居宅介護サービスの利用者を対
象とした分析

量的研究 家族介護者

16） Mariko Sakka 2018
Associations among behavioral and psychological 
symptoms of dementia, care burden, and family-to-
work conflict of employed family caregivers

量的研究 家族介護者

17） 長澤　久美子 2019 認知症の親を自宅で介護している息子が感じる困難 質的研究 家族介護者

18） 柳原　清子 2019 小規模地方都市の家族介護者の介護離職・転職と「家
族レジリエンス」 量的研究 家族介護者

19） 田邊　綾子 2021 家族介護者が離職し親の介護生活を確立するまでの経
験 質的研究 家族介護者

20） 関野　明子 2020
認知症高齢者と家族介護者との同居・別居における背
景要因の比較　別居介護研究の進展に向けた研究課題
の検討

量的研究 家族介護者

21） 深山　華織 2020 介護支援専門員による家族介護者の就労継続のための
支援 質的研究 介護支援専門員

家族介護者

22） 深山　華織 2022
就労介護者の仕事と家庭役割間の葛藤とケアマネ
ジャーによる就労継続支援の判断、就労介護者の特性
との関連

量的研究 介護支援専門員
家族介護者

23） 深山　華織 2023 就労介護者の仕事と家庭役割間の葛藤と就労継続への
意思との関連 量的研究 家族介護者

24） 中川　康江 2023 Ａ市における認知症者を自宅で介護する人の心理的・
社会的状況の調査 量的研究 家族介護者

25） 清水　美代子 2023 就労介護者のインタビュー結果からみた就労を阻害す
る要因と継続する要因 質的研究 家族介護者

26） 亀川　喜代美 2022
介護支援専門員による「ひとり親と同居する未婚の子
のみ世帯」に対する必要な支援　介護離職を防ぐ介護
支援専門員の役割

質的研究 介護支援専門員

27） 仁科　聖子 2023 高齢がん患者とその家族の就労継続に配慮した看護師
の支援 質的研究 看護師

28） 根津　亜由子 2024 介護離職を経験した家族介護者の介護選択と介護受容
プロセスについての研究 質的研究 家族介護者
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主な知見（概要） 課題 支援の方向性 分類（現状 /離職 /支援）
・未婚介護者は 40 歳から 59 歳、男性が６割、ひとりで介護９割。
・サービス利用にて介護を継続。正規就労は日中独居可必要。
・無職の場合、密着度が高く、孤立の可能性あり。

無職の介護者は社会的孤立につ
ながりやすい。

介護者のコミュニティ作り
が必要。 専門職の支援

・多重の役割で自由な時間がない。
・仕事により介護ができない不全感がある。
・休暇は職場に対する気遣いや負い目あり。
・仕事は一時的に介護から離れる機会。

介護と仕事を両立させるために
は、介護と仕事の支援者が必要
である。

介護から離れる時間を確
保。介護休暇制度を利用し
柔軟な働き方の実現。

専門職の支援

・介護のペースをつかむにのに半年から１年以上必要。
・余暇時間は、看護師やケアマネジャーからの助言。
・仕事は介護者の生きがい。
・社会活動の喪失や縮小の可能性。

被介護者の状態により介護から
離れる時間の確保ができない
時、社会活動が縮小される。

介護から離れる時間を確保
すること。被介護者の介護
量が増えない支援。

介護の現状と困難

・60 歳未満の女性は将来に不安。
・介護度の悪化が継続を困難にする。
・親族の協力、情報提供と専門職の連携、サービスを最大限活用。

年齢が若い介護者は経済面や社
会活動について将来への不安が
大きい。

必要な情報提供、専門職と
連携し介護サービスを最大
限活用する必要がある。

介護の現状と困難

・将来の自分の生活のために仕事が辞められない状況。
・ 仕事と介護の両立支援制度の情報提供、親族の協力、介護保険サー

ビスの利用が有効である。
上司以外の相談窓口や情報提供
先があるとよい。

介護休業制度の情報提供が
有効。親族の協力が必要。 介護の現状と困難

・ 要介護度、医療依存度が高い、意思疎通に問題がある場合離職につ
ながる。

・ 主介護者が自営業・役員クラスなど勤務時間の采配が可能な職種は
両立しやすい。

介護量の増加、サービス、親族・
地域の支援を増やす必要。仕事
の時間の変更など必要。

介護保険のサービスの情報
提供、親族への協力依頼、
職場の協力が必要。

介護の現状と困難

・ 介護者は仕事と介護に時間がとられ、自分の時間や睡眠時間が取れ
ないような状況にあり、仕事と介護の間で葛藤を抱えている。介護
を優先するることが考えられる。

介護者が自分の時間や睡眠時間
を確保する方法が必要。

介護者が自分の時間や睡眠
時間を確保する方法を明確
にし、支援する。

介護の現状と困難

・小規模多機能は柔軟なサービスがよい。
・年齢が若く、介護期間が３年未満は就労が可能。
・健康不安、介護の代替者なしの場合就労継続が難しい。

小規模多機能の知名度、利用は
ケアマネジャーの采配による。
小規模多機能の地域差。

介護量に応じてサービスを
増やす。介護サービスに関
する情報提供を行う必要。

介護の現状と困難

・ 就労している家族介護者が仕事と生活のバランスを維持し、仕事と介
護の両立葛藤（FWC）を軽減するためには、介護負担の減少だけでなく、
BPSD を評価し、認知症高齢者（PWD）の BPSD の軽減も重要である。

日本において、介護休業を取得
する割合は３％以下である。

認知症高齢者（PWD）の就
労家族介護者による介護休
業の取得を促進する。

介護の現状と困難

・症状や家事・介護、女性の衣類や下着に関する抵抗感がある。
・介護と仕事の両立ができないと感じ、将来への見通しがつかない。

男性が介護することへの抵抗感
がつよい。 介護への準備期間が必要。 介護の現状と困難

・女性の介護離職者の割合が多く、賃金格差、社会的地位の差が影響。
・地方小規模市では家庭内で解決を図る傾向あり。

地域により女性の地位や家族の
在り方に特徴があり、地域性を
考えた解決策が必要。

地域に存在する社会資源が
十分か把握。地域の人々の
同調圧力に対応。

介護の現状と困難

・離職後に社会的孤立し地域でのコミュニティづくりが必要。 介護者の情報交換の場がない。 介護離職後の介護者のコ
ミュニティづくりが必要。 介護離職の経験

・ 別居介護者は同居の場合と比べ、正規雇用で就労し、介護離職が少
ない。被介護者の年齢が若く、介護期間が短い、介護度が低い特徴
がみられた。

別居介護の問題は、二重生活に
よる負担も考えられる。

介護が必要になる前の生活
スタイルも考えて別居か同
居か考える必要。

介護の現状と困難

・ 日中独居の被介護者環境調整、就労介護者が相談しやすい体制が必要。
・他の家族員、サービス担当者らのチーム間の関係調整。

就労介護者との相談の機会を作
ることが難しい。

就労介護者を含めた支援が
必要。 専門職の支援

・ 就労介護者は健康不安を感じ、労働時間が長いほど家庭と仕事の間
で葛藤。

不在がちな就労介護者の健康状
態を介護支援専門員が把握する
ことは難しい。

被介護者に関わる専門職が
介護者の健康状態も把握
し、支援を構築する必要。

専門職の支援

・ 仕事と家庭の役割葛藤が高いと離職や就業形態変更意思があり。両
立支援制度を利用後退職や就業形態変更あり。

両立支援制度を利用しても退職
や就業形態変更しているため、
制度が万全とは言えない。

就労継続しなかった理由を
把握し、解決策を探る必要。 介護の現状と困難

・介護期間２年以上に及ぶとうつ傾向、介護負担感を感じている。
　介護のために退職した者が３割存在。

介護期間が長くなると介護者、
被介護者ともに年齢が上がる。
介護期間の長期化は負担感につ
ながる。

介護者を支援する人、対策
が必要である。 介護の現状と困難

・ 介護量が増えると就労継続に影響する。介護協力者や職場のサポー
トが必要。介護情報や必要なサービスが必要。

介護の情報を得ようとしても就
労しており、時間的制約があり、
情報を収集することが難しい。

就労者への情報提供の方法
を検討する。 介護の現状と困難

・ ひとり親と同居する未婚の子のみ世帯においては、社会からの孤立
や経済的問題を抱えた生活実態を踏まえた支援が必要。他機関との
連携が必要。

親子で孤立する生活実態である
こと。

生活実態を踏まえた支援が
必要。 専門職の支援

・在宅での生活の維持、就労を含めた介護生活を支援。
・関係職種が協働・連携し継続した看護の提供をが必要。

被介護者と就労介護者への支援
の視点が必要。

生活の維持ができるように
支援。 専門職の支援

・ 休暇は職場へのうしろめたい気持ちあり。離職後は社会的孤立、経
済的負担を感じる。その後介護経験を肯定的に捉えるようになる。

介護離職により感じる負担感は
大きい。

介護者のコミュニティづく
りが必要。 介護離職の経験
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１．介護の現状と困難
　就労介護者が仕事と介護の両立に困難を感じているこ
とが報告されている13）14）17）25）。就労介護者の状況は、仕
事と介護に時間がとられ、自分の時間がない９）14）19）や睡
眠時間がとれない14）と心身の負担が示されていた。被介
護者については、年齢が若く、要介護度が低く24）、日中
独居ですごせれば８）21）、介護者は就労が可能である。し
かし、医療依存度が高く、意思の疎通が困難であると離
職につながる13）。つまり、被介護者への介護量が増せば
負担感も増加することが示された。また、介護期間が3
年未満であれば、就労と介護の両立が可能であるとする
報告がある一方で15）、介護期間が長期化すると介護負担
感が増し、2年以上でうつ傾向がみられ退職に至る24）と
報告されている。
　また、介護負担感には年齢や性別、経済状況によって
差がみられた。男性介護者はケア内容に抵抗感や不慣れ
さを感じ17）、女性介護者は介護離職や経済的影響を受け
やすい傾向があった18）。介護者の年齢が60歳未満の場
合、経済面や社会活動への参加について不安が大きく、
介護負担感を感じていた11）。
　就労継続にて生じる困難として介護のための休暇取得
は社会に気遣いや負い目を感じ９）28）時間の調整を行って
いた。自営業や役員クラスの比較的勤務時間の采配が可
能な職種は両立しやすい13）との報告があり柔軟な働き方
が両立には必要であることが示された。仕事をすること
のメリットは介護から離れる時間ができ10）、社会とつな
がることで心身の健康につながる９）と捉えていた。一方、
仕事のため介護ができないもどかしさを感じている９）場
合もあった。仕事と介護の両立のための調整には精神的
負担もあるが、社会との接点を持ち、介護から離れる時
間を持てることが利点であることが示された。

２．介護離職の経験
　介護離職後や無職の介護者は、社会的孤立につなが
りやすい８）18）27）ことが挙げられる。社会との疎外感、経
済力の低下により19）28）、精神的負担が増え、劣等感を持
つ18）。また、介護者同士による相互交流の場が精神的支
えになるという記述も複数みられた19）28）。
　介護離職後の心境の変化や生活再構築のプロセスには
個人差が大きく、振り返りや介護体験の意味づけを通じ
て前向きな再スタートを切った事例もあれば、喪失感か
ら立ち直りに時間を要するケースも報告されていた28）。

３．専門職の支援
　就労介護者は介護保険のサービス８）12）を利用し就労継
続を行っていた。また、介護休暇・短時間勤務などの仕

事と介護の両立支援制度を利用して就労継続を図ってい
るケースが多くみられた８）12）23）。介護保険制度の利用に
より、介護者の身体的・精神的負担の軽減に寄与してい
るとする報告がある一方で、介護情報の不足やサービス
がニーズに合致しないという問題も多くの文献で共通し
て指摘されていた12）15）。
　両立支援制度の利用については、認知症高齢者を介護
する就労介護者には介護休暇取得も支援の一つである16）

と示唆している。介護休暇や短時間勤務制度を上司から
伝えられ利用し就労継続している12）ことから、仕事と介
護の両立支援制度の情報提供が仕事の継続に有効である
と報告されている。また、就労継続には親族の協力、介
護をサポートしてくれる人の存在や12）15）25）、職場のサポー
ト25）も重要であると示されている。また、専門職の役割
として、いつでも相談できる体制を作ること11）21）26）27）が
複数の文献で報告されている。具体的には介護情報や必
要なサービスの情報提供を行い25）、介護生活と就労継続
への支援28）を行うことや、特に余暇時間の確保は看護師
や介護支援専門員の助言がきっかけとなっている10）ため、
このような支援の必要性が示された。
　介護休業・休暇制度を利用した者が退職や就業形態変
更の意思を示す場合があった23）と報告されており、両立
支援制度を利用すれば介護離職を避けられるものではな
いことが示された。
　一方、個別の状況を踏まえ生活実態に応じた支援も必
要である。特にひとり親と同居する未婚の子のみ世帯に
おいては、親子とも社会的孤立の状態にあり、経済面で
も共依存の関係にあることもある26）。また、無職の介護
者は被介護者との密着度が高く、社会から孤立する可能
性もある８）。このように生活実態を踏まえたきめ細かな
支援の必要性が示され26）、多職種・他機関と連携し状況
に応じた支援が必要である８）。

Ⅳ　考察
１．介護の現状と困難　
　就労介護者は介護量が増えると自分の時間や睡眠時間
が取れなくなり、介護負担感を感じていることが明らか
になった。介護負担の軽減を図るには、介護保険サービ
スを増やす、親族の協力、地域の支援を増やし、介護か
ら離れる時間を確保することが必要であることが示され
た。
１）職場の支援
　職場からの介護に関する情報提供に関するアンケート
結果によると、社外の制度やサービス等に関する情報提
供については、「特に提供している情報は無い」67.9%と
最も多く、次いで「介護保険制度の仕組み」18.8％であっ
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た29）。このことから職場からの情報提供や相談先が整備
される必要がある。
　また、松浦らによると介護支援専門員は仕事と介護の
両立支援に積極的に関わっているが、勤務先の介護支援
制度の利用しやすさ、勤務先の理解や協力状況が不十分
である30）と報告されている。介護休暇や介護休業制度を
利用するためには、上司への相談が必要であり、職場内
での協力体制が必要である。林は、組織よる両立支援環
境がない場合や仕事分担がないことが離職の可能性を高
めており、上司による両立への配慮や話し合いが高く求
められている31）と報告している。職場の上司は上下関係
に基づく立場であるため、必ずしも相談相手として適切
とは限らない。したがって、就労介護者が安心して相談
できる専門部署の設置が望まれる。職場の風土づくりは
働き方改革にもつながり、時短勤務、介護休暇や介護休
業を認める雰囲気が職場に必要と考えられる。
２）地域の支援
　一般的に介護に関する相談は地域包括支援センターや
居宅介護支援事業所において行われることが多い。倉田
らの調査によると家族介護者への情報提供に関する課題
として、行政との接点がない世帯の掘り起こしや介護者
交流会への参加者が増えないこと32）を挙げている。市町
村は介護に関する情報提供に取り組んでいるものの、就
労介護者は日中に就労しているため、地域包括支援セ
ンターの利用や地域の会合への参加が困難であると考え
られる。栗山らは、コンビニ、介護相談窓口、薬局の異
業種が一体となった構造の店舗での地域の健康拠点と
しての取り組みを紹介している33）。就労介護者が自身の
生活リズムに合わせて相談できるよう、たとえば買い物
のついでに立ち寄ることができる場所に相談窓口を設置
するなど、より身近な相談体制の整備が求められる。田
中は若者ケアラーを対象にLINEを使っての相談活動、
Instagramでの情報発信、ZOOMを使ったオンライン交
流などソーシャル・ネットワーキング（以下SNS）を使っ
た活動を紹介している34）。このように就労介護者におい
てもSNSを利用した相談窓口が必要であると思われる。

２．介護離職の経験
　離職後に社会的孤立、経済的負担を感じていることが
明らかになった。永井は在宅で高齢介護者の孤独感に触
れ、介護者が相談できる専門職の存在や経済状況の把握、
介護者の地域活動への参加を促す支援が重要である35）と
述べている。このことからも介護者のコミュニティづく
りが必要であると考える。

３．専門職の支援　　　　　　　　　　　　　　
　専門職の支援としては、相談体制を作り、情報提供し
介護生活と就労継続へ助言を行い、個別の状況への対応
を多職種・他機関と連携し支援を行っていることが明ら
かになった。
　調査対象が介護支援専門員や看護師の場合、専門職の
立場に基づいた支援が明らかにされていた。介護支援専
門員は、利用者のニーズを把握し、適切なサービスを組
み合わせてケアプランを管理する役割を担う。家族介護
者は、介護支援専門員の受容的な対応や個別性への配慮
を肯定的に評価しており36）、知識や情報に基づく適切な
サービス提供を期待している。専門職の支援として暮ら
し方にあった介護サービスの提供が必要であり、そのた
めには情報提供の重要性が示唆された。特に、就労介護
者は勤務時間の制約により、介護支援専門員や介護職と
の接触機会が限られている可能性がある。パーキンソン
病患者の介護者へのアンケートでは、介護者の9割以上
が相談し、相談先はケアマネジャーや医師が多かった37）

と報告されている。介護支援専門員や介護スタッフは、
いつでも相談に応じられるような体制を整えることと同
時に複数の相談先を持つことが就労介護者には必要であ
ると考える。
　個別の状況への対応として男性家族介護者はケアの内
容に対して抵抗感や不慣れさを感じていることが明らか
になっている。その背景には、性別役割分業の考え方が
影響していると考えられる。また、息子が母親を介護す
る場合、介護に対する充実感を抱く一方で、幼少期に抱
いていた母親のイメージとの乖離に葛藤を感じている38）

との報告もあり、そのような母親像の変容が心理的負担
となっている可能性がある。
　一方、女性家族介護者は介護離職や経済的影響を受け
やすい傾向にあった。こちらも性別役割分業の考え方に
よる影響と考えられる。農村部を調査した研究では伝統
的な多世代による家族介護や女性が介護を行うのは当然
という役割認識、義務感が考えられる39）と述べている。
このことから女性が仕事を辞めて介護を行う役割分担が
あり、退職することによる経済的負担と精神的負担を感
じていると思われる。
　また、社会的孤立に陥りやすいケースとしては、ひと
り親と同居する未婚の子のみ世帯や無職の介護者が挙
げられる。経済的に共依存の関係、親子で社会的孤立、
深く入り込みやすい傾向があることが明らかになった。
よって、これまでの生活実態に応じた個別の支援が必要
である。
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Ⅴ　研究の限界と今後の課題                                                  
　本研究で使用した文献検索データベースは医中誌、
PubMed、JDreamⅢに限定されており、CINAHLの活
用も検討すべきであったと考えられる。そのため、レ
ビューの網羅性の観点からは課題が残るといえる。

Ⅵ　結論
　本研究では就労介護者は介護量の増加により自分の時
間や睡眠が確保できず、介護負担を強く感じていること
が明らかとなった。その軽減には、介護保険サービスの
利用、親族の協力・地域の支援、相談体制の整備が重要
と考えられる。特に勤務時間の制約がある就労介護者に
対しては、身近な場所やSNSを活用した相談窓口の設置、
情報提供の工夫が求められる。職場においても、上司以
外に安心して相談できる体制や、介護と仕事の両立を支
える風土づくりが必要と思われる。また、性別役割分業
の影響により、男性介護者は心理的抵抗を、女性介護者
は離職や経済的困難を抱えやすい傾向にある。加えて、
親と未婚の子の同居世帯など、社会的孤立に陥りやすい
ケースもあり、多様な生活実態に応じた個別支援の必要
性が示唆された。

謝辞および利益相反
　本研究に際し、ご指導と貴重なご助言を賜りました下
関市立大学の皆様方に深く感謝申し上げます。なお、本
研究に関して開示すべき利益相反はありません。 

引用文献
１） 厚生労働省：令和7年版高齢社会白書.
　　 https://www 8 .cao.go.jp/kourei/whitepaper/

w-2025/zenbun/07pdf_index.html
　　（参照日2025年8月22日）
２） 厚生労働省：令和4年国民生活基礎調査の概況．
　　 https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-tyosa/

k-tyosa22/index.html（参照日2025年4月30日）
３） 総務省統計局：令和4年就業構造基本調査結果概要.
　　 https://www.stat.go.jp/data/shugyou/2022/pdf/

kgaiyou.pdf（参照日2025年4月30日）
４） 厚生労働省：厚生労働省の令和4年度雇用均等基本

調査.
　　 https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/71 -r04/03 .

pdf（参照日2025年5月14日）
５） 厚生労働省：仕事と育児・介護の両立に係る現状及

び課題今後の仕事と育児・介護の両立支援に関する
研究会（第1回）.

　　 https://www.mhlw.go.jp/content/ 11901000 /

001045156 .pdf（参照日2025年5月14日）
６） 岸田研作：介護離職の社会的損失　失われた雇用と

所得の推計. 医療経済研究, 2020 ;32 :1 -37 .
７） 厚生労働省：育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成
支援対策推進法の一部を改正する法律の概要.

　　 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/0000130583 .html（参照日2025年5月15日）

８） 久保川真由美, 浦橋久美子, 山岸千恵,他：高齢者を
在宅で介護する未婚介護者の労働および生活実態と
介護問題 A県内の居宅介護支援事業所のケアマネ
ジャーへのアンケートから. 茨城キリスト教大学看
護学部紀要, 2010 ;1 :37 -44 .

９） 越智若菜, 田高悦子, 臺有桂,他：中年期就労介護者
の介護と仕事の両立の課題に関する記述的研究. 日
本地域誌, 2011 ;13 :140 -145 .

10） 大宮朋子：在宅療養者を介護する家族介護者にお
ける介護認識プロセスと社会活動の変容　就労
と余暇活動に注目して. 日本赤十字看護大学紀要, 
2012 ;26 :20 -29 .

11） 今村圭子, 立石憲彦：在宅における介護者の介護負
担に影響を及ぼす将来不安. 長崎県立大学看護栄養
学部紀要, 2014 ;12 :59 -69 .

12） 内田佳見, 松岡広子：仕事をしている女性が主介護
者として在宅介護を担う体験 両立の困難さと生活
安定のための工夫 . 愛知県立大学看護学部紀要, 
2016 ;22 :27 -35 .

13） 滝ゆず, 堀口和子, 岩田昇：要介護高齢者の主介護者
の介護と仕事の両立に関連する要因. 日本在宅ケア
学会誌, 2017 ;21 :44 -51 .

14） 桐野匡史, 出井涼介, 松本啓子：家族介護者を対象と
した仕事と介護の役割間葛藤と離職意向の関連性. 
社会医学研究, 2018 ;35 :43 -51 .

15） 林美枝子, 傳野隆一, 対馬輝美, 他：認知症患者の家
族介護者における仕事と介護の両立について 小規
模多機能居宅介護サービスの利用者を対象とした分
析 . 日本医療大学紀要, 2018 ;4 :3 -23 .

16） Mariko S, Jun G, Sachiko K et al.：Associations 
among behavioral and psychological symptoms of 
dementia, care burden, and family-to-work conflict 
of employed family caregivers. Geriatr Gerontol Int, 
2019 ; 19 : 51 -55 . DOI:10 .1111/ggi.13556

17） 長澤久美子, 荒木田美香子, 千葉のり子：認知症の親
を自宅で介護している息子が感じる困難. 家族看護
学研究, 2019 ;25 :1 -2 .

18） 柳原清子, 原田魁成, 寒河江雅彦, 他：小規模地方都

8

健康支援
第28巻1号　1-9，2026



市の家族介護者の介護離職・転職と「家族レジリエン
ス」. 日本在宅ケア学会誌, 2019 ;23 :83 -90 .

19） 田邊綾子：家族介護者が離職し親の介護生活を確立
するまでの経験. 日本健康医学会雑誌, 2021 ;30 :510 -
516 .

20） 関野明子, 矢吹知之, 長田久雄, 他：認知症高齢者と
家族介護者との同居・別居における背景要因の比較
　別居介護研究の進展に向けた研究課題の検討. 日
本認知症ケア学会誌, 2020 ;19 :582 -590 .

21） 深山華織, 河野あゆみ, 白澤政和, 他：介護支援専門
員による家族介護者の就労継続のための支援. ケア
マネジメント学, 2020 ;19 :67 -78 .

22） 深山華織, 河野あゆみ：就労介護者の仕事と家庭役
割間の葛藤とケアマネジャーによる就労継続支援の
判断, 就労介護者の特性との関連. 日本看護科学会
誌, 2022 ;42 :31 -39 . DOI:10 .5630/jans.42 .31

23） 深山華織, 河野あゆみ：就労介護者の仕事と家庭役
割間の葛藤と就労継続への意思との関連. 日本地域
誌, 2023 ;26 :13 -20 .

24） 中川康江：Ａ市における認知症者を自宅で介護する
人の心理的・社会的状況の調査. 鳥取看護大学・鳥取
短期大学研究紀要, 87：1-8 .

25） 清水美代子, 野口眞弓, 鎌倉やよい：就労介護者の
インタビュー結果からみた就労を阻害する要因と継
続する要因. 日本看護科学会誌, 2023 ;43 :252 -260 .
DOI:10 .5630/jans.43 .252

26） 亀川喜代美：介護支援専門員による「ひとり親と同居
する未婚の子のみ世帯」に対する必要な支援　介護
離職を防ぐ介護支援専門員の役割. 日本福祉大学社
会福祉論集, 2022 ;146 :21 -35 .

27） 仁科聖子：高齢がん患者とその家族の就労継続に配
慮した看護師の支援,清泉女学院大学看護学研究紀
要, 2023 ;3 :55 -63 .

28） 根津亜由子, 小野寺敦志：介護離職を経験した家族
介護者の介護選択と介護受容プロセスについての研
究. 国際医療福祉大学学会誌, 2024 ;29 :20 -31 .

29） 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社：仕
事と介護の両立に関する企業アンケート調査（平成
24年度厚生労働省調査）.

　　 https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/dl/
h24_survey05 .pdf（参照日2025年5月23日）

30） 松浦民恵, 武石恵美子, 朝井友紀子：ケアマネジャー
による仕事と介護の両立支援の現状. 日本労働研究
雑誌, 2015 ;658 :66 -79 .

31） 林邦彦：仕事と介護の両立における職場環境が就労に
及ぼす影響について. 社会デザイン学会, 2020 ;12 :26-

39 .
32） 倉田あゆ子：介護保険制度における家族介護者支

援のための情報提供. 日本家政学会誌, 2022 ;173 :23 -
33 .

33） 栗山泰輔：介護相談窓口を備えたコンビニ併設型
薬局 地域の健康拠点を目指して . YAKUGAKU 
ZASSHI, 2019 ; 139 : 529 - 532 . DOI: 10 . 1248 /
yakushi.18 -00172 -4

34） 田中悠美子：SNSを活用したソーシャルサポートネッ
トワークづくりに関する研究～若年性認知症の親
と向き合う子ども世代と共に～. 立教大学コミュニ
ティ福祉研究所紀要, 2020 ;8 :79 -90 .

35） 永井眞由美, 東清己,宗正みゆき：在宅高齢者を介護
する高齢介護者の孤独感とその関連要因. 日本地域
看護学会誌, 2016 ;19 :24 -30 .

36） 佐藤美那, 石田賢哉：介護保険サービスを利用してい
る要介護者等の家族介護者によるケアマネジャーの
評価 13名へのインタビュー調査を通して . 日本
ヒューマンケア科学会誌, 2021 ;14 :25 -38 .

37） 本郷貴士, 田中富子：パーキンソン病患者の介護者の
身体的・社会的・精神的・経済的負担感に影響する要
因 ソーシャルサポートに焦点を当てて . インター
ナショナルNursing Care Research, 2023 ;22 :39 -48 . 

38） 北本さゆり, 黒田研二：息子介護者にとって子どもの
頃からの母子関係が母の介護に与える影響. 藍野大
学紀要, 2018 ;33 :26 -37 .

39） 平川仁尚,安井浩樹,青松棟吉, 他：九州農村部におけ
る女性介護者の健康習慣と心理的健康に関する研究. 
ホスピスと在宅ケア, 2011 ;19 ,324 -329 .

9

健康支援
第28巻1号　1-9，2026





スポーツ指導者による競技ソーシャルサポート尺度、
教育ソーシャルサポート尺度の開発と信頼性・妥当性の検討

-中学校運動部活動顧問を対象として-
　松本　大佑１）、 濵口　郁枝２）、三宅　孝昭３）、比嘉　修也４）

Development and validation of the competitive social support 
scale and the educational social support scale by sports coaches: 
for junior high school extracurricular sports club teachers

Daisuke MATSUMOTO１），Ikue HAMAGUCHI２），Takaaki MIYAKE３），Shuya HIGA４）

BACKGROUND：The mental health of junior high school teachers has been steadily deteriorating. One of the 
contributing factors is their responsibility for supervising extracurricular sports activities, highlighting the need for 
social support （SS）from external sports coaches. PURPOSE：This study focused on junior high school teachers who 
supervise extracurricular sports clubs and receive SS from sports coaches. The aim was to develop and examine the 
reliability and validity “Competitive SS Scale” and “Educational SS Scale” by sports coaches. METHODS：In October 
2024, a web-based survey was conducted with 172 junior high school sports club advisors. First, using factor analysis 
to assess factorial validity. Convergent and discriminant validity were evaluated by calculating correlations between 
the new scales and the “Short Version of the Workplace Social Support Scale.” Concurrent validity was assessed by 
examining correlations with the “S-WHO-5-J” and “Ikigai-9” scales. To verify reliability, Cronbach’s alpha coeffi  cients 
and I-T correlations were calculated. RESULTS：In terms of factor validity, both the Competitive SS Scale and 
The Educational SS Scale were composed of instrumental, emotional, and informational support. Convergent validity 
and Discriminant validity confi rmed signifi cant correlations between all subscales of the new scales and validated 
scale. Concomitant validity showed weak or moderate for all subscale scores of the new scales and the “S-WHO-5-J” 

（r = 0.198-0.363） and the “Ikigai-9” （r =0.269-0.415）. Reliability tests showed good values for both Cronbach’s alpha 
coeffi  cient （α = 0.751-0.891） and I-T correlation （r = 0.567-0.816）. CONCLUSION：Some concerns remain regarding 
the discriminant validity of certain subscales-particularly “instrumental support” and “emotional support”-the scale 
can nonetheless be considered a practical and applicable assessment tool for use in educational settings.

Keywords： Mental health, Transition of extracurricular sports activities to the community, Junior high school 
teachers, Sports environment
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Ⅰ　緒言
　日本の教員の精神健康状態は悪化の一途をたどってい
る。公立学校教職員を対象とした調査１）において2023
年度の精神疾患による休職者は、過去最多の7,119人で
あった。精神的健康に負の影響を与える要因としては長
時間労働、業務過多が挙げられ、中学校教員の場合は部
活動指導が長時間労働の一因となっている２）。
　こうした動向を背景に、スポーツ庁３）は「学校部活動
及び地域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイド
ライン」を発出し、学校と地域が協働した形での環境整
備の必要性を示したことにより、顧問とスポーツ指導者
による相互扶助の関係性が求められるようになった。ス
ポーツ庁４）による全国調査では2016年時点で外部指導者
数は29,555人となり、外部指導者を活用した中学校の割
合は74％であった。さらに、2023-2025年の３年間は改
革期間と定め、より多くのスポーツに関わる人材の育成
と活躍の場の確保が求められている３）。
　教員の長時間勤務が問題視されている中、スポーツ指
導者の増加および、サポートの供与は意義深く、こうし
た社会的関係の中でやりとりされる支援をソーシャルサ
ポート（以下、SSとする）の概念で位置づけることができ
る。SSは心理学や社会学、健康科学などの幅広い分野で
研究されており、それぞれの目的や環境によりSSの定義
は異なる。そのため「個人を取り巻く重要な他者（家族、
友人、専門家）などから得られるさまざまな援助」５）、「対
人関係から得られる、手段的・表出的援助」６）というよう
なかたちで暫定的に定義されることが多い。
　SSに関する研究は他職種に比べて精神的負担が高いと
指摘されている教員７）や看護師８）に着目した研究が多く、
いずれも同僚教員や管理職などの職場からのSSが教員の
精神的健康に影響を及ぼしていることが明らかにされて
いる。したがって、運動部活動顧問においても、スポー
ツ指導者からSSを得ることでメンタルヘルスの改善・向
上を予測することができる。
　SSを評価するにあたり、森・三浦９）は項目が少なく、
職種や年代関係なく使用できる簡便的な尺度を開発して
いる。この尺度は日本の労働者を対象としており、企業
や学校といった職場に使用できる利便性を有する。しか
しながら、運動部活動顧問は業務内容としても他の職種
とは相違点が多く、既存の簡便的な尺度では、各因子の
要素を正確に捉えきれない可能性がある。さらに、運動
部活動顧問が抱えるストレスの種類は競技経験の有無等
の属性によって異なることが確認されていることから10）、
顧問の属性別に適したSSは異なることが考えられる。そ
のため、各顧問が求めるSSをより詳細に把握することが
できる尺度の開発が求められる。

　尺度の開発に際し、運動部活動の特徴や課題を踏まえ
た上で、SSの概念を定義する必要がある。例えば、中学
校運動部活動顧問の約半数は競技未経験者であり４）、競
技指導による心理的負担が顧問の課題として挙げられて
いる11）。また、運動部活動では発達段階に応じた適切な
技術指導のみならず、部員の人格形成、良好な人間関係
を促す教育的な指導が重要とされている12,13）。しかしな
がら、多くの教員が外部のスポーツ指導者の科学的根拠
に基づかない指導14）や、教育的指導力に対して不安視し
ている15）。これらの点を踏まえると、スポーツ指導者が
顧問へのSSを想定する場合、競技・教育的側面の視点か
ら捉える必要がある。そこで、本研究では競技SSを「部
員の技能や発達段階に応じた、競技力向上を目的とした
援助」、教育SSを「学校教育に基づき、部員の人格形成
と良好な人間関係の構築を促す援助」と定義することと
した。そして両側面からSSを捉えることで、顧問にとっ
て必要な援助や、現状で不足している援助を的確に把握
できる尺度の構築が可能となる。
　したがって、本研究ではスポーツ指導者からSSを受容
している中学校運動部活動顧問に着目し、スポーツ指導
者における競技SS尺度、教育SS尺度の開発と信頼性・
妥当性を検討することとした。

Ⅱ　方法
１．競技SS尺度、教育SS尺度の作成
　SSの構成要素は研究対象者、個人を取り巻く環境に
よって異なるが、主としてSSは道具、情緒、情報、評価
的サポートの４つに分類されることが多い16,17）。そうした
なか、本研究では先行研究９,18）を参考することに加えて、
運動部活動顧問とスポーツ指導者の関係性に合致する形
で「評価的サポート」を除いた「道具的サポート」、「情緒
的サポート」、「情報的サポート」の３つのサポートを採用
した。一般的に「評価的サポート」はフィードバックや自
己評価の促進に関わるが、スポーツ指導者は顧問を評価
する立場ではなく、協働の立場からサポートすることが
求められているため19）、本研究のSS尺度は「評価的サポー
ト」を除く３つのサポートから尺度開発することとした。
　緒言末尾に示した定義に従い、競技・教育SS尺度は
援助の目的および背景において異なる概念であることを
前提に構成されている。そして、これらの概念に依拠し
て、古川ほか10）、小堺・青柳20）、塩谷・森山19）を参考に、
競技SS尺度、教育SS尺度の項目を作成した。項目を作
成する際、汎用性を確保するため、運動部活動顧問にSS
を供与しているスポーツ指導者が部活動指導員または外
部指導者どちらであろうと、該当する内容として作成し
た。部活動指導員および外部指導者の主な職務は教員と
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連携・協力を図り、部員に実技指導を行うことであるが、
部活動指導員は学校設置者が採用した正規の職員である
ため、実技指導に加えて「部活動の管理運営（会計管理
等）」、「年間・月間指導計画の作成」なども職務に含まれ
ている21）。また、JSPO22）の調査によると運動部活動にお
ける外部人材の活用率は、部活動指導員に比べて外部指
導者のほうが高い状況にある。これらの理由から、本尺
度の項目内容に、部活動指導員のみが担う事務的な職務
内容は含めず、部活動指導員および外部指導者の双方が
該当する内容とした。
　続いて、作成された項目内容については、スポーツ指
導者からサポートを受容している中学校運動部活動顧問

（競技経験有り３名、競技経験無し３名）、中学校運動部
活動に精通した研究者１名によって、顧問が経験し得る
状況として適切かどうかを検討した。さらにはワーディン
グの修正も行った。その結果、項目の修正・削除・追加を
行い、最終的には内容的妥当性の理論的妥当性が確認さ
れ、競技SS尺度18項目、教育SS尺度18項目を作成した。

２．本調査
　本調査はWeb調査会社freeasyに登録する22歳以上
65歳未満の中学校運動部活動顧問を抽出し、2024年10
月に調査を実施した。不誠実回答者を除外するため、質
問項目の中にトラップ項目を含め、これに対して不適切
な回答をした回答者を除外した。具体的には「あなたは
宇宙に行ったことがありますか」に「はい」と回答した者
を除外した。200名に回答を求め、有効回答者数は172
名であり、有効回答率は86％であった。

３．評価項目
１）基本属性
　研究参加者自身の基本属性に関する質問は、性別（男
性／女性）、年齢、結婚（既婚／未婚）、担当教科（保健体
育／保健体育以外）、役職（あり［管理職や主任等］／なし）
とした。
２）運動部活動について
　運動部活動に関する質問として、競技経験（あり／な
し）、運動部活動の役割（顧問／副顧問）、現在、指導し
ている競技の指導歴、指導頻度（１週間のうち１-２日／
３-４日／５日以上）、部活動の競技レベル（特になし／市
町村大会での入賞／都道府県レベルの大会での入賞／関
東・関西等のブロックレベルでの入賞／全国大会レベル
以上の大会での入賞）、スポーツ指導者の種類（部活動指
導員／外部指導者）を尋ねた。
３）競技SS尺度、教育SS尺度
　前項（Ⅱ方法「１．競技SS尺度、教育SS尺度の作成」）

で述べたとおり、理論的妥当性を確認した後、スポーツ
指導者による競技SS尺度18項目、教育SS尺度18項目を
本調査項目とした。４-９月の直近、半年を振り返って評
定するように指示し、質問に対して「５．とてもあった」-

「１．ほとんどなかった」の５件法で素点を１-５点とした。
４）職場における短縮版SS尺度
　本尺度における構成概念妥当性の収束的妥当性・弁別
的妥当性を検討するために「職場における短縮版SS尺
度」９）を用いて尋ねた。これは職種や年代関係なく使用で
きる簡便的な尺度であり、信頼性と妥当性も確認されて
いる。本研究では、この尺度をスポーツ指導者のSSを測
定するために用いた。質問は、「道具的サポート」、「情緒
的サポート」、「情報的サポート」の３因子６項目からなる。
それらの質問に対して４-９月の直近、半年を振り返って
評定するように指示し、「５．とてもあった」-「１．ほと
んどなかった」の５件法で素点を１-５ 点とし、それぞれ
の下位尺度得点を算出した。
５）S-WHO5-J
　本尺度における基準関連妥当性の併存的妥当性を検討
するために、WHO-5 精神健康状態表簡易版23）（Simplified 
Japanese version of WHO-Five Well-being Index: 以下、
S-WHO5-J とする）を用いた。
　S-WHO-5 -Jの信頼性と妥当性および、SSとの関連に
ついては稲垣ほか23）によって確認されていることから
S-WHO-5 -Jを採用した。項目数は５であり、「ここ２週間」
について４件法で素点を０-３点とし、５項目の合計点を
算出した。総得点は15点であり、得点が高いほど精神的
健康状態が良好であることを示している。
６）Ikigai-9
　「S-WHO5-J」同様に本尺度における基準関連妥当性の
併存的妥当性を検討するため、今井ほか24）が開発した生
きがい意識尺度（Ikigai-9）を用いた（以下、Ikigai-9とす
る）。生きがい意識は「現状の生活・人生に対する楽天的・
肯定的感情と、未来への積極的・肯定的態度、および、
社会との関係における自己存在の意味の肯定的認識から
構成される意識である」と操作的に定義される25）。先行
研究において、小島・加藤25）は、成人の生きがいには家族、
重要な他者、友人からのSSが影響していたことを報告し
ており、小野口・福川26）は生きがいと精神的健康との関
連性について言及している。これらのことから、Ikigai-9
を採用することとした。この尺度は生きがいを感じてい
る精神状態（生きがい意識）を測定する９項目で構成され
ており、信頼性と妥当性も確認されている。質問に対し
て「５．とてもあてはまる」-「１．ほとんどあてはまらな
い」の中から回答を求め、５件法で素点を１-５点とし、
５項目の合計点を算出した。総得点は45点であり、得点
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が高いほど生きがいが高いことを意味する。

４．分析方法
　まず、競技SS尺度18項目、教育SS尺度18項目につい
て床効果・天井効果を算出した。床効果については、平
均値から標準偏差を引いた最小値（１点）を下回った場合、
天井効果は、平均値に標準偏差を足して最大値（５点）を
超えた場合に該当するとみなし、その項目は除外すること
とした。続いて、因子妥当性を検討するため、探索的因
子分析（重みなし最小２乗法・プロマックス回転）を行い、
探索的因子分析によって想定された因子モデルに対して
確認的因子分析を行った。確認的因子分析におけるモデ
ルの適合度は、先行文献27）の基準の目安を踏まえて、GFI
とAGFIは１に近いほど適合度が高く説明力のあるモデル
と判断し、RMSEAは0.05以下であれば良好、0.1以上で
あればモデルへのデータの当てはまりが悪いと判断するこ
ととした。収束的妥当性は本尺度と既存の尺度である「職
場における短縮版SS尺度」との相関を求めた。相関係数
の効果量の目安としてr =0 .10以上は弱い相関、r =0 .30
以上は中程度の相関、r =0 .50以上は強い相関であるとし
た28）。弁別的妥当性は、競技・教育SS尺度の下位尺度間
の相関を求めた後、競技SS尺度の下位尺度間、教育SS尺
度の下位尺度間、競技SS尺度と教育SS尺度の下位尺度
間、競技・教育SS尺度と「職場における短縮版SS尺度」の
下位尺度間のHeterotrait-Monotrait ratio（以下、HTMT
とする）比を算出した。HTMTは、異なる構成概念間の項
目同士の相関の平均と、同一構成概念内の項目同士の相
関の平均との比率に基づいて算出される指標であり、従
来のFornell‒Larcker基準に比べて、弁別的妥当性の欠
如を高い感度で検出することが実証的に示されている29）。
HTMTが0.90未満であれば、構成概念間に弁別的妥当性
が認められると判断される。併存的妥当性については本
尺度と「S-WHO-5-J」、「Ikigai-9」との相関を求めた。続い
て、本尺度の信頼性を明らかにするためにCronbachのα
係数およびItem-Total相関（以下：I-T相関とする）を算出
した。α係数の基準値は先行研究30）を参考に0.70以上で
あれば尺度の信頼性（内的整合性）が検証されるとした。
　データの集計、項目分析、探索的因子分析、相関分析、
群間比較にはIBM SPSS Statistics （Ver. 29）、確認的因
子分析にはIBM SPSS AMOS （Ver. 29）を用いた。

５．倫理的配慮
　本研究の実施にあたって、Web調査会社freeasyを用
いてWeb上の文書にて研究の趣旨、内容、所要時間、プ
ライバシーの保護、拒否の権利について説明し、同意の
得られた者に対して本調査を行った。研究の協力に同意

を得た後であっても、自らの自由意思で、いつでも同意
を撤回することができること、そのことによって不利益
を受けないことを記載した。データ取得後は個人情報の
保護の観点から、すべてのデータは、個人が特定化され
ないように番号でID化し、著者の責任において保管・管
理した。なお、本研究は桃山学院大学研究倫理委員会の
承認を得て実施された（倫理審査番号70）。

Ⅲ　結果
１．研究参加者における各調査項目の特徴
　研究参加者の各調査項目値は表１に示した。平均年齢
は45.63±10 .92歳であり、男性が119名、女性が53名
であった。担当教科は「保健体育」が30名、「保健体育以
外」が142名であり、現在、指導している競技経験の有無
として、「競技経験あり」が101名、「競技経験なし」が71
名であった。各調査項目値の平均得点値は「S-WHO-5 -J」
が8.04±3.30点、「Ikigai-9」は28 .99±7.84点であった。

表１．研究参加者の基本属性と各調査項目値
N =172

性別 男性 119（69.2）
女性  53（30.8）

年齢 20 歳代  14（8.1）
30 歳代  38（22.1）
40 歳代  54（31.4）
50 歳代  42（24.4）
60 歳代  24（14.0）

平均年齢† 23-65 歳  45.63 ± 10.92
結婚 既婚 128（74.4）

未婚  44（25.6）
担当教科 保健体育  30（17.4）

保健体育以外 142（82.6）
役職の有無 あり  81（47.1）

なし  91（52.9）
競技経験 あり 101（58.7）

なし  71（41.3）
運動部活動の役割 顧問 123（71.5）

副顧問  49（28.5）
指導歴† ０-40 年  10.55 ± 9.19
指導頻度

（１週間のうち）
１- ２日  55（32.0）
３- ４日  60（34.9）
５日以上  57（33.1）

部活動の競技レベル 特になし  38（22.1）
市町村  80（46.5）
都道府県  38（22.1）
近畿・関西等   8（4.7）
全国   8（4.7）

スポーツ指導者の種類 外部指導者 133（77.3）
部活動指導員  39（22.7）

S-WHO-5-J† ０-15 点   8.04 ± 3.30
Ikigai-9† １-45 点  28.99 ± 7.84
n（%）
†平均値±標準偏差
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２．項目分析
　競技SS尺度18項目、教育SS尺度18項目の平均値、標
準偏差、度数分布を表２に示す。天井効果、床効果を確
認したところ、競技SS尺度の項目である「２ 指導者が部
員に適切な技術指導をしてくれる」、「３ 指導者が休日も
チームの練習・試合にきてくれる」、「５ 指導者が学校外

での活動（大会・練習試合等）に帯同・引率をしてくれる」
において天井効果が確認された。そのため、競技SS尺度
の因子分析では天井効果がある３項目を除外することと
した。それら以外の項目では天井効果、床効果はみられ
なかった。

表２．スポーツ指導者による競技SS尺度、教育SS尺度項目の得点分布

質問項目
平均値
±標準偏差

とても
あった

まあまあ
あった

どちらとも
いえない

あまり
なかった

ほとんど
なかった

（5 点） （4 点） （3 点） （2 点） （1 点）
n（%） n（%） n（%） n（%） n（%）

競技 SS 尺度
 1 指導者が練習方法などを工夫してくれる 3.88 ± 1.10 60（34.9） 61（35.5） 28（16.3） 17（9.9）  6（3.5）
 2 指導者が部員に適切な技術指導をしてくれる 4.06 ± 0.94 65（37.8） 65（37.8） 32（18.6）  7（4.1）  3（1.7）
 3 指導者が休日もチームの練習・試合にきてくれる 3.97 ± 1.11 69（40.1） 55（32.0） 28（16.3） 13（7.6）  7（4.1）
 4 指導者が部員に安全・障害予防に関する知識・技術指導をしてくれる 3.73 ± 1.08 47（27.3） 61（35.5） 40（23.3） 18（10.5）  6（3.5）
 5 指導者が学校外での活動（大会・練習試合等）に帯同・引率を
　 してくれる

3.89 ± 1.15 65（37.8） 53（30.8） 33（19.2） 12（7.0）  9（5.2）

 6 指導者がチームのレベルに応じた指導をしてくれる 3.94 ± 1.00 57（33.1） 68（39.5） 29（16.9） 15（8.7）  3（1.7）
 7 指導者があなたの部活への携わり方を理解してくれる 3.85 ± 0.10 48（27.9） 71（41.3） 37（21.5） 11（6.4）  5（2.9）
 8 指導者があなたの考えた練習方法を支持してくれる 3.53 ± 1.05 31（18.0） 64（37.2） 51（29.7） 18（10.5）  8（4.7）
 9 指導者があなたの部活運営の方向性を支持してくれる 3.77 ± 1.02 43（25.0） 71（41.3） 39（22.7） 13（7.6）  6（3.5）
10 指導者が部活動の練習日程について理解してくれる 3.87 ± 1.00 51（29.7） 70（40.7） 32（18.6） 16（9.3）  3（1.7）
11 部活動において指導者からあなたと協働する意思が見受けられる 3.87 ± 1.03 52（30.2） 69（40.1） 34（19.8） 11（6.4）  6（3.5）
12 あなたの校務が忙しくて、練習に行けないことを指導者が理解
　 してくれる

3.90 ± 1.08 61（35.5） 57（33.1） 35（20.3） 13（7.6）  6（3.5）

13 指導者があなたに競技関係の先生や知り合いを紹介してくれる 3.22 ± 1.24 25（14.5） 57（33.1） 43（25.0） 25（14.5） 22（12.8）
14 指導者があなたに試合の戦術についてアドバイスをしてくれる 3.55 ± 1.11 35（20.3） 63（36.6） 44（25.6） 21（12.2）  9（5.2）
15 指導者があなたに大会や練習試合の情報を教えてくれる 3.51 ± 1.19 36（20.9） 64（37.2） 37（21.5） 21（12.2） 14（8.1）
16 指導者があなたに練習方法についてアドバイスをしてくれる 3.60 ± 1.07 38（22.1） 61（35.5） 46（26.7） 21（12.2）  6（3.5）
17 指導者があなたに競技のルールや決まり事について説明してくれる 3.73 ± 1.06 40（23.3） 77（44.8） 32（18.6） 15（8.7）  8（4.7）
18 指導者があなたに様々な練習メニューを教えてくれる 3.65 ± 1.07 40（23.3） 63（36.6） 43（25.0） 20（11.6）  6（3.5）
教育 SS 尺度
 1 指導者が部員にマナーや礼儀について指導してくれる 3.73 ± 1.07 42（24.2） 72（41.9） 34（19.8） 17（9.9）  7（4.1）
 2 指導者が部員の問題行動やトラブルに対してあなたと共に対応
　 してくれる

3.48 ± 1.03 26（15.1） 64（37.2） 57（33.1） 16（9.3）  9（5.2）

 3 指導者が部員と良好な人間関係を構築してくれる 3.87 ± 0.98 48（27.9） 74（43.0） 35（20.3） 10（5.8）  5（2.9）
 4 指導者が保護者と良好な人間関係を構築してくれる 3.66 ± 1.04 40（23.3） 60（34.9） 51（29.7） 15（8.7）  6（3.5）
 5 指導者が部員に学校生活の重要性を指導してくれる 3.69 ± 1.05 40（23.3） 68（39.5） 41（23.8） 17（9.9）  6（3.5）
 6 指導者が各部員の特性に応じたコミュニケーションをとってくれる 3.74 ± 1.03 41（23.8） 73（42.4） 37（21.5） 15（8.7）  6（3.5）
 7 指導者とあなたが円滑な意思疎通が図れる 3.87 ± 1.00 48（27.9） 75（43.6） 33（19.2） 10（5.8）  6（3.5）
 8 指導者が部員の勉強や学校行事の重要性を理解してくれる 3.81 ± 1.04 49（28.5） 66（38.4） 39（22.7） 12（7.0）  6（3.5）
 9 指導者の部員への接し方があなたの価値観と合う 3.76 ± 1.00 42（24.4） 70（40.7） 42（24.4） 13（7.6）  5（2.9）
10 あなたの部員に対する教育方針を指導者が共感してくれる 3.78 ± 1.01 42（24.4） 76（44.2） 35（20.3） 13（7.6）  6（3.5）
11 指導者がチーム内でトラブルが生じた時にあなたの考えや意見を
　 尊重してくれる

3.76 ± 0.92 33（19.2） 83（48.3） 41（23.8） 11（6.4）  4（2.3）

12 部員の成長を指導者と共感することができる 3.85 ± 0.98 45（26.2） 78（45.3） 31（18.0） 14（8.1）  4（2.3）
13 指導者があなたに部員の体調の変化や様子を報告してくれる 3.55 ± 1.16 35（20.3） 71（41.3） 33（19.2） 20（11.6） 13（7.6）
14 指導者があなたに部員間の人間関係の変化や様子を報告してくれる 3.42 ± 1.12 27（15.7） 65（37.8） 48（27.9） 18（10.5） 14（8.1）
15 指導者があなたに部員の練習に取り組む様子を報告してくれる 3.69 ± 1.02 35（20.3） 76（44.2） 40（23.3） 14（8.1）  7（4.1）
16 指導者があなたに保護者の様子や実態を教えてくれる 3.35 ± 1.05 28（16.3） 53（30.8） 58（33.7） 17（9.9） 16（9.3）
17 指導者があなたに部員の練習以外での行動について報告してくれる 3.17 ± 1.25 25（14.5） 52（30.2） 45（26.2） 27（15.7） 23（13.4）
18 指導者があなたに部員の進学・進路についての情報を教えてくれる 3.10 ± 1.29 26（15.1） 46（26.7） 48（27.9） 24（14.0） 28（16.3）
N=172
平均値は「とてもあった」５点、「まあまああった」４点、「どちらともいえない」３点、「あまりなかった」２点、「ほとんどなかっ
た」１点として算出
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３．妥当性の検討
１）因子妥当性
　競技SS尺度15項目（３項目は天井効果が確認された
ため除外）、教育SS尺度18項目について探索的因子分析
を行った。なお、固有値の変化と解釈の可能性を考慮し
た上で因子負荷量が0.35未満である場合、一つの項目に
0.35以上の因子負荷量が複数みられた項目は除外し、再
度、因子分析を行った。その結果は表３（競技SS尺度）、

表４（教育SS尺度）に示した。競技SS尺度では「情報的
サポート」は６項目、「道具的サポート」は３項目、「情緒
的サポート」は３項目となった。教育SS尺度では、「情報
的サポート」は５項目、「道具的サポート」は５項目、「情
緒的サポート」は４項目となった。
　続いて、探索的因子分析により抽出された項目を用いて
確認的因子分析を行った。競技SS尺度において、AICお
よび、修正指数と改善度を参考に「道具的サポート」の１

表３．スポーツ指導者による競技SS尺度の因子分析
因子負荷量

スポーツ指導者における競技SS尺度 1 2 3
情報的サポート　
13 指導者があなたに競技関係の先生や知り合いを紹介してくれる 0.967 -0.309 0.081
15 指導者があなたに大会や練習試合の情報を教えてくれる 0.778 -0.022 0.034
14 指導者があなたに試合の戦術についてアドバイスをしてくれる 0.660 0.172 0.076
18 指導者があなたに様々な練習メニューを教えてくれる 0.631 0.314 -0.085
17 指導者があなたに競技のルールや決まり事について説明してくれる 0.598 0.302 -0.096
16 指導者があなたに練習方法についてアドバイスをしてくれる 0.436 0.324 0.064
道具的サポート　
 1 指導者が練習方法などを工夫してくれる -0.030 0.894 -0.071
 6 指導者がチームのレベルに応じた指導をしてくれる -0.135 0.761 0.224
 4 指導者が部員に安全・障害予防に関する知識・技術指導をしてくれる 0.284 0.498 0.093
情緒的サポート  
 9 指導者があなたの部活運営の方向性を支持してくれる 0.072 0.058 0.839
10 指導者が部活動の練習日程について理解してくれる　 -0.143 0.210 0.797
 8 指導者があなたの考えた練習方法を支持してくれる 0.250 -0.155 0.640
因子抽出法：重みなし最小二乗法　プロマックス回転 （N=172）
因子負荷量0.35以上を太字で表記

表４．スポーツ指導者による教育SS尺度の因子分析
因子負荷量

スポーツ指導者における教育SS尺度 1 2 3
情緒的サポート  
10 あなたの部員に対する教育方針を指導者が共感してくれる 0.967 0.034 -0.127
11 指導者がチーム内でトラブルが生じた時にあなたの考えや意見を尊重してくれる　 0.846 0.091 -0.078
 7 指導者とあなたが円滑な意思疎通が図れる　　　 0.744 -0.182 0.230
 9 指導者の部員への接し方があなたの価値観と合う 0.722 -0.018 0.161
12 部員の成長を指導者と共感することができる 0.712 0.040 0.085
情報的サポート　
17 指導者があなたに部員の練習以外での行動について報告してくれる 0.127 0.898 -0.199
18 指導者があなたに部員の進学・進路についての情報を教えてくれる -0.053 0.889 -0.110
16 指導者があなたに保護者の様子や実態を教えてくれる -0.183 0.758 0.307
14 指導者があなたに部員間の人間関係の変化や様子を報告してくれる 0.118 0.493 0.337
13 指導者があなたに部員の体調の変化や様子を報告してくれる 0.260 0.396 0.260
道具的サポート　
 1 指導者が部員にマナーや礼儀について指導してくれる　 0.002 -0.129 0.851
 4 指導者が保護者と良好な人間関係を構築してくれる -0.025 0.073 0.764
 5 指導者が部員に学校生活の重要性を指導してくれる 0.065 0.096 0.751
 6 指導者が各部員の特性に応じたコミュニケーションをとってくれる 0.202 -0.077 0.725
因子抽出法：重みなし最小二乗法　プロマックス回転 （N=172）
因子負荷量0.35以上を太字で表記
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項目、「情報的サポート」の３項目を除外し、分析を行った
結果、χ２ （17）=18 .993、p =0 .329、GFI=0 .974、AGFI
＝0.945、RMSEA＝0.026であった（図１）。教育SS尺度
もAICおよび、修正指数と改善度を参考に修正を行った。

「道具的サポート」１項目、「情緒的サポート」２項目、「情

報的サポート」２項目を除外し、分析を行った結果、χ２ 
（24）=23.847、 p =0 .470、GFI=0 .969、AGFI ＝0.942、
RMSEA＝0.000であり、競技・教育SS尺度はすべての適
合度指標の数値が良好であることが示された（図２）。
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図１．スポーツ指導者による競技SS尺度　確認的因子分析結果

図２．スポーツ指導者による教育SS尺度　確認的因子分析結果
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２）収束的妥当性
　収束的妥当性については、本尺度と公立中学校教員を
対象とした「職場における短縮版SS尺度」を用いて相関
分析を行った（表５）。
　その結果、競技SS尺度および教育SS尺度におけるす
べての各下位尺度得点と職場における短縮版SS尺度の
各下位尺度得点に強い相関関係（r =0 .520-0 .831）が確
認された。
３）弁別的妥当性
　競技・教育SS尺度の下位尺度得点の相関関係を算出し
たところ、すべての下位尺度間で有意な相関関係がみら
れた（表６）。そこで競技SS尺度の各因子（表７）、教育
SS尺度の各因子（表８）および、競技SS尺度と教育SS尺

度（表９）の弁別的妥当性を検討することとした。加えて、
競技・教育SS尺度と既存尺度の「職場における短縮版SS
尺度」（表10）との弁別的妥当性も検討することとした。
　その結果、競技・教育SS尺度の「道具的サポート」、「情
緒的サポート」が基準値である0.90を上回った。それ以
外の組み合わせは0.90以下の数値が示された。これらの
結果から、競技・教育SS尺度と既存尺度の「職場におけ
る短縮版SS尺度」のいずれの下位尺度間でも0.90を下回
る結果が示され、弁別的妥当性が認められた。一方で、
競技・教育SS尺度の「道具的サポート」間、「情緒的サポー
ト」間のHTMT比は0.90以上であったため、弁別的妥当
性は認められなかった。

表５．競技SS尺度、教育SS尺度の収束的妥当性の検討 （N=172）
職場における短縮版SS尺度

全体 道具的サポート 情緒的サポート 情報的サポート

競技SS尺度

全体　 0.831*** 0.753*** 0.779*** 0.784***
道具的サポート 0.760*** 0.693*** 0.735*** 0.706***
情緒的サポート 0.768*** 0.712*** 0.640*** 0.742***
情報的サポート 0.778*** 0.684*** 0.660*** 0.603***

教育SS尺度

全体 0.766*** 0.687*** 0.715*** 0.723***
道具的サポート 0.668*** 0.616*** 0.626*** 0.611***
情緒的サポート 0.766*** 0.675*** 0.703*** 0.749***
情報的サポート 0.583*** 0.520*** 0.552*** 0.546***

Pearson の相関係数  ***p<0.001

表６．競技SS尺度と教育SS尺度の下位尺度間の相関関係（N=172）
競技

情緒的サポート
競技

情報的サポート
教育

道具的サポート
教育

情緒的サポート
教育

情報的サポート
競技　道具的サポート 0.608*** 0.679*** 0.732*** 0.698*** 0.537***
競技　情緒的サポート ‒ 0.596*** 0.632*** 0.790*** 0.619***
競技　情報的サポート ‒ ‒ 0.642*** 0.702*** 0.572***
教育　道具的サポート ‒ ‒ ‒ 0.639*** 0.676***
教育　情緒的サポート ‒ ‒ ‒ ‒ 0.604***
Pearson の相関係数,  ***p<0.001

表７．競技SS尺度間でのHTMT比 （N=172）
道具的サポート 情緒的サポート

競技SS尺度　
情緒的サポート 0.761 ‒
情報的サポート 0.839 0.703

表８．教育SS尺度間でのHTMT比 （N=172）
道具的サポート 情緒的サポート

教育SS尺度　
情緒的サポート 0.734 ‒
情報的サポート 0.813 0.706
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４）併存的妥当性
　本尺度と「S-WHO-5 -J」、「Ikigai-9」の相関係数を表11
に示した。競技SS尺度および教育SS尺度のすべての各
下位尺度得点と「S-WHO-5 -J」、「Ikigai-9」に有意な相関
関係がみられた。競技・教育SS尺度の「情報的サポート」
と「S-WHO-5 -J」は弱い相関（r =0 .198-0 .238）、それら
以外は中程度の相関であった（r =0 .300-0 .415）。

４．信頼性の検討
１）Cronbachのα係数
　本尺度のそれぞれの下位尺度について、内的整合性を
確認するため、Cronbachのα係数を算出した。競技SS
尺度では、「情報的サポート」α=0.839、「道具的サポート」
α=0.751、「情緒的サポート」α=0.854であった（図１）。
教育SS尺度は、「情報的サポート」α=0.826、「道具的サ

ポート」α=0.846、「情緒的サポート」α=0.891であった。
このように、全ての下位尺度得点が0.70以上であり、尺
度の信頼性が確認された（図２）。
２）I-T相関
　競技SS尺度、教育SS尺度のそれぞれの項目ごとに、
その項目と、その項目を除外した下位尺度得点との間
の相関係数を算出し、I-T相関を行った。競技SS尺度
の下位尺度の相関係数は「情報的サポート」でr =0 .694-
0 .714、「道具的サポート」でr =0 .677-0 .759、「情緒的サ
ポート」でr =0 .631-0 .806の範囲であった。教育SS尺
度の下位尺度の相関係数は「情緒的サポート」でr =0.765-
0 .816、「情報的サポート」でr =0 .567-0 .791、「道具的サ
ポート」でr =0 .671-0 .767の範囲であった。

表９．競技SS尺度と教育SS尺度とのHTMT比 （N=172）
教育SS尺度

道具的サポート 情緒的サポート 情報的サポート

競技SS尺度　
道具的サポート 0.918 0.854 0.688
情緒的サポート 0.745 0.903 0.735
情報的サポート 0.762 0.809 0.685

表10．競技・教育SS尺度と既存尺度とのHTMT比 （N=172）
職場における短縮版SS尺度

道具的サポート 情緒的サポート 情報的サポート

競技SS尺度　
道具的サポート 0.883 0.835 0.869
情緒的サポート 0.757 0.844 0.729
情報的サポート 0.794 0.690 0.643

教育SS尺度
道具的サポート 0.740 0.699 0.715
情緒的サポート 0.789 0.838 0.827
情報的サポート 0.635 0.635 0.643

表11．競技SS尺度・教育SS尺度の併存的妥当性の検討 （N=172）
S-WHO-5-J Ikigai-9

競技SS尺度

全体　 0.333*** 0.415***
道具的サポート 0.316*** 0.346***
情緒的サポート 0.363*** 0.396***
情報的サポート 0.198** 0.334***

教育SS尺度

全体 0.324*** 0.377***
道具的サポート 0.316*** 0.340***
情緒的サポート 0.300*** 0.385***
情報的サポート 0.238** 0.269***

Pearson の相関係数  **p<0.01 ***p<0.001
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Ⅳ　考察
１．データの特徴
　本研究の目的は、スポーツ指導者からSSを受容してい
る中学校運動部活動顧問に着目し、スポーツ指導者にお
ける競技SS尺度、教育SS尺度の開発と信頼性・妥当性
を検討することであった。
　まず、本研究参加者における「S-WHO-5 -J」 の平均得点
値は8.04点であり、「Ikigai-9」は28 .99点であった。高
齢者の「S-WHO-5 -J」に着目した研究23）では平均得点値は
9.90点であり、英国人（平均年齢34.68歳）の「Ikigai-9」
を測定した研究31）では平均得点値が32.87点であった。
平均年齢や研究対象者は異なるが、先行研究の平均得点
値と比べると、本研究参加者のメンタルヘルスは決して
良好ではない数値であることが示された。

２．尺度の妥当性・信頼性の評価
　まず、探索的および確認的因子分析の結果、競技・教
育SS尺度のいずれにおいても「道具的サポート」、「情緒
的サポート」、「情報的サポート」の３因子が想定通り抽
出された。さらに確認的因子分析におけるモデル適合度

（GFI、AGFI、RMSEA）は両尺度ともに良好な数値が確
認され、因子妥当性を概ね満たしていると考えられた。
　一方で、内容的妥当性については教育SS尺度の項目で
ある「指導者がチーム内でトラブルが生じたときにあなた
の考えや意見を尊重してくれる」、「指導者があなたに部
員の体調の変化や様子を報告してくれる」は、競技力向
上に関わる援助としても解釈可能であり、競技SSの定義
にも該当しうると考えられる。さらに、「指導者が保護者
と良好な人間関係を構築してくれる」は、教育SSの定義
である“人格形成”や “部員同士の人間関係の構築”に直接
的には関与しない可能性がある。以上の３項目が当初意
図された尺度の定義と完全には整合しておらず、内容的
妥当性には改善の余地があると考えられた。
　収束的妥当性において、「職場における短縮版SS尺度」
の各下位尺度得点と本尺度の下位尺度得点のすべてに有
意な正の相関関係が確認され、仮定した通り、収束的妥
当性を概ね満たしていると考えられた。
　弁別的妥当性では、本尺度と既存尺度のすべての下位
尺度間で弁別的妥当性が認められた一方で、競技・教育
SS尺度の「道具的サポート」間、「情緒的サポート」間では
弁別的妥当性が認められなかった。「道具的サポート」に
おいて、競技SS尺度では練習方法などの工夫、安全・障
害予防に関する知識・技術指導で構成されている。一方
で、部活動は基本的に学校教育の一環として行う必要が
あるため、練習方法の工夫のなかで教育SS尺度に含まれ
ているマナーや礼儀についての指導が含まれている可能

性があり、回答者が競技・教育的側面を区別して認識し
ていない可能性が示唆された。「情緒的サポート」では、
競技SS尺度の「指導者があなたの部活運営の方向性を支
持してくれる」や、教育SS尺度の「指導者の部員への接
し方があなたの価値観と合う」といった内容は、いずれも
指導者との価値観の共有や支持を表す点で共通しており、
競技的側面と教育的側面を明確に区別するには十分では
ない可能性がある。これらの該当項目が両構成概念間の
弁別を難しくしている要因の一つであると推察された。
　併存的妥当性においては、競技・教育SS尺度の「情報
的サポート」と「S-WHO-5 -J」は弱い相関であることが示
され、それら以外の下位尺度間は中程度の相関関係で
あった。運動部活動顧問が抱えるストレスの種類は属
性によって異なるとされており、競技経験のある顧問は
指導時間の少なさにストレスを感じていることが確認さ
れている20）。そのため、競技経験のない顧問にとって情
報的サポートを受容することは指導時間の増加、プレッ
シャーとなる恐れがあると考えられる。加えて、情報的
サポートには一定のメンタルヘルスへの効果が認められ
たが、道具的・情緒的サポートと比べるとその影響は小
さく、補完的な役割に留まる可能性が示唆された。
　本尺度の信頼性において、Cronbachのα係数は全ての
下位尺度得点が0.70以上を示し、尺度の信頼性は確保で
きたと考えられた。I-T相関においても全ての下位尺度得
点に良好な数値が示された。

３．競技SS尺度、教育SS尺度の有用性
　SSを評価する尺度として、職種や年代関係なく使用で
きる簡便的な尺度が開発されているが、利便性が高い反
面、運動部活動顧問をサポートするために必要な能力や
役割を捉えきることはできない。一方、本研究で開発し
た尺度は先行研究の知見を基に項目を作成し、運動部活
動顧問が求めるサポートを競技・教育的側面から捉えて
いる。その両側面からのSSを評価することに本尺度の新
規性と意義があり、外部のスポーツ指導者によるSSを具
体的かつ包括的に測定することができる。
　本尺度の活用方法としては、スポーツ環境を点検・
評価する指標の一つとして活用できることが考えられ
る。具体的には、運動部活動顧問が抱えるストレス
の種類は競技経験の有無等の属性によって異なるこ
とが確認されていることから10）、外部のスポーツ指導
者に求めるSSの種類も異なることが予想される。し
たがって、スポーツ指導者からSSを受容している運
動部活動顧問を対象とした調査に本尺度を用いることで、
各属性に適したSSを明らかにすることができ、顧問への
適切なサポート方法を教示する等のスポーツ指導者育成
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の施策に貢献できる可能性を秘めている。

４．本研究の限界と今後の課題
　本研究の限界について述べる。項目分析において、競
技SS尺度の３項目に天井効果が確認された。その中の２
項目（「３ 指導者が休日もチームの練習・試合にきてくれ
る」、「５ 指導者が学校外での活動（大会・練習試合等）に
帯同・引率をしてくれる」）は休日でのサポートを指して
いるため、項目値に偏りがみられたと考えられる。また、
教育SS尺度では競技的側面からも解釈可能な項目およ
び、尺度の定義への関与が薄い項目が含まれており、内
容的妥当性を確保するうえで課題が残された。加えて、
競技・教育SS尺度それぞれの「道具的サポート」、「情緒
的サポート」の下位尺度間に弁別的妥当性が認められな
かったことから、今後は、各構成概念の特性をより明確
に反映する項目の検討が必要である。つぎに、本尺度の
信頼性はCronbachのα係数により確認されたものの、再
テスト法を用いて級内相関係数を算出することはできな
かった。基本的に運動部活動の多忙な時期は全国中学
校体育大会予選、本選が行われる７月-８月の時期とな
るため、時期によって研究参加者のメンタルヘルスやス
ポーツ指導者からのサポート内容が異なる可能性が考え
られる。今後は、異なる時期で再テスト法を実施し、再
現性および信頼性を高める必要がある。

Ⅴ　結論
　スポーツ指導者からSSを受容している中学校運動部活
動顧問に着目して、スポーツ指導者による競技SS尺度、
教育SS尺度を開発した。
　本尺度は、競技・教育SS尺度それぞれにおいて、十分
な信頼性および概ね良好な妥当性が確認された。特に、
因子構造や収束的・併存的妥当性において妥当な結果が
得られ、尺度全体として中学校運動部活動顧問を対象と
したスポーツ指導者による競技的・教育的サポートの測
定に有用であると考えられる。一方で、競技・教育SS尺
度の一部の下位尺度（「道具的サポート」、「情緒的サポー
ト」）における弁別的妥当性には課題が残されたため、今
後さらなる検討が必要である。これらの点を踏まえつつ
も、本尺度は現時点で教育現場における実践的活用が可
能な評価ツールであると位置づけられる。
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運動支援ツールの利用と運動習慣・運動時間との関連：
性格特性による違いの検証

  原田　和弘１）２）３）、山口　裕子４）３）、三古　展弘５）、西下　直希６）、
前田　至剛７）、岸上　順一６）７）、徳楽　清孝６）８）、菱本　明豊９）　

Associations of use of exercise support tools with habitual 
exercise and exercise time: differences in personality traits

Kazuhiro HARADA１）２）３），Yuko YAMAGUCHI４）３），Nobuhiro SANKO５）, 
Naoki NISHISHITA６），Noritaka MAEDA７），Jay KISHIGAMI６）７）,

Kiyotaka TOKURAKU６）８），Akitoyo HISHIMOTO９）

BACKGROUND：The degree of compatibility with various exercise support tools available today would differ 
across people’s personality traits. OBJECTIVE：This study examined whether the associations of exercise support 
tool use with habitual exercise and exercise time and the prevalence of the tool users diff ered by personality traits 
among middle-aged and older adults. METHODS：We conducted a cross-sectional online questionnaire survey with 
1908 exercisers aged 50 -79 years. The survey items included exercise support tool use （participations in exercise 
groups, purchase/use of exercise equipment, viewing exercise information in print media, participation in face-to-face 
exercise classes/counseling, participations in online social networking sites for exercise, use of exercise apps, seeking/
viewing exercise information online, participation in online exercise classes/counseling）, habitual exercise, exercise 
time, and personality traits （extraversion, agreeableness, conscientiousness, neuroticism, openness）. RESULTS： 
Agreeableness signifi cantly strengthened the associations between participation in exercise groups and exercise time. 
Openness signifi cantly strengthened the associations between participation in online exercise classes/counseling and 
both habitual exercise and exercise time. Signifi cant and positive associations were observed between extraversion 
and greater participation in exercise groups and face-to-face exercise classes/counseling, greater viewing of exercise 
information in print media, and greater seeking/viewing of it online ; between agreeableness and greater purchase/
use of exercise equipment and greater seeking/viewing of exercise information online; between conscientiousness 
and greater purchase/use of exercise equipment ; and between openness and greater seeking/viewing of exercise 
information online. CONCLUSION：The eff ectiveness of using support tools on promoting exercise behavior and the 
degrees of using them might diff er across personality traits.
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Ⅰ　緒言
　人々の運動実践を促す支援は、健康支援学分野の重要
課題である。身体活動（安静時よりエネルギーを消費し、
骨格筋収縮を伴う全ての活動１））は、健康指標との間に
量反応関係があることが知られている２）。運動は、生活
活動とともに、身体活動の主要な構成要素をなし、身体
活動の中でも、健康・体力の維持・増進を目的として計
画的・定期的に実践されるものを指す１）。運動習慣者の
割合の増加は、厚生労働省による健康日本21３）の目標
のひとつである。同省の指針１）４）５）でも、運動の積極的
な実践が推奨されている。しかし、日本の運動習慣者の
割合は20年以上、おおむね、男性で３割台、女性で２
割台のまま推移している６）。
　今日、人々の運動実践を促進するための様々な支援
ツールが流布している。特に、対面での講座・指導、紙
面教材や運動用具などの提供、運動の場づくりなどの従
来からのアナログ型とともに、オンライン講座・指導や
オンライン交流サイトの開設、オンライン教材やアプリ
の提供など、デジタル型支援ツールの隆盛が著しい。こ
れらの流布と並行して、対面講座７）、紙面教材８）、オン
ライン講座９-12）、アプリ13）など様々な媒体を通じた支援
介入が、運動や身体活動実践の促進に及ぼす効果を検証
する研究も進んでいる。
　ただし、これら様々な種類の運動支援ツールとの相性
は、個々人の性格特性によって異なる可能性がある。こ
の相性は、運動実践の促進効果の得やすさや各支援ツー
ルの利用度などで捉えられる。性格特性は、人の感情
や思考傾向の個人差をもたらす最も基本的な要因であ
る。性格特性による相性の違いを実証できれば、性格特
性に応じた、きめ細やかな運動支援の実現や、行動変容
メカニズムへの性格特性の寄与の全容解明につながる知
見となる。代表的な性格特性モデルであるBig Fiveモ
デル14）15）は、性格特性を、外向性（話好きや社交的など
で表現される特性16））、協調性（温和や親切などで表現

される特性16））、勤勉性（几帳面や計画性などで表現さ
れる特性16））、神経症傾向（悩みがちや心配性などで表
現される特性16））、および開放性（独創的や好奇心など
で表現される特性16））の５つから捉えている。このモデ
ル14）15）に基づけば、①外向性や協調性が高い人は、対人
関係を重視するため、講座・指導や運動の場など対人型
のツールを、②勤勉性が高い人は、几帳面で計画性が高
いため、運動機器・用具やアプリなど自己管理型のツー
ルを、③開放性が高い人は、好奇心が高いため、新規性
の高いツールであるオンライン型のツールを、および、
④神経症傾向が高い人は、心配性傾向のため、繰り返し
確認できる情報提示型のツールをそれぞれ利用しやすい
傾向にあり、かつ、利用による運動実践の促進効果も得
やすい可能性がある。多くの先行研究により、性格特性
によって身体活動・運動実践状況が異なることは明らか
にされている17）18）。また、性格特性による各ツールの利
用度の違いに関しては、性格特性によって、身体活動・
運動用ウェアラブル端末の利用意図19）や健康増進アプリ
の利用意図20）が異なることなども報告されている。し
かし、様々な運動支援ツールを対象に、性格特性による
各ツールの利用度の違いや運動実践の促進効果の得やす
さの違いを検討した研究はほとんど行われていない。
　本研究では、運動実践を通じた健康支援の重要性が高
まる年代である中高齢者を対象に、性格特性によって、
各運動支援ツールの利用と運動習慣・時間との関連性（目
的１）や、各運動支援ツールの利用度（目的２）が異なる
のかを検証した。なお、本研究は横断研究であり、支援
ツール利用による運動実践の促進効果を直接検証できな
いため、代理的な指標として運動習慣・時間を取り上げ
た。図１に示した本研究の全体像の通り、目的１では、
各運動支援ツールの利用が独立変数、性格特性が効果修
飾因子、運動習慣・時間が従属変数と位置付けられ、目
的２では、性格特性が独立変数、各運動支援ツールの利
用が従属変数に位置付けられる。

2 1

図１．本研究の全体像
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Ⅱ　方法
１．研究デザイン
　オンライン上の質問紙調査による横断研究であった。

２．対象者
　オンラインによる社会調査を担う会社である、マイボ
イスコム株式会社に登録している50～79歳のモニター
を対象とした。同社に、有効回答者の性別（男性、女性）
×年代（50歳代、60歳代、70歳代）×教育歴（高等学校、
短期大学・専門学校、四年制大学以上）の分布が国勢調
査21）に合うよう調整したうえで、4,000名から有効回答
を得る調査を依頼した。依頼に従い同社は、該当者を無
作為抽出して調査依頼メールを配信し、性別×年代×
教育歴の各層の回答状況を管理し、必要な有効回答数
に達した時点で該当する層の調査を終了した。調査は、
2024年２月から３月に行われた。最終的に、依頼通り、
4,000名から有効回答が得られた。
　4,000名のうち、普段（週１回以上）に運動を実践中の
1,908名を本研究の解析対象者とした。これは、運動を
実践中の者のおよそ３分の２（67 .0%）はいずれかの運
動支援ツールを利用していた一方、運動を未実践の者の
大多数（85 .6%）は、いずれのツールも利用していなかっ
たため、また、未実践の者の中には運動の実践に制約の
ある者も一定数含まれると考えられるためであった。
　この調査は、本稿で報告する以外の目的を含む、多目
的な調査として行ったことから、有効回答者数は、特定
の仮説検証に基づく標本設計ではなく、利用可能な研究
資源から導いた。この調査は、神戸大学大学院人間発達
環境学研究科研究倫理審査委員会の承認後に行った（承
認番号：711）。調査への同意は、質問紙のWeb画面を
提示する前に、調査概要を説明するWeb画面を提示し、
協力に同意する者のみ、質問紙のWeb画面へと進むボ
タンを押下する形で求めた。

３．評価項目
１）運動支援ツールの利用
　身体活動支援ツールの志向性に関する近年の研究22）で
は、対面での集団プログラム、スマートフォン・アプリ、
紙媒体の郵送、電子メール、テキストメッセージ、個別
電話、およびソーシャルメディアによる支援の志向性が
調査されている。この研究22）や、近年の日本の介入研究
で使用されている媒体（対面講座７）、紙面教材８）、アプ
リ13）など）参考に、本稿の筆頭著者と第二著者とで協議
し、主な運動支援ツールとして、①運動の集まり（グルー
プ、サークルや同好会など）に所属すること、②運動習
慣づくりを支援する用具（歩数計、ダンベルなど）を購

入・使用すること、③運動習慣づくりを支援するパンフ
レット・書籍・雑誌記事などを読むこと、④専門家の運
動指導や運動セミナーを対面で受けること、⑤オンライ
ン上の運動交流サイト（オンラインサークルなど）に所
属すること、⑥運動習慣づくりを支援するスマートフォ
ン・アプリを使用すること、⑦インターネット上で運動
習慣づくりに関する情報を検索・閲覧すること、および
⑧専門家の運動指導や運動セミナーをオンライン上で受
けることを取り上げた。これら８種類それぞれの現在の
状況について、「すでに行っている」「行っていないが、
行いたいと思う」「行っていないし行いたいと思わない」
の３つの選択肢で質問した。なお、この１年やこの１か
月など、現在に含まれる範囲の定義は設けなかった。３
つの選択肢のうち「すでに行っている」を選択した者を
利用あり、残り２つを選択した者を利用なしとした。
　以降、本稿や図表では、①を運動の集まりへの所属、
②を運動用具の購入・使用、③を紙媒体の運動情報の閲
覧、④を対面での運動指導・セミナーの受講、⑤をオン
ライン上の運動交流サイトへの所属、⑥を運動アプリの
使用、⑦をオンライン上の運動情報の検索・閲覧、⑧を
オンライン上の運動指導・セミナーの受講と表記した。
①から④までをアナログ型の支援、⑤から⑧までをデジ
タル型の支援とみなした。
２）運動習慣・運動時間
　厚生労働省の国民健康・栄養調査６）に従い、週の運動
実践頻度、１日の運動実践時間、および運動実践の継続
年数を評価した。運動の定義も同調査６）に従った。同調
査６）や健康日本21３）に従い、１日30分以上、週２日以上、
かつ１年以上の継続を満たす場合、運動習慣ありとし、
満たさない場合、運動習慣なしとした。また、頻度と１
日の実践時間を乗じて運動時間（単位：時／週）を算出し
た。
３）性格特性
　Big Fiveモデル14）15）に基づき、外向性、協調性、勤勉
性、神経症傾向、および開放性から性格特性を尋ねる既
存尺度「日本語版Ten Item Personality Inventory」23）を
用いた。この尺度は、各特性を２項目・７件法で評価す
る形式である。本研究では、尺度開発の報告論文22）と同
様の方法で、該当する２項目（逆転項目処理済）の合計
値により各特性の得点（得点範囲：２～14点）を算出し
た。高得点ほどその特性が強いことを意味し、信頼性と
妥当性も確認されている23）。この尺度23）は、文献23）の
筆頭著者の自己管理webサイト24）で、引用元を明示し
た上での研究目的の自由使用を認める旨が明記されてい
る。
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４）基本属性
　年齢、性別（男性、女性）、教育歴（中学校・高等学校、
短期大学・専門学校、大学・大学院）、世帯年収（200万
円未満、400万円未満、600万円未満、600万円以上）、
家族形態（子ども・親等と同居、独居、夫婦のみ）、およ
び現在の就業（なし、あり）を取り上げた。

４．解析
　目的１に対応した解析として、基本属性の影響を調整
した上で、運動習慣を従属変数とし、各運動支援ツール
の利用の有無（強制投入）、各性格特性（強制投入：中心
化済）、および各運動支援ツールの利用の有無と各性格
特性との交互作用項（ステップワイズ投入）を独立変数
としたロジスティック回帰分析と、運動時間を従属変数
とし、これらを独立変数とした重回帰分析を行った。な
お、候補の交互作用項は計40個（計８種の支援ツール×
計５種の性格特性）に及ぶため、交互作用項はステップ
ワイズでの投入が望ましいと判断した。いずれかの交互
作用項が有意なものとして選択されれば、目的１の想定
通り、その交互作用項に該当する運動支援ツールの利
用と運動習慣・時間との関連性が、該当する性格特性に

よって異なることを提示できる。そのため本研究では、
交互作用項に特に注目し、交互作用項の回帰が有意で
あった場合、交互作用の実際の程度を示すため、該当す
る性格特性の中央値に基づく高低で層化した分析を行っ
た。
　目的２に対応した解析として、基本属性の影響を調整
した上で、各運動支援ツールの利用の有無を従属変数、
各性格特性（強制投入）を独立変数としたロジスティッ
ク回帰分析を行った。
　本研究での統計的有意水準は５%とした。オンライン
での調査のため欠損値は無かった。解析にはIBM SPSS 
Statistics29を用いた。

Ⅲ　結果
１．解析対象者の特徴
　表１の通り、解析対象者のうち、75 .3%が運動習慣を
有しており、週の運動時間は平均5.1時間であった。各
運動支援ツールの利用率（複数回答）は図２の通りであっ
た。基本属性と運動習慣・運動時間との関連は、表２の
通りであった。

表１．解析対象者（n=1,908）の特徴

M（SD）または n（%）
運動習慣（あり）, n （%）
　あり 1,437 （75.3%）
運動時間（時 / 週）, M（SD） 5.1 （4.1）
年齢 , M（SD） 65.8 （8.4）
性別（女性）, n（%）
　女性 1,010 （52.9%）
教育歴 , n（%）
　中学校・高等学校 1,166 （61.1%）
　短期大学・専門学校 271 （14.2%）
　大学・大学院 471 （24.7%）
世帯年収 , n（%）
　200 万円未満 333 （17.5%）
　400 万円未満 627 （32.9%）
　600 万円未満 393 （20.6%）
　600 万円以上 555 （29.1%）
家族形態 , n（%）
　独居 343 （18.0%）
　夫婦のみ 856 （44.9%）
　子ども・親等と同居 709 （37.2%）
現在の就業（あり）, n（%）
　あり 830 （43.5%）
外向性（2 ～ 14 点）, M （SD） 7.9 （2.5）
協調性（2 ～ 14 点）, M （SD） 10.3 （2.0）
勤勉性（2 ～ 14 点）, M （SD） 8.9 （2.3）
神経症傾向（2 ～ 14 点）, M （SD） 7.3 （2.4）
開放性（2 ～ 14 点）, M （SD） 7.6 （2.3）
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各ツールの表記は、実際の質問紙での表記を短縮したものであり、実際の質問紙での
表記は「Ⅱ方法」の文中で示している 

図２．各運動支援ツールの利用割合（複数回答）

表2．基本属性と運動習慣・運動時間との関連

aχ2 検定
bt 検定（性別、現在の就業）または分散分析（年代、教育歴、世帯収入、家族形態）
太字は有意な箇所を示す
†、‡、§、および¶について、３群以上の基本属性における残差分析（運動習慣の有無）と Tukey 法の多重比較（分散分析）により、
群間差が有意な箇所を異なる記号で、非有意な箇所を同じ記号で示した

運動習慣なし , n（%） 運動習慣あり , n（%） p 値 a 運動時間（時 / 週）, M（SD） p 値 b

性別 .146 <.001
　男性 208 （23.2%） 690 （76.8%） 5.5 （4.4）
　女性 263 （26.0%） 747 （74.0%） 4.7 （3.8）
年代 <.001 <.001
　50 ～ 59 歳 168 （32.4%） 350 （67.6%）† 4.4 （3.9）†
　60 ～ 69 歳 153 （25.7%） 442 （74.3%）‡ 5.0 （4.0）‡
　70 ～ 79 歳 150 （18.9%） 645 （81.1%）§ 5.6 （4.3）§
教育歴 .014 <.001
　中学校・高等学校 271 （23.2%） 895 （76.8%）† 5.3 （4.2）†
　短期大学・専門学校 86 （31.7%） 185 （68.3%）‡ 4.1 （3.5）‡
　大学・大学院 114 （24.2%） 357 （75.8%）† 5.1 （4.1）†
世帯年収 <.001 <.001
　200 万円未満 73 （21.9%） 260 （78.1%）† 5.6 （4.6）†
　400 万円未満 126 （20.1%） 501 （79.9%）‡ 5.5 （4.1）†
　600 万円未満 107 （27.2%） 286 （72.8%）§ 4.7 （4.1）‡
　600 万円以上 165 （29.7%） 390 （70.3%）¶ 4.5 （3.6）‡
家族形態 .003 .465
　独居 81 （23.6%） 262 （76.4%）† 5.1 （4.3）
　夫婦のみ 185 （21.6%） 671 （78.4%）‡ 5.2 （3.9）
　子ども・親等と同居 205 （28.9%） 504 （71.1%）§ 4.9 （4.2）
現在の就業 <.001 <.001
　なし 217 （20.1%） 861 （79.9%） 5.6 （4.2）
　あり 254 （30.6%） 576 （69.4%） 4.5 （3.8）

27

健康支援
第28巻1号　23-32，2026



２． 運動支援ツールの利用および性格特性と運動習
慣・運動時間との関連

　目的１の解析の結果（表３）、運動の集まりへの所属
と協調性との交互作用項と、オンライン上の運動指導・
セミナーの受講と開放性との交互作用項が、運動習慣・
運動時間と有意な正の関連をしていた。協調性の層別解
析の結果（表４）、有意な水準には達していなかったも
のの、協調性低群では、運動習慣に対する運動の集ま
りへの所属のオッズ比の値が１を下回っていたが、協調
性高群ではこの値が１を上回っていた。また、運動の集
まりへの所属は、協調性高群でのみ、運動時間と有意な
正の関連をしていた。開放性の層別解析の結果（表４）、
オンライン上の運動指導・セミナーの受講は、開放性高
群でのみ、運動習慣・運動時間と有意な正の関連をして
いた。

３．性格特性と運動支援ツールの利用状況との関連
　目的２の解析の結果（表５、表６）、外向性は運動の
集まりへの所属、紙媒体の運動情報の閲覧、対面での運
動指導・セミナーの受講、およびオンライン上の運動情

報の検索・閲覧と、協調性は運動用具の購入・使用およ
びオンライン上の運動情報の検索・閲覧と、勤勉性は運
動用具の購入・使用と、また、開放性はオンライン上の
運動情報の検索・閲覧とそれぞれ有意な正の関連をして
いた。

Ⅳ　考察
　目的１の検証の結果、協調性が高い人ほど、運動の集
まりへの所属と運動時間との正の関連が強いことと、開
放性が高い人ほど、オンライン上の運動指導・セミナー
の受講と運動習慣・運動時間との正の関連が強いことが
明らかとなった。協調性の層別解析では低群でも高群で
も運動の集まりへの所属と運動習慣との間の関連が非有
意であった点に留意する必要があるものの、これらの結
果は、協調性や開放性によって、運動の集まりへの所属
やオンライン上の運動指導・セミナーの受講が運動実践
の促進に及ぼす効果が異なる可能性があることを示し
ている。運動・身体活動実践の促進に対する運動の集ま
りへの所属の効果は、多くの研究で明らかにされてい
る25）26）。また、近年の報告によれば、遠隔会議システム

表３．運動支援ツールの利用および性格特性と運動習慣・運動時間との関連

95%CI, 95% 信頼区間 ; Β , 非標準化回帰係数 ; , 標準化回帰係数
太字は有意な箇所を示す
各ツールの表記は、実際の質問紙での表記を短縮したものであり、実際の質問紙での表記は「Ⅱ方法」の文中で示している
a  基本属性（年齢、性別、教育歴、世帯年収、家族形態、現在の就業）を調整した上での運動習慣を従属変数としたロジスティッ
ク回帰分析（Negelkerke R2=.082, 判別的中率 75.2%）

b  基本属性（年齢、性別、教育歴、世帯年収、家族形態、現在の就業）を調整した上での運動時間を従属変数とした重回帰分析
（Adjusted R2=.073）
c  計８種の運動支援ツールの利用と、計５種の性格特性に関する計 40 個の交互作用項を候補として設定した
　 ロジスティック回帰分析と重回帰分析ではそれぞれ独立してステップワイズ投入を行ったが、結果的に両分析で同じ交互作用
項が選択された

運動習慣（なし＝0, あり＝1）a 運動時間（時 / 週）b

調整オッズ比 （95%CI） p 値 Β （95%CI） p 値
強制投入された独立変数
　運動の集まりへの所属（なし＝0, あり＝1） 0.90 （0.67, 1.19） .449 0.24 （-0.22, 0.71） .03 .308
　運動用具の購入・使用（なし＝0, あり＝1） 1.45 （1.13, 1.85） .003 0.63 （0.23, 1.02） .08 .002
　紙媒体の運動情報の閲覧（なし＝0, あり＝1） 0.97 （0.69, 1.35） .839 0.19 （-0.35, 0.73） .02 .492
　対面での運動指導・セミナーの受講（なし＝0, あり＝1） 0.94 （0.59, 1.50） .790 -0.52 （-1.27, 0.23） -.03 .172
　オンライン上の運動交流サイトへの所属（なし＝0, あり＝1） 1.04 （0.41, 2.61） .936 -0.83 （-2.21, 0.54） -.03 .234
　運動アプリの使用（なし＝0, あり＝1） 1.76 （1.32, 2.36） <.001 1.17 （0.73, 1.61） .13 <.001
　オンライン上の運動情報の検索・閲覧（なし＝0, あり＝1） 0.94 （0.71, 1.26） .689 -0.36 （-0.83, 0.11） -.04 .131
　オンライン上の運動指導・セミナーの受講（なし＝0, あり＝1） 1.67 （0.59, 4.75） .335 1.09 （-0.17, 2.36） .04 .090
　外向性（2 ～ 14 点） 1.04 （0.99, 1.09） .108 0.11 （0.03, 0.19） .07 .006
　協調性（2 ～ 14 点） 0.95 （0.89, 1.02） .134 -0.12 （-0.23, -0.02） -.06 .025
　勤勉性（2 ～ 14 点） 1.01 （0.95, 1.06） .833 0.03 （-0.07, 0.12） .01 .584
　神経症傾向（2 ～ 14 点） 1.02 （0.97, 1.07） .520 0.01 （-0.07, 0.10） .01 .745
　開放性（2 ～ 14 点） 0.99 （0.94, 1.04） .633 0.00 （-0.09, 0.08） .00 .941
ステップワイズ投入された独立変数 c

　運動の集まりへの所属×協調性 1.17 （1.02, 1.34） .028 0.26 （0.03, 0.48） .06 .024
　オンライン上の運動指導・セミナーの受講×開放性 1.78 （1.16, 2.75） .009 0.57 （0.10, 1.04） .05 .018
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表４． 運動の集まりへの所およびオンライン上の運動指導・セミナーの受講と運動習慣および運動時間との関連：
協調性と開放性で層化した解析

表５．性格特性とアナログ型の運動支援ツールの利用状況との関連

表６．性格特性とデジタル型の運動支援ツールの利用状況との関連

95%CI, 95% 信頼区間
太字は有意な箇所を示す
各ツールの表記は、実際の質問紙での表記を短縮したものであり、実際の質問紙での表記は「Ⅱ方法」の文中で示している
基本属性（年齢、性別、教育歴、世帯年収、家族形態、現在の就業）を調整した上で、各運動支援ツールの利用（なし = ０, あり = １）
を従属変数としたロジスティック回帰分析を行った
aNegelkerke R2=.047, 判別的中率 97.9%；bNegelkerke R2=.024, 判別的中率 73.8%；cNegelkerke R2=.036, 判別的中率 74.7%；
dNegelkerke R2=.047, 判別的中率 97.4%

95%CI, 95% 信頼区間
太字は有意な箇所を示す
各ツールの表記は、実際の質問紙での表記を短縮したものであり、実際の質問紙での表記は「Ⅱ方法」の文中で示している
基本属性（年齢、性別、教育歴、世帯年収、家族形態、現在の就業）を調整した上で、各運動支援ツールの利用（なし = ０, あり = １）
を従属変数としたロジスティック回帰分析を行った
aNegelkerke R2=.126, 判別的中率 77.1%；bNegelkerke R2=.061, 判別的中率 61.8%；cNegelkerke R2=.084, 判別的中率 81.9%；
dNegelkerke R2=.102, 判別的中率 92.2%

95%CI, 95% 信頼区間；Β , 非標準化回帰係数； , 標準化回帰係数
太字は有意な箇所を示す
各ツールの表記は、実際の質問紙での表記を短縮したものであり、実際の質問紙での表記は「Ⅱ方法」の文中で示している
a  基本属性（年齢、性別、教育歴、世帯年収、家族形態、現在の就業）を調整した上での運動習慣を従属変数としたロジスティック
回帰分析（協調性低群 , Negelkerke R2=.045, 判別的中率 74.2%；協調性高群 , Negelkerke R2=.054, 判別的中率 76.5%；開放性低
群 , Negelkerke R2=.054, 判別的中率 74.3%；開放性高群 , Negelkerke R2=.060, 判別的中率 76.1%）

b  基本属性（年齢、性別、教育歴、世帯年収、家族形態、現在の就業）を調整した上での運動時間を従属変数とした重回帰分析 （協
調性低群 , Adjusted R2=.045；協調性高群 , Adjusted R2=.038；開放性低群 , Adjusted R2=.040；開放性高群 , Adjusted R2=.043）

運動習慣（なし＝0, あり=1）a 運動時間（時/週）b

調整オッズ比 （95%CI） p値 Β （95%CI） p値
協調性低群
　運動の集まりへの所属（なし＝0, あり=1） 0.79 （0.55, 1.13） .190 0.09 （-0.54, 0.72） .01 .787
協調性高群
　運動の集まりへの所属（なし＝0, あり=1） 1.31 （0.90, 1.91） .163 0.81 （0.20, 1.41） .09 .009
開放性低群
　オンライン上の運動指導・セミナーの受講（なし＝0, あり=1） 0.67 （0.24, 1.91） .456 0.12 （-1.73, 1.97） .00 .897
開放性高群
　オンライン上の運動指導・セミナーの受講（なし＝0, あり=1） 4.30 （1.01, 18.26） .048 2.23 （0.78, 3.69） .09 .003

運動の集まりへの
所属

（なし＝0, あり＝1）a

運動用具の
購入・使用

（なし＝0, あり＝1）b

紙媒体の
運動情報の閲覧

（なし＝0, あり＝1）c

対面での運動指導・
セミナーの受講

（なし＝0, あり＝1）d

調整オッズ比
（95%CI） p 値 調整オッズ比

（95%CI） p 値 調整オッズ比
（95%CI） p 値 調整オッズ比

（95%CI） p 値

外向性（2 ～ 14 点） 1.16 （1.10, 1.22） <.001 1.01 （0.97, 1.05） .611 1.11 （1.05, 1.17） <.001 1.15 （1.06, 1.25） <.001
協調性（2 ～ 14 点） 1.03 （0.96, 1.09） .437 1.08 （1.03, 1.14） .003 1.06 （0.98, 1.13） .132 1.00 （0.91, 1.11） .949
勤勉性（2 ～ 14 点） 0.97 （0.92, 1.03） .345 1.05 （1.01, 1.11） .030 1.06 （0.99, 1.13） .086 0.97 （0.88, 1.06） .452
神経症傾向（2 ～ 14 点） 1.02 （0.96, 1.07） .569 0.97 （0.93, 1.02） .223 0.96 （0.91, 1.02） .203 0.97 （0.89, 1.05） .431
開放性（2 ～ 14 点） 1.04 （0.99, 1.10） .111 1.01 （0.97, 1.06） .531 1.05 （0.99, 1.11） .075 0.97 （0.90, 1.05） .480

オンライン上の
運動交流サイトへの所属
（なし＝0, あり＝1）a

運動アプリの
使用

（なし＝0, あり＝1）b

オンライン上の
運動情報の検索・閲覧
（なし＝0, あり＝1）c

オンライン上の運動指導・
セミナーの受講

（なし＝0, あり＝1）d

調整オッズ比
（95%CI） p 値 調整オッズ比

（95%CI） p 値 調整オッズ比
（95%CI） p 値 調整オッズ比

（95%CI） p 値

外向性（2 ～ 14 点） 1.13 （0.98, 1.30） .105 1.00 （0.95, 1.04） .815 1.05 （1.00, 1.10） .045 1.09 （0.96, 1.24） .199
協調性（2 ～ 14 点） 1.02 （0.85, 1.22） .874 1.06 （0.99, 1.12） .071 1.08 （1.02, 1.14） .015 0.99 （0.85, 1.17） .941
勤勉性（2 ～ 14 点） 0.96 （0.82, 1.13） .640 1.02 （0.97, 1.08） .385 0.99 （0.94, 1.04） .693 1.06 （0.92, 1.24） .417
神経症傾向（2 ～ 14 点） 0.94 （0.80, 1.11） .467 1.01 （0.96, 1.07） .591 1.01 （0.96, 1.06） .754 0.98 （0.85, 1.13） .776
開放性（2 ～ 14 点） 1.09 （0.94, 1.26） .249 1.01 （0.97, 1.06） .608 1.10 （1.05, 1.15） <.001 1.06 （0.93, 1.21） .411
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等によるオンライン上での集団支援９）10）や個別支援11）12）

を通じて、運動・身体活動実践を促進できる。本研究の
知見は、これらの先行研究９-12）で報告されている効果は
協調性や開放性によって異なる可能性を提起するもので
あり、Big Fiveモデル14-16）による想定にも沿うものであ
る。協調性の高い人々で運動の集まりへの所属の好効果
が示唆された機序に関して、運動の集まりへの所属は、
参加者同士の交流を通じて運動実践の促進に寄与するこ
とが期待されているが26）、実際の集まりの中での交流の
程度にはばらつきが大きく27）、運動中の交流量が多いほ
ど、その後の運動実践意図が高まりやすい28）。協調性の
高い人々は、参加者同士の交流を円滑に行いやすく、運
動実践の促進効果を得やすい可能性がある。また、開放
性が高い人々で、オンライン上の運動指導・セミナーの
受講という、新規性の高い形態の運動支援ツールの好効
果が示唆された機序として、開放性が高い人々は、好奇
心を持って意欲的な学習行動を取り28）、教育・職業上の
成功度や認知的能力が高い傾向にある29）。そのため、開
放性の高い人々は、新規性の高い運動支援ツールに上手
に順応し、自身の運動実践の促進を導きやすい可能性が
ある。
　目的２の検証の結果、各性格特性によって、各運動支
援ツールの利用度は異なることが明らかとなった。具体
的には、運動の集まりへ所属、紙媒体の運動情報の閲
覧、および対面での運動指導・セミナーの受講は外向性
の高い者ほど、運動用具の購入・使用は協調性や勤勉性
の高い者ほど、オンライン上の運動情報の検索・閲覧は
外向性、協調性、および開放性の高い者ほど、利用度が
高かった。これらの結果は、性格特性によって、運動支
援ツールへの志向性が異なることを示唆している。Big 
Fiveモデル14-16）に基づく先行研究では、外向性、協調
性、および勤勉性の高い人ほど、ユーザビリティや動機
づけを媒介して身体活動用ウェアラブル端末の利用意図
が高いこと19）や、外向性や開放性が高く、協調性の低
い人ほど、健康増進アプリの利用意図の高いこと20）な
どが報告されている。ただし、これら19）20）は特定の支援
ツールに限定したものである。一方、広範な身体活動支
援ツールの志向性を対象とした先行研究22）では、利用
者や利用意図の分布を示すに止まり、性格特性との関連
は分析されていない。本研究は、計８種の広範な運動支
援ツールを対象に、各ツールの利用状況と性格特性との
関連を分析した研究と位置付けられる。ただし、先行研
究19）20）と異なり、本研究では、運動アプリの利用と関連
する性格特性は同定されなかった。また、外向性と紙媒
体の運動情報の閲覧やオンライン上の運動情報の検索・
閲覧との関連や、協調性と運動用具の使用やオンライ

ン上の運動情報の検索・閲覧との関連は、Big Fiveモデ
ル14-16）から必ずしも直接示唆されるものではないだろ
う。我々の知る限り、これらの関連を裏付ける心理学的
な知見も十分でない。従って、背景となる機序への理解
を深め明確な結論を得るには、更なる研究の蓄積が不可
欠である。
　本研究は、様々な限界を含むものである。１点目とし
て、本研究は横断研究であり、因果関係に言及できない。
限界の２点目は、オンラインによる社会調査会社のモニ
ターから対象者を抽出しており、インターネット等の日
常的な利用習慣のない者への本研究の知見の外挿性は不
明である点である。各性格特性の平均値について、全国
各地の住民基本台帳より高齢者を無作為抽出した先行研
究30）での平均値と比較すると、いずれも得点差は0.5点
以内（本研究と同じ計算法に換算）に止まる。また、運
動を未実践であったため本解析から除外した2,092名を
含む調査の有効回答者4,000名に占める運動習慣者の
割合は35 .9％であり、国民健康・栄養調査の直近（2023
年）の割合（50歳代26 .6％、60歳代32 .7％、70歳以上
41 .0％）から大きく逸脱しない。しかし、特にオンライ
ン型の支援ツールの利用に関する本研究の知見は、外挿
性が低いだろう。３点目の限界として、本研究の調査項
目で、日本で利用可能な主な運動支援ツールを網羅でき
ているのかは不明であり、信頼性・妥当性も確認的でい
ない点が挙げられる。４点目の限界は、利用頻度や１回
あたりの利用時間などの各ツールの実際の利用状況の詳
細や、過去１年または過去１か月などの利用状況の対象
時期を考慮できていない点である。また、５点目の限界
として、交互作用項の調整オッズ比は２未満、標準偏
回帰係数が0.10未満に止まり、説明率の指標も低値で
あったことも踏まえ、ステップワイズ法による交互作用
項の選択の再現性が不明な点が挙げられる。今後の研究
では、代表性の高い集団を対象に、自由記述等の手法で
主な運動支援ツールの種類を網羅的に評価し、かつ、各
ツールの利用状況の詳細を評価したうえで、縦断的な検
証を行うことや、結果の再現性を検証することが求めら
れる。
　本研究の知見から健康支援現場への示唆を考えた場
合、運動実践の促進の観点から見ると、運動の集まりへ
の所属を促すことは、協調性が高い人々に対して、また、
オンライン上の運動指導・セミナーの受講を促すことは、
開放性が高い人々に対して、特に効果的かもしれない。
また、各運動支援ツールの利用者拡大を図る上では、外
向性が低い人々は対面型の支援ツールの利用に抵抗感を
抱きやすい恐れがあること、協調性や勤勉性が低い人々
は運動用具の使用を控える傾向にあること、外向性や協

30

健康支援
第28巻1号　23-32，2026



調性、開放性が低い人々はオンラインでの情報検索を行
わない傾向にあることなどを考慮すべきかもしれない。

Ⅴ　結論
　本研究では、中高齢者を対象に、性格特性によって、
各運動支援ツールの利用と運動習慣・運動時間との関連
性や、各運動支援ツールの利用状況が異なるのかを検証
した。その結果、協調性が高いほど、運動の集まりへの
所属と運動時間との正の関連性が、開放性が高いほど、
オンライン上の運動指導・セミナーの受講と運動習慣・
運動時間との正の関連性が強かった。また、外向性の高
い者ほど、運動の集まりへ所属し、紙媒体やオンライン
上の運動情報を閲覧し、対面での運動指導・セミナーを
受講しており、協調性の高い者ほど、運動用具を使用し
オンライン上の運動情報を閲覧しており、勤勉性の高い
者ほど運動用具を使用しており、開放性の高い者ほどオ
ンライン上の運動情報を閲覧していた。
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行政栄養士の食環境整備実施に必要なコンピテンシーの自己評価
と食環境整備推進に資する人材育成のために管理栄養士・栄養士

養成施設の学生に求める資質・能力の検討
  黒谷　佳代１）、荒井　裕介２）、久保　彰子３）、
高橋　　希４）、武見ゆかり５）、赤松　利恵６）

Self-assessment of competencies required for implementing 
food environment improvements by public health dietitians and 
evaluation of qualities and abilities expected in dietetics students

Kayo KUROTANI１），Yusuke ARAI２），Akiko KUBO３），
Nozomi TAKAHASHI４），Yukari TAKEMI５），Rie AKAMATSU６）

BACKGROUND：There is a lack of research on the competencies required by public health dietitians to improve 
the food environment. The qualities and abilities needed by students in dietitian and nutritionist training programs̶
who are expected to promote food environment improvements in the future̶have not been systematically 
examined.OBJECTIVE：This study aims to evaluate the self-assessed core competencies required by public health 
dietitians to promote food environment improvements and to identify the qualities and abilities needed by students 
in dietitian and nutritionist training programs. METHODS：In November 2020, an online survey was conducted 
among dietitians and nutritionists responsible for food environment improvements in local governments. Nine core 
competencies necessary for implementing food environment improvements were assessed by public health dietitians. 
Self-assessed competencies were compared based on the implementation status of food environment improvements in 
2019. Information on the qualities and abilities expected of students was also gathered. RESULTS：Responses were 
obtained from 1,286 individuals. For all the competencies, individuals who “always implement” these competencies had 
signifi cantly higher odds of implementing food environment improvements compared to those who “rarely implement” 
them. The top qualities and abilities expected of students were assessment skills, problem identifi cation and analysis, 
and project planning. CONCLUSION：Public health dietitians who implement food environment improvements 
demonstrated high scores across all competency assessments, particularly in assessment skills. Students are expected 
to develop the ability to identify issues through assessments and formulate business plans.

Keywords： communication, assessment, community diagnosis, problem identifi cation and analysis, project planning
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Ⅰ　緒言
　1986年オタワ憲章１）及び2005年バンコク憲章２）にて、
健康づくりのための環境整備の重要性が世界保健機関

（WHO）により示されており、栄養学的に望ましい食物選
択を考える上においても、食環境、すなわち地域社会に
おける食物へのアクセスと情報へのアクセスを考慮する
ことが不可欠となっている３）。「健康日本21」の栄養・食
生活分野では、国の施策として初めて食環境整備の重要
性が示された３）。さらに、「健康日本21（第三次）」では、「健
康日本21（第二次）」４）に引き続き、栄養・食生活分野にお
いて、食環境整備の項目が目標として設定された４,５）。そ
れに伴い、各都道府県の健康増進計画においても、食環
境に関する目標項目が設定されている。
　自治体の管理栄養士または栄養士（以下、行政栄養士）
の業務について、2013年「地域における行政栄養士によ
る健康づくり及び栄養・食生活の改善の基本指針」が策
定された６）。その中で、行政栄養士の業務のひとつとし
て、「食を通じた社会環境の整備の促進」が明示され、「飲
食店によるヘルシーメニューの提供等の促進」と「特定給
食施設における栄養管理状況の把握及び評価に基づく指
導・支援」が示された。さらに、自治体の取り組みについ
ては、2017年「地域高齢者等の健康支援を推進する配食
事業の栄養管理に関するガイドライン」が事業者向けに
策定され、配食の選択及び活用を通じた地域高齢者の健
康支援のための食環境整備の必要性が示されている７）。
このように高齢者も含めた地域住民の健康づくりにおい
て、食を通じた社会環境の整備を促進するうえで、行政
栄養士を主体とした成果の見える事業展開が求められ
る。しかし、自治体の飲食店・惣菜店等における食環境
整備事業の実態についての報告はあるものの８-11）、食環
境整備の推進につながる行政栄養士のコンピテンシーに
着目した報告は行われていない。
　2018年度から特定非営利活動法人日本栄養改善学会
が厚生労働省より受託した管理栄養士専門分野別人材育
成事業において、「管理栄養士・栄養士養成のための栄養
学教育モデル・コア・カリキュラム」が作成された12）。モ
デル・コア・カリキュラムにおいては、公衆栄養活動の実
践のため食環境整備について学ぶことが示されているも
のの、公衆栄養分野において食環境整備の推進に必要な
コンピテンシーについての検討はされていない。そこで、
2020年度管理栄養士専門分野別人材育成事業において、
地域における食環境整備を推進する行政栄養士に求め
られるコンピテンシーを検討し、養成施設卒業後、食環
境整備に従事する人材として期待される学生に求められ
る資質・能力を明らかにすることを目的として事業が実
施された13）。行政栄養士の自己評価の高かったコンピテ

ンシー項目としては、関係者とのコミュニケーションや
交渉、連携・ネットワークづくりのための調整であった。
一方、自己評価の低かったコンピテンシー項目は、地域
診断に基づく現状把握、それに基づく課題発見、課題分
析（評価）、課題解決のための事業企画であった。
　本研究の目的は、地域における食環境整備実施に関連
する行政栄養士のコンピテンシーを明らかにすることで
ある。さらに、地域における食環境整備推進に資する人
材を育成するため、行政栄養士が管理栄養士・栄養士養
成施設の学部学生に卒業までに身につけて欲しい資質・
能力を把握することを目的とした。なお、公衆衛生分野
におけるコンピテンシーは統一的な定義がされておらず、
複数の見解があるが、「公衆衛生分野における特定の職
務や状況下において期待される成果に結びつけることの
できる個人の行動様式や思考特性」であると言える14）。
近年、人材育成においてコンピテンシーの概念が導入さ
れ、公衆栄養分野においてもコンピテンシーの概念を踏
まえた人材育成システムが検討されている15,16）。本研究
では食環境整備の実施に必要な専門的実践能力をコンピ
テンシーとして設定した。
　本研究による食環境整備実施に関連する行政栄養士の
コンピテンシー評価の結果は、今後の食環境整備に携わ
る行政栄養士の人材育成システムを検討し、構築するた
めの基礎資料となることが期待される。また、管理栄養
士・栄養士養成施設の学部学生に卒業までに身につけて
欲しい資質・能力を明らかにすることで、地域における
食環境整備推進に資する人材の育成のための資料となる
ことが期待される。

Ⅱ　方法
１．調査対象者
　対象者は、食環境整備に関する取組み（以下、食環境
整備）を担当業務に持つ行政栄養士とし、正規職員の他、
嘱託・非常勤職員を対象とした。本研究の対象となる行
政栄養士は、都道府県・政令市・中核市・保健所設置市・
特別区・市町村本庁の健康づくり関係主管課所属及び高
齢福祉関係主管課所属の管理栄養士・栄養士と保健所所
属の管理栄養士、かつ、食環境整備を担当業務に持つ者
である。この調査での食環境整備の定義は以下の２点と
明示した。（１）スーパーマーケット等量販店、弁当・惣
菜店、飲食店における取組み（例：野菜摂取促進や弁当・
惣菜の減塩の働きかけ、メニューの栄養成分表示、ヘル
シーメニューの開発や提供等）。（２）配食サービスの栄
養管理における取組み（例：弁当・惣菜事業者への指導・
支援、栄養管理ガイドラインの啓発等）。なお、嘱託・非
常勤職員については、常勤と同等の勤務時間（目安・週４
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日以上かつ１日６時間以上）で勤務している場合を対象と
した。また、管理栄養士・栄養士が未配置の自治体は研
究対象外とし、行政職などの採用により入職した管理栄
養士・栄養士が栄養業務を行っている場合も研究対象外
とした。

２．調査手順
　本調査は、対象者が所属する機関へ依頼し、回答方法
はウェブによる回収により実施した。都道府県・政令市・
中核市・保健所設置市・特別区・市町村本庁の場合（1,788
件）、健康づくり関係主管課長宛に調査依頼文書を送付
し、高齢福祉関係主管課を含む課の調査対象となる管理
栄養士・栄養士に調査を周知するよう依頼した。また、
保健所の場合（468件）は、各保健所長宛に調査依頼文書
を送付し、調査対象となる管理栄養士・栄養士に調査を
周知するよう依頼した。調査及び対象者の流れについて、
図１に示した。調査実施期間は、2020年11月５日から
11月30日までとした。

３．調査項目
　主要な調査項目は４項目である。属性、食環境整備実
施状況、食環境整備実施におけるコンピテンシー評価、
地域の食環境整備を推進するために管理栄養士・栄養士

養成施設の学生に求める資質・能力である。項目作成に
あたっては、「管理栄養士・栄養士養成のための栄養学教
育モデル・コア・カリキュラム」12）を参考に、日本栄養改
善学会2020年（令和２年）度管理栄養士専門分野別人材
育成事業 食環境整備に係る人材育成検討部会 自治体調
査ワーキンググループメンバーで話し合いを重ねた。さ
らに、食環境整備に係る人材育成検討部会の意見をもら
い、完成させた。回答者の負担にならないよう、調査項
目は厳選し、回答対象者の限定される項目は、該当者に
のみ提示されるよう、ウェブ調査画面を作成した。
　属性は、性、年齢、資格、所属、雇用形態、行政栄養
士としての勤務年数、食環境整備関与年数、最終学歴に
ついて質問した。食環境整備実施状況は、調査前年度で
ある2019年度の実施状況について、以下の通り尋ねた。

（１）スーパーマーケット等量販店、弁当・惣菜店、飲食
店における取組み及び（２）配食サービスの栄養管理にお
ける取組みを「実施した」「計画があったが実施しなかっ
た」「実施しなかった」「所属では実施していたが担当では
なかった」の４選択肢から単一回答してもらった。食環境
整備実施におけるコンピテンシーについては、某自治体
におけるコンピテンシー評価項目（非公開）を参考に、「管
理栄養士・栄養士養成のための栄養学教育モデル・コア・
カリキュラム」12）を基にして設定した。食環境整備実施に

【調査協力依頼文書発送先】
都道府県・政令市・中核市・保健所設置市・
特別区・市町村本庁の健康づくり関係主管課

長（1,788 件）及び保健所長（468 件）

【調査対象者】
食環境整備を担当業務に持つ行政栄養士

（n= 不明）

【調査回答者（解析対象者）】
食環境整備を担当業務に持つ行政栄養士

（n=1,286）

除外：食環境整備を担当業務
に持たない行政栄養士

（n= 不明）

【調査周知先】
都道府県・政令市・中核市・保健所設置市・
特別区・市町村本庁の健康づくり関係主管課、
高齢福祉関係主管課及び保健所所属の栄養

士・管理栄養士（行政栄養士）
（n= 不明）

図１．調査の流れと解析対象者
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おけるコンピテンシーは、以下の９項目である。「地域診
断をもとに現状を把握する（情報収集・選択能力）」「現状
把握をもとに課題を発見する（食環境の変化など社会の
構造への理解）」「課題を分析（評価）する」「課題解決のた
めの事業を企画する」「事業実施にあたり、関係者に交渉
する」「事業実施にあたり関係者とのコミュニケーション
をとる」「関係者との連携・ネットワークづくりのための調
整をする」「事業を実施するために、リーダーシップを発
揮する」「事業や成果を普及するための情報発信をする」。
各コンピテンシーについて、「必ず実施している」「おおむ
ね実施している」「あまり実施していない」「機会がなかっ
た」の４選択肢から単一回答してもらった。食環境整備
を推進するために管理栄養士・栄養士養成施設の学生に
卒業までに身につけて欲しい資質・能力については、「管
理栄養士・栄養士養成のための栄養学教育モデル・コア・
カリキュラム」12）を基に、ワーキングメンバーで話し合い、
11項目と「その他」の項目を設定し、上位５位まで順位を
付けてもらった。

４．解析方法
　本研究の調査に回答したすべての者を解析対象者とし
た。解析対象者を食環境整備実施状況別に、食環境整
備実施群と未実施群に分けた。実施群は、（１）スーパー
マーケット等量販店、弁当・惣菜店、飲食店における取
組み、もしくは、（２）配食サービスの栄養管理における
取組みのいずれかを実施した者とし、未実施群はそれ以
外の者とした。群別の対象者特性及びコンピテンシーの
自己評価は、χ２検定により有意性を確認した後、残差
分析を用い調整済み標準化残差を求めた。食環境整備実
施状況と食環境整備のコンピテンシーの自己評価との関
連については、食環境整備実施状況を従属変数、各コン
ピテンシー項目の自己評価を説明変数として、多重ロジ
スティック回帰分析により検討した。共変量として、年
齢（20歳代、30歳代、40歳代、50歳代、60歳以上）、所
属（都道府県、政令市・中核市・保健所設置市・特別区、
市町村、その他）、学歴（短大・専門学校、大学、大学院、
その他）、勤務年数（４年未満、４～10年目、11年目以
上）を調整した。管理栄養士・栄養士養成施設の学部学生
に卒業までに身につけて欲しい資質のうち、１位、２位、
３位として選択された資質の割合を算出した。統計解析
は、STATA MP （Version 18 .1 , StataCorp）を用い、有
意水準5%、両側検定により検討した。

５．倫理的配慮
　調査結果は、すべて個人が特定されない形でまとめた。
得られた結果は、報告書や論文等を通して公表し、今後

の養成施設における食環境整備に関わる教育のあり方に
貢献すること、と記載し、調査協力依頼時に文書により
説明した。ウェブ調査画面の１ページ目において、研究
への協力は自由意思であり、断った場合にも不利益はな
いことを記載した。また、同意した後、途中で辞退する
場合も同様であり、辞退が可能であることも記した。本
研究は昭和女子大学倫理審査委員会の承認を得て実施し
た（第20-27号2020年10月15日）。

Ⅲ　結果
１）解析対象者の特性
　47都道府県の1,286名の行政栄養士より回答を得た。
なお、本研究の対象となり得る行政栄養士の人数の情報
を得ていないため、調査協力率は算出できない。
　解析対象者の特性を表１に示す。2019年度に現所属
において、スーパーマーケット等量販店、弁当・惣菜店、
飲食店における取組みを実施した者は388名（30 .2%）、
配食サービスの栄養管理に対する取組みを実施した者は
100名（7.8%）で、いずれかの食環境整備を実施した者

（食環境整備実施群）は439名（34 .1%）であった。なお、
食環境整備未実施群は847名（65 .9%）であった。全体の
96.1%が女性、95.6%が管理栄養士、86.8%が正規職員
であった。また、回答時に所属の自治体における勤務年
数が４年以上の者は74.8%、当該自治体において食環境
整備に関与した年数が４年未満の者は61.7%であった。
食環境整備実施群において、残差分析の結果、最終学歴
が大学及び大学院、勤務年数が11年以上、食環境整備関
与年数が４~10年目及び11年目以上の者が有意に多かっ
た（p<0.05）。一方、所属が市町村の者は有意に少なかっ
た（p<0.05）。
２）食環境整備実施状況とコンピテンシー評価
　食環境整備実施状況と行政栄養士の食環境整備に関
するコンピテンシーの自己評価との関連について、表２
に示す。すべてのコンピテンシー項目において、「必ず
実施（把握）」群は、「あまり実施（把握）なし」群に比べ
て、食環境整備を実施するオッズ比が統計学的有意に高
かった。「必ず実施（把握）」する群の「あまり実施（把握）
なし」群に対する食環境整備を実施している調整オッズ
比（95%信頼区間）は、現状把握3.65（1.94-6 .85）、課
題発見2.61（1.46-4 .70）、課題分析2.45（1.40-4 .28）、
事業企画2.26（1.23-4 .14）、関係者との交渉2.68（1.76-
4 .09）、コミュニケーション2.56（1.75-3 .75）、連携調整
2.61（1.67-4 .09）、リーダーシップ2.16（1.20-3 .89）、
情報発信2.90（1.78-4 .71）であった。一方、すべてのコ
ンピテンシー項目において、「機会なし」群は、「あまり実
施（把握）なし」群に比べて、食環境整備を実施するオッ
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表１．食環境整備実施状況別の解析対象者の特性

項目 属性
全体

（n=1,286）

食環境整備
実施群†
（n=439）

食環境整備
未実施群
（n=847） p値‡

n （%） n （%） n （%）
性別 女 1,236 （96.1） 419 （95.4） 817 （96.5） 0.37

男 50 （3.9） 20 （4.6） 30 （3.5）
年齢 20歳代 329 （25.6） 102 （23.2） 227 （26.8） 0.06

30歳代 328 （25.5） 107 （24.4） 221 （26.1）
40歳代 355 （27.6） 134 （30.5） 221 （26.1）
50歳代 230 （17.9） 87 （19.8） 143 （16.9）
60歳代以上 44 （3.4） 9 （2.1） 35 （4.1）

資格 管理栄養士・栄養士 1,229 （95.6） 426 （97.0） 803 （94.8） 0.07
栄養士のみ 57 （4.4） 13 （3.0） 44 （5.2）

雇用形態 正規職員 1,116 （86.8） 404 （92.0） 712 （84.1） <0.001
嘱託・非常勤職員§ 64 （5.0） 15 （3.4） 49 （5.8）
嘱託・非常勤職員 || 91 （7.1） 13 （3.0） ◦ 78 （9.2） *
その他 15 （1.2） 7 （1.6） 8 （0.9）

最終学歴 短大・専門学校 334 （26.0） 94 （21.4） 240 （28.3） 0.002
大学 878 （68.3） 308 （70.2） * 570 （67.3） ◦
大学院 71 （5.5） 35 （8.0） * 36 （4.3） ◦
その他 3 （0.2） 2 （0.5） 1 （0.1）

所属 都道府県 370 （28.8） 204 （46.5） 166 （19.6） <0.001
政令市、中核市、保健所
設置市、特別区

161 （12.5） 73 （16.6） 88 （10.4）

市町村 746 （58.0） 159 （36.2） ◦ 587 （69.3） *
その他 9 （0.7） 3 （0.7） 6 （0.7）

勤務年数 ４年未満 324 （25.2） 87 （19.8） 237 （28.0） 0.001
４～ 10年目 333 （25.9） 107 （24.4） 226 （26.7）
11年目以上 629 （48.9） 245 （55.8） * 384 （45.3） ◦

食環境整備関与年数 ４年未満 793 （61.7） 183 （41.7） 610 （72.0） <0.001
４～ 10年目 272 （21.2） 142 （32.3） * 130 （15.3） ◦
11年目以上 221 （17.2） 114 （26.0） * 107 （12.6） ◦

量販店、弁当・惣菜店、
飲食店での取り組み実施

実施した 388 （30.2） 388 ̶ 0 ̶ ̶
計画はあるが未実施 65 （5.1） 0 ̶ 65 ̶
実施しなかった 684 （53.2） 0 ̶ 684 ̶
所属実施だが担当でない 149 （11.6） 0 ̶ 149 ̶

配食サービスの栄養管理
に対する取り組み

実施した 100 （7.8） 100 ̶ 0 ̶ ̶
計画はあるが未実施 32 （2.5） 0 ̶ 32 ̶
実施しなかった 1039 （80.8） 0 ̶ 1039 ̶
所属実施だが担当でない 115 （8.9） 0 ̶ 115 ̶

† 食環境整備実施群は量販店、弁当・惣菜店、飲食店での取り組み、もしくは配食サービスの栄養管理に対する取り組みを実
施した者を含む

‡χ２検定により算出
§週５日以上かつ１日８時間以上
|| 週４日以上かつ１日６時間以上
* 調整済み標準化残差においてp <0.05で、期待値より多い
◦調整済み標準化残差においてp <0.05で、期待値より少ない
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表２．食環境整備実施に必要なコンピテンシーの自己評価

全体
（n=1,286）

食環境整備
実施群

（n=439）

食環境整備
未実施群
（n=847） p値†

食環境整備
実施のオッズ比‡

（95% CI）
n （%） n （%） n （%）

地域診断をもとに現状を把握する（情報収集・選択能力）
必ず把握 55 （4.3） 36 （8.2） 19 （2.2） <0.001 3.65 （1.94- 6.85）
おおむね把握 524 （40.7） 244 （55.6） ◦ 280 （33.1） * 1.98 （1.47- 2.67）
あまり把握なし 378 （29.4） 109 （24.8） ◦ 269 （31.8） * 1.00 （reference）
機会なし 329 （25.6） 50 （11.4） ◦ 279 （32.9） * 0.53 （0.36- 0.78）

現状把握をもとに課題を発見する（食環境の変化など社会の構造への理解）
必ず実施 60 （4.7） 35 （8.0） 25 （3.0） <0.001 2.61 （1.46- 4.70）
おおむね実施 484 （37.6） 237 （54.0） ◦ 247 （29.2） * 1.94 （1.45- 2.61）
あまり実施なし 402 （31.3） 125 （28.5） ◦ 277 （32.7） * 1.00 （reference）
機会なし 340 （26.4） 42 （9.6） ◦ 298 （35.2） * 0.40 （0.27- 0.59）

課題を分析（評価）する
必ず実施 66 （5.1） 39 （8.9） 27 （3.2） <0.001 2.45 （1.40- 4.28）
おおむね実施 401 （31.2） 198 （45.1） ◦ 203 （24.0） * 1.73 （1.29- 2.32）
あまり実施なし 446 （34.7） 153 （34.9） ◦ 293 （34.6） * 1.00 （reference）
機会なし 373 （29.0） 49 （11.2） ◦ 324 （38.3） * 0.37 （0.25- 0.53）

課題解決のための事業を企画する
必ず実施 54 （4.2） 32 （7.3） 22 （2.6） <0.001 2.26 （1.23- 4.14）
おおむね実施 374 （29.1） 203 （46.2） 171 （20.2） 1.98 （1.46- 2.68）
あまり実施なし 402 （31.3） 146 （33.3） ◦ 256 （30.2） * 1.00 （reference）
機会なし 456 （35.5） 58 （13.2） ◦ 398 （47.0） * 0.32 （0.22- 0.46）

事業実施にあたり、関係者に交渉する
必ず実施 148 （11.5） 95 （21.6） 53 （6.3） <0.001 2.68 （1.76- 4.09）
おおむね実施 331 （25.7） 175 （39.9） ◦ 156 （18.4） * 1.81 （1.31- 2.50）
あまり実施なし 325 （25.3） 118 （26.9） ◦ 207 （24.4） * 1.00 （reference）
機会なし 482 （37.5） 51 （11.6） ◦ 431 （50.9） * 0.26 （0.17- 0.37）

事業実施にあたり関係者とのコミュニケーションをとる
必ず実施 209 （16.3） 128 （29.2） 81 （9.6） <0.001 2.56 （1.75- 3.75）
おおむね実施 336 （26.1） 168 （38.3） ◦ 168 （19.8） * 1.72 （1.23- 2.41）
あまり実施なし 298 （23.2） 103 （23.5） ◦ 195 （23.0） * 1.00 （reference）
機会なし 443 （34.4） 40 （9.1） ◦ 403 （47.6） * 0.23 （0.15- 0.35）

関係者との連携・ネットワークづくりのための調整をする
必ず実施 125 （9.7） 80 （18.2） 45 （5.3） <0.001 2.61 （1.67- 4.09）
おおむね実施 342 （26.6） 173 （39.4） ◦ 169 （20.0） * 1.58 （1.14- 2.17）
あまり実施なし 333 （25.9） 122 （27.8） ◦ 211 （24.9） * 1.00 （reference）
機会なし 486 （37.8） 64 （14.6） ◦ 422 （49.8） * 0.32 （0.22- 0.46）

事業を実施するために、リーダーシップを発揮する
必ず実施 59 （4.6） 36 （8.2） 23 （2.7） <0.001 2.16 （1.20- 3.89）
おおむね実施 322 （25.0） 182 （41.5） 140 （16.5） 1.77 （1.29- 2.43）
あまり実施なし 389 （30.2） 152 （34.6） ◦ 237 （28.0） * 1.00 （reference）
機会なし 516 （40.1） 69 （15.7） ◦ 447 （52.8） * 0.30 （0.21- 0.41）

事業や成果を普及するための情報発信をする
必ず実施 105 （8.2） 72 （16.4） 33 （3.9） <0.001 2.90 （1.78- 4.71）
おおむね実施 373 （29.0） 183 （41.7） ◦ 190 （22.4） * 1.33 （0.98- 1.82）
あまり実施なし 350 （27.2） 138 （31.4） ◦ 212 （25.0） * 1.00 （reference）
機会なし 458 （35.6） 46 （10.5） ◦ 412 （48.6） * 0.22 （0.15- 0.32）

†χ２検定により算出
‡年齢、所属、学歴、行政栄養士勤務年数を多重ロジスティック回帰分析により調整
* 調整済み標準化残差においてp <0.05で、期待値より多い
◦調整済み標準化残差においてp <0.05で、期待値より少ない
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ズ比が統計学的有意に低かった。
３） 管理栄養士・栄養士養成施設の学生に求める資質・

能力
　地域の栄養課題解決のための食環境整備を推進するた
めに、学生のうちに身に着けておいて欲しい資質・能力
のうち、１位として、「地域住民（対象者）とそれを取り
巻く食環境の現状把握（アセスメント）」が543名（42 .2％）
に選択された。２位として、「現状把握（アセスメント）
の結果に基づく課題の抽出」が529名（41.1％）に選択さ
れ、３位として、436名（33 .9％）に「課題解決のための
取組みの立案」が選択された（図２）。

Ⅳ　考察
　行政栄養士の食環境整備に関するすべてのコンピテ
ンシー項目において、「必ず実施（把握）」群は、「あまり
実施（把握）なし」群に比べて、食環境整備を実施する
オッズ比が有意に高かった。本研究のコンピテンシー
項目として、現状把握、課題発見、課題分析、事業企
画、関係者との交渉、コミュニケーション、連携調整、
リーダーシップ、情報発信に関する９項目を設定した。
2017年に米国の管理栄養士・栄養士316名を対象に実
施した調査において、公衆衛生専門家のコンピテンシー
項目17）のうち、コミュニケーション能力の自己評価が
最も高く、Proficient（熟練している）者の割合が56％、

Knowledgeable（知識がある）者の割合が40%であっ
た18）。また、本研究において、関係者との交渉やコミュ
ニケーションについて、「必ず実施」している行政栄養士
ほど食環境整備を実施している。コミュニケーション能
力は、関係者を事業に巻き込むためのアドボカシー能力
との関連が強い19）。行政的な活動の文脈において、アド
ボカシー能力は、政策や社会的課題に対し、データや適
切な情報を活用しながら、効果的なメッセージを構築し、
関係者を巻き込んで具体的な行動や資源の動員を促進す
るスキルや知識の集合体であると言える19）。そのため、
アドボカシー能力には、サイエンスとアートの２つの資
質が必要であり、コミュニケーション能力はアート、つ
まり、相手の心に響く、説得力のある、魅力的なメッセー
ジを創造し、そのメッセージを相手に応じて作り替えて
いく能力との関係が深い20, 21）。行政栄養士の食環境整備
推進において、人的資源や予算確保など事業実施に必要
なアドボカシーにおけるコミュニケーション能力の必要
性が示唆される。
　本研究においては、管理栄養士・栄養士養成施設の学
生が卒業までに身につけて欲しい資質・能力として、「地
域住民とそれを取り巻く食環境の現状把握（アセスメン
ト）」「現状把握（アセスメント）の結果に基づく課題の抽
出」「課題解決のための取り組みの立案」が主な上位３項
目として挙げられた。これらについて、養成施設におけ

図２．行政栄養士が考える栄養士・管理栄養士養成施設の学生に卒業までに身につけて欲しい資質・能力
　　　選択肢の出典：「管理栄養士・栄養士養成のための栄養学教育モデル・コア・カリキュラム」
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る学修時から、重点的、実践的に教育し、資質・能力を
高めることが、将来、現場で食環境整備推進に寄与する
人材の育成につながると期待される。また、養成施設に
おいては、関係者・関係組織間のコミュニケーション能
力向上を目指したアドボカシー能力を含む資質・能力の
獲得が期待される。「管理栄養士・栄養士養成のための栄
養学教育モデル・コア・カリキュラム」12）において、個別
の教科学修とそれらを統合した学修により、上述の資質・
能力を含む、栄養士・管理栄養士の基本的な資質・能力
の獲得が想定されており、カリキュラムに沿った人材育
成が必要であろう。
　本研究は47すべての都道府県の行政栄養士より回答
を得た。参考値として、調査時直近の2019年６月１日の
行政管理栄養士・栄養士の配属状況を示す。都道府県本
庁（健康づくり関係98名、高齢福祉関係３名）、保健所
等628名、保健所設置市・特別区本庁（健康づくり関係95
名、高齢福祉関係27名）、保健所設置市・特別区保健所
等466名、保健所設置市・特別区保健センター（健康づく
り関係385名、高齢福祉関係２名）、市町村（健康づくり
関係2,485名、高齢福祉関係101名）であった。上述の自
治体に配属されている管理栄養士・栄養士の状況に比べ、
表１に示す本研究対象の食環境整備を担当業務に持つ行
政栄養士は、都道府県に配属されている者の割合が高く

（28.8%）、政令市・中核市・保健所設置市及び特別区に配
属されている者の割合が低かった（12.5%）。また、2019
年に小山らが全国の都道府県、保健所設置市及び特別区
の計154自治体を対象に、ウェブ検索により各自治体の
飲食店等における食環境整備実施状況を調査した報告に
よると、飲食店等を対象とした食環境整備を実施してい
る都道府県は46カ所（97.9%）、保健所設置市及び特別区
80カ所（74.8%）であった９）。本研究は、食環境整備を担
当業務に持つ行政栄養士の実際の母数が不明ではあるも
のの、管理栄養士・栄養士の配置状況及び先行研究９）よ
り、本研究対象者の全国の1,286名の行政栄養士におけ
る知見は行政栄養士の食環境整備を検討する上での重要
な基礎資料になり得ると期待される。
　本研究の限界として、以下の点が挙げられる。１点目
として、本研究対象者である食環境整備を担当業務に持
つ行政栄養士の数を把握することができなかったため、
今回の調査の回収率は不明である。そのため、選択バイ
アスの可能性は否定できない。２点目として、食環境整
備に携わっているか（食環境整備の担当業務を持つか）、
被調査者の判断に委ねているため、実際には食環境整備
に携わっていない者が含まれている可能性が否定できな
い。３点目として、管理栄養士・栄養士が未配置の自治
体は研究対象外としたため、行政職などの採用により入

職した管理栄養士・栄養士が栄養業務を行っている場合
は、含まれない。そのため、食環境整備実施者割合は、
実際よりも過小評価している可能性がある。４点目とし
て、研究参加者の個人を同定できないよう、所属を都道
府県単位でしか把握しなかったため、１人の対象者が複
数回ウェブ調査に回答した可能性は否定できない。５点
目として、食環境整備実施状況を2019年度の実績だけで
評価したため、2018年度までに食環境整備実施経験のあ
る者が未実施群に含まれている可能性があり、アウトカ
ムの誤分類により、オッズ比が減弱している可能性があ
る。最後に、本研究は横断研究であるため、因果関係は
不明である。

Ⅴ　結論
　食環境整備を担当業務に持つ行政栄養士において、現
状把握、課題発見、課題分析、事業企画、関係者との交
渉、コミュニケーション、連携調整、リーダーシップ、
情報発信に関する自己評価が高い者ほど、食環境整備を
実施していた。管理栄養士・栄養士養成施設の学生には、
アセスメント、課題抽出、計画立案の修得が期待され、
モデル・コア・カリキュラムを参考とした個別の教科学修
に加え、統合学修による、地域における食環境整備推進
に資する人材育成が求められている。
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大学生競技者における栄養教育の結果目標としての健康状態
およびトレーニング満足感に関する質的検討

  辰田和佳子１）２）、安達　瑞保２）３）、稲山　貴代４）

A qualitative study on health status and training satisfaction as 
outcome goals of nutritional education among collegiate athletes

Wakako TATSUTA１）２），Mizuho ADACHI２）３），Takayo INAYAMA４）

BACKGROUND：The goal of nutritional education is the maintenance and improvement of health and the 
enhancement of quality of life（QOL）, which require evaluation after implementation. It is necessary to evaluate 
the outcomes of educational programs after implementation to ensure these objectives are met. Supporting health 
maintenance is important for collegiate athletes; however, objective evaluation through physiological and biochemical 
tests aimed at preventing health issues is challenging, and practical subjective indicators are lacking. Thus, the 
development of a validated subjective health status scale is needed. To create such a scale, it is necessary to clarify, 
from the perspectives of athletes and coaches, the desirable health states they aim for. OBJECTIVE：This study 
aimed to qualitatively clarify how collegiate athletes and coaches perceive athletes’ health status and satisfaction with 
training. METHODS：Individual interviews were conducted with 8 collegiate athletes and 8 coaches on their desired 
health status in training, as well as their satisfaction with training. Verbatim records were organized using content 
analysis. RESULTS：The desired health status for training was classifi ed into seven categories, including “overall 
physical condition” and “weight management.” Perspectives for measuring training satisfaction were categorized into 
eight items, including “psychological satisfaction,” “technical satisfaction,” and “physical satisfaction.” CONCLUSION：
Desired health conditions and training satisfaction were demonstrated through specific and diverse perspectives. 
Based on these fi ndings, future work will focus on developing a questionnaire and constructing a validated subjective 
health status scale that can serve as an outcome goal of nutrition education for collegiate athletes.

Keywords：Subjective evaluation, Nutrition Management, Interview, Semi-Structured Interview Method, Assessment.
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Ⅰ　緒言
　個人の競技力は、心的能力、技術力、戦術力、外的諸
要因、体力、基礎的諸要因といった要因に相互的に規定
される１）。このうち基礎的諸要因に含まれる健康は、日
常のトレーニングを継続し、体力や技術力の向上に寄与
する。健康の維持には、休養やケアのほか、食生活の改
善も不可欠であり、スポーツ現場では健康を維持するた
めの栄養素補給が重要視されている２）。栄養教育は、健
康の維持増進と生活の質（Quality of Life: QOL）の向上を
目指し、食物選択やその他の栄養・食に関わる行動を自
発的に獲得することを支援する活動であり、環境整備も
含まれる３）。
　大学における部活動は教育の一環と位置付けられる４）。
そのため大学には部活動を適切に管理・運営する責務が
求められる。このような背景から、大学スポーツ協会は、
安全安心な大学スポーツを目指し、事故の予防および障
害、疾病等の予防に向けた環境整備を推進している５）。
大学生競技者は、競技性・競争性の高い競技スポーツを
対象とする者も多く、彼らの健康維持のための支援が不
可欠である。しかし、チームの経済的状況などから、健
康問題の予防や早期発見のための定期的な血液検査と
いった客観的評価は難しい現状がある。実際に、栄養教
育で改善を目指す健康状態やQOLといった結果目標を評
価した報告は国内外で限られている６-９）。このため、主
観的評価が実用性の高い結果目標・評価の指標になる可
能性がある。しかし我々が探した限り、競技者に適用可
能な妥当性のある評価指標はない。中﨑ら10）が報告した
競技者の栄養教育において目標となりうる項目を整理し
た国内論文レビューでも、採用論文のうち愁訴や疲労度
といった主観的評価を用いた報告は限られていた11,12）。
身体を酷使する競技者の場合、既存の主観的健康感指標
などでは、対象者の実態を把握できない可能性がある。
今後、競技者を対象に妥当性のある主観的健康状態尺度
の開発が望まれるが、現段階ではどのような項目が指標
となりうるのかも不明である。
　さらに良好な健康状態が、トレーニングに対する満足
度に関連するのかを検討することができれば、競技者や
指導者の視点からも健康維持の重要性をより深く認識し、
行動変容につながる可能性がある。このトレーニングに
ついても、どのような観点から捉えているかを把握する
ことができていない。日々のトレーニングを行ううえで
目指す健康状態およびトレーニングへの満足感を確認し、
どのような項目が栄養教育の結果目標となりうるのかが
整理できれば、管理栄養士などの支援者が栄養教育を実
施し、その結果を適切に評価することが可能になる。そ
こで本研究では、大学生競技者の栄養教育における結果

目標として妥当性のある主観的健康状態尺度の作成を最
終的な目標とし、その前段階として、競技者および指導
者が望ましい健康状態やトレーニング満足度をどのよう
に捉えているかを質的に明らかにすることを目的とした。

Ⅱ　方法
１．研究デザイン
　本研究は、半構造化個別インタビューを用いた質的
研究である。質的研究により質問紙などで規定されない
様々な意見や具体的内容の収集が可能になる。

２．対象者と研究の手順
　本研究の対象者は、調査時点で競技スポーツを実施し
ている大学生および大学院生と大学競技スポーツ現場の
指導者であった。研究対象者の選定基準として、競技者
は大学体育会組織に所属し、全日本学生選手権の全国学
生大会出場もしくは関東等の地域大学リーグ１部に属す
る体育会組織に所属している者とした。大学院生につい
ても大学生時に体育会組織に所属し、インタビュー調査
時に同じ組織にて継続しトレーニングしている者である。
指導者は大学生競技者へのコーチング経験が１年以上あ
る者とした。指導者は、日常的にトレーニングを確認し、
競技者の観察をしている立場からの意見を得るために対
象者に含めた。参加者は縁故法にて募集した。競技者、
指導者ともに競技・種目に偏りが出ないよう、国際オリ
ンピック委員会の競技者向け栄養ガイドであるNutrition 
for Athletes13）の栄養的特性分類による５カテゴリーから
選出した。すなわち、ストレングス系競技者、パワー系
競技者、持久系競技者、審美系・階級制競技者、チーム
競技者を含めた。都内の大学に所属する大学生および大
学院生８名（男性６名、女性２名）、指導者８名（男性５名、
女性３名）がインタビューに参加した。
　インタビューは、2024年６月から７月に半構造化形式
であらかじめ作成したインタビューフローを用い、対面
もしくはweb会議システムを用い各30分間実施した。競
技者は自身について、指導者は観察者の立場から関わっ
ている競技者について述べてもらうよう依頼した。イン
タビュー内容は、参加者の同意を得たのち、レコーダー
またはweb会議システムの録画機能を用い記録した。
　インタビュー開始前に、参加者に本研究の目的および
調査の内容、調査の参加や回答は自由意思によるもので
あり途中辞退しても不利益にならない旨を説明し、同意
を得た。インタビュー終了後には、謝礼として2,000円
相当のギフトカードを渡した。本研究は、ヘルシンキ宣
言および「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する
倫理指針」に準拠して行われた。研究プロトコルは、日
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本大学スポーツ科学部の倫理審査委員会で承認された
（2024 -001）。

３．インタビュー項目
１）トレーニング実施に向けた望ましい健康状態
　競技者のトレーニングに向けた望ましい健康状態を確
認するために、「日常のトレーニング・練習をする際、ど
のような健康・栄養状態（からだの状態）で臨むことが必
要だと考えていますか？」とたずねた。本研究では体重
維持や貧血などの栄養状態についての回答も生じる可能
性を考慮し、健康・栄養状態と提示した。
２）トレーニングの満足度を捉える観点
　競技者がトレーニングについての満足感をどのように
評価しているのかを確認するため、「その日のトレーニン
グの満足度をどのような観点から捉えていますか？」とた
ずねた。

４．分析
　データ分析には、内容分析法14）を用いた。まず、イン
タビューの逐語録を作成し、文章化したデータを単一の
内容ごとに切片化した。切片化した情報一つ一つに対し、
その内容を簡潔かつ適切な言葉にまとめた（コーディン
グ）。コードは類似した内容で集め、サブカテゴリーを作
成した。さらにサブカテゴリーをまとめてカテゴリーを
作成した。作成したコードおよびカテゴリーの妥当性を
確認するため、複数回にわたって逐語録に戻り、文脈を
ふまえた検討を重ねた。客観的に分析を行うために、一
連の分析作業は競技者の栄養マネジメント実績のある研
究者２名（第一著者、第二著者）で実施した。２名の意見
が一致しなかった項目について、質的調査研究実績のあ
る者１名（第三著者）に意見を求め、全員の意見が一致す
るまで議論した。これらの分析は、競技者、指導者別に
実施した。さらに、コーチング学を専門とするスポーツ
現場の指導者にアドバイスを受けカテゴリー作成の見直
しを図った。なお、以降の文中において、カテゴリーは

『』、サブカテゴリーは【】で示す。

Ⅲ　結果　
　トレーニング実施に向けた望ましい健康状態は、表１
に示すように７個のカテゴリーに集約された。
　『全身状態』は【疲労回復ができている】【エネルギーが
補給されている】【トレーニング中にバテない】【だるさ・重
さがない】【身体が温まっている】のサブカテゴリーから構
成された。競技者からは「練習後ごはんをすぐに食べる
ことを意識したら疲労も回復しやすくなった」、指導者か
らは「長時間の練習だと低血糖状態になる選手もいるの

で、ならないように途中で補食を食べる」といった食行動
と関連付けた内容が示された。『ウエイトコントロール』
は【適正な体重維持】のサブカテゴリーから構成された。
ウエイトコントロールについては、特に指導者から「食べ
方によって脂肪が増えてきたなと感じる」「体重が落ちそ
うな選手はしっかり食べているのか見るようにしている」
といった要因を推測する内容が示された。そのほか、『運
動器の状態』は【筋疲労の軽減】【身体の痛みがない】、『消
化器の状態』は【空腹ではない】【良好な胃腸の状態】から
構成された。『疾病やけがの予防』は【貧血でない】【感染
症がない】【けが予防】【脱水予防】【月経の影響がない】から
構成された。また『心理的状態』は【集中力がある】のほか
指導者視点による【元気である】から構成された。『上記
以外の健康状態』として【目の疲れがない】が抽出された。
　トレーニングの満足度を捉える観点は、表２に示すよ
うに８個のカテゴリーに集約された。
　『心理的満足感』は【集中できた】【不安なく取り組めた】

【ポジティブに取り組めた】【気持ちよくできた】【楽しく
（愉しく）できた】【よいコミュニケーションが得られた】
【練習が十分できた】から構成された。『技術的満足感』は
【動きの良好さ】【スキル習得】から構成された。『身体的
満足感』は【トレーニング計画の遂行】【力を出し切れた】

【計画以上の練習ができる】【疲れ切らない】【追い込まずに
できた】から構成された。『調整力』は【自分の状況に合わ
せて調整できた】、『目標設定・達成』は【目的の定まった
トレーニングができた】【トレーニング課題の達成】、『身
体的結果』は【ケガなく練習ができた】から構成された。『相
対的な自己評価』は【他者よりもできた】【指導者からのよ
い評価】から構成された。『指導者からの観察評価』は【選
手の表情・顔つき】【選手の頑張り】【選手自身の満足度】か
ら構成された。

Ⅳ　考察　
　本研究は、当事者の具体的発言から、トレーニング実
施に向けた望ましい健康状態、トレーニングの満足度を
捉える観点を質的に明らかにした。

１．トレーニング実施に向けた望ましい健康状態
　当事者の発言は、全身状態および個別の状態に関する
カテゴリーにまとめられた。『全身状態』では、【疲労回
復ができている】【エネルギーが補給されている】【トレー
ニング中にバテない】といった疲労に関するサブカテゴ
リーが得られた。疲労とは活動能力の低下のさまざまな
状態15）とされ、このうち上記サブカテゴリーは栄養素補
給により改善可能な具体的項目である。スポーツ栄養学
分野においては、運動後からのグリコーゲンの回復や運
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動前後の栄養摂取量とタイミングといった糖質摂取が重
要視される16,17）。本研究では、栄養的特性分類のなかで
もトレーニングにおけるエネルギー消費が多いと考えら
れる持久系・パワー系競技だけでなく、ストレングス系、
審美系・階級制競技者、チーム競技者も含めた５カテゴ
リー全ての競技者、指導者から疲労回復やトレーニング
中に疲れ果てる状態であるバテに関する回答を得た。こ

の結果は、スポーツ現場で重要視されるエネルギー補給
に関する教育の必要性および結果目標としての適切性を
支持するものである。
　一方、『運動器の状態』の【筋疲労の軽減】や『上記以外
の健康状態』の【目の疲れがない】は、特定の部位に大き
な負荷がかかることにより生じた疲労の可能性があり、
主に栄養素補給以外の対策が求められる。疲労に関して

表１．競技者がトレーニング実施の際に必要だと考える健康状態

カテゴリー サブカテゴリー
コード例

競技者 指導者

全身状態

疲労回復ができている
疲労が抜けている 疲れが残っていない
疲労感がない 疲労をとった状態
疲労回復ができている 疲労度が高くない

エネルギーが補給されている
エネルギーが供給されている 疲労回復（エネルギー源）できている
エネルギーが蓄えられている 減量時でも練習に耐えられる
エネルギーが切れていない エネルギー源を回復できている

トレーニング中にバテない

競技中にバテにくい 練習中にバテない
練習後半まで身体を動かせる

（バテない） 低血糖（ハンガーノック）にならない

練習中に疲労が起こりにくい 練習後半でも力が出せる

だるさ・重さがない 身体がだるくない
―身体が重くない

身体が温まっている 身体が温まっている
―しっかり汗をかけている

ウエイト
コントロール 適正な体重維持

体重が適正である 体重が維持できている
パフォーマンスしやすい体重 体重が落ちてきていないこと
痩せていない 体重が増えてきていないこと

運動器の状態
筋疲労の軽減

筋疲労の回復ができている 筋疲労がある中でも実施できる
筋の疲れがたまっていない
筋の疲れがとれている

身体の痛みがない 身体の部位の痛みがない
―関節が動きやすい

消化器の状態

空腹でない 空腹感がない ―

良好な胃腸の状態
胃腸の不快感がない お腹を壊していない
胃が重くない 胃の調子が悪くない
腸の調子が悪くない 胃腸系の問題がない

疾病やけがの予防

貧血でない ― 貧血でない

感染症がない
風邪や発熱がない 体調を崩していない
感染症になりにくい 風邪などの症状がない
免疫力が高い 感染症にかからない

けが予防 ― ケガを予防できる

脱水予防 脱水予防ができる 熱中症が予防される
脱水状況に陥ってない 身体が熱くなりすぎない

月経の影響がない 月経の影響がない 月経症状のコントロールができている

心理的状態
集中力がある

集中力がある 考えられる
集中力が落ちていない 練習に集中できている
競技に集中できる

元気である ― 元気な状態
トレーニング中気力がある

上記以外の健康状態 目の疲れがない 目の疲れがない ―
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表２．競技者のその日のトレーニングの満足度を捉える観点

カテゴリー サブカテゴリー
コード例

競技者 指導者

心理的満足感

集中できた
集中して練習ができた 集中して練習に取り組めた
ダラダラやらなかった （きつい状況でも）頭が動いていた
トレーニングに集中できた 思考と身体（動き）がリンクしていた

不安なく取り組めた 心配なく練習にうちこめた 練習するための不安がなかった

ポジティブに取り組めた 前向きにできた
―練習に気がのっていた

気持ちよくできた 手応えがよいと感じるが多かった ―爽快感が大きかった
楽しく（愉しく）できた 楽しいと感じられた 選手がワクワクしていた

よいコミュニケーションが
得られた

仲間とコミュニケーションが取れた チームの一体感が出ていた
チーム全体のモチベーションが高
かった 選手間の意見交換が活発であった

練習が十分できた 練習量が確保できた ―練習時間が確保できた

技術的満足感
動きの良好さ 試合と近い動きができた 艇が気持ちよさそうに走っていた

自分の身体をしっかり動かせた 身体の動きがよかった

スキル習得 苦手なことがうまくできた ―技術的に安定した

身体的満足感

トレーニング計画の遂行
練習をやりきれた メニューが全部こなせた
予定をしっかりとこなせた 練習を途中で切り上げなかった
決められたメニューを達成できた 設定したワットに到達できた

力を出し切れた

力を出し切れた 追い込む練習ができた

余力を残さずにできた 外からはつらく見えないが、選手が出し
切っている状態であった

妥協しなかった 練習中に出し切るができる割合が高かった

計画以上の練習ができる 予定に加えてメニューが実施できた ―最後にプラスでメニューができた

疲れきらない 練習後疲労困憊しなかった ―心拍数があがりきらず練習できた
追い込まずにできた 追い込まずに練習ができた ―

調整力 自分の状況に合わせて
調整できた

自分の状況に応じて練習の判断が
できた その時のコンディションに応じて頑張れた

自分の疲労に合わせ調整できた コンディションが悪い状態で練習を作り上
げられた

目標設定・
達成

目的の定まった
トレーニングができた ― 目標設定がしっかりしていた

本人の設定した課題が達成できていた

トレーニング課題の達成 よいタイムが得られた 重量が挙げられた
戦術を遂行できる場面が多かった 本人の設定した課題が達成できていた

身体的結果 ケガなく練習ができた ケガなく乗り切れた ―痛みがなくできた

相対的な
自己評価

他者よりもできた 他の人よりもやれたと感じた ―

指導者からのよい評価

指導者から評価してもらえる練習
ができた ―指導者にプレイを見てもらってい
ると実感できた

指導者からの
観察評価

選手の表情・顔つき ― よい顔つきをしていた

選手の頑張り ― 一生懸命できた
頑張れていた

選手自身の満足度 ― 選手の満足度が高かった
選手が練習に納得していた
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一括りにするのではなく、競技者が抱える問題を明らか
にし、改善のための具体的目標を設定することが重要で
ある。
　個別の状態として、『消化器の状態』『疾病やけがの予
防』も抽出された。『消化器の状態』は、運動誘発性胃腸
症候群など消化器症状の問題も生じやすく18）消化器疾患
による受診も多い19-21）競技者では、日常的に対処が必要
な健康問題と推察される。本研究では、胃腸症状の詳細
は得られていないため、食生活により予防できる要因で
あるかは不明である。ただし、運動中の脱水や腸内環境
の悪化などのリスク管理については、食生活が関与する
ことからも、栄養教育でとりあげる結果目標のひとつと
してとりあげることを検討する必要があるだろう。他に
も貧血、月経に付随する症状の予防といった具体的な内
容が示されたことは、健康状態の評価項目には、個別性
の高いことがうかがえる。
　本研究は健康状態に焦点をあてたことで全身症状につ
いて具体的な内容を得ることができ、胃腸症状をはじめ
とする個別の症状についても評価指標として把握するこ
との重要性を示すことができた。

２．トレーニングの満足度を捉える観点
　心理的・技術的・身体的満足感は、個人のパフォーマン
スを構成する重要な要因である１）。『心理的満足感』では、
先行研究22）でも、競技的場面で必要な要素として重要と
される【集中できた】が示された。さらに、【不安なく取
り組めた】【ポジティブに取り組めた】【気持ちよくできた】

【楽しく（愉しく）できた】という、トレーニング実施中・
後の肯定的な捉え方が抽出された。近年、スポーツ現場
でも心身ともに健康で、社会的にも幸福を感じられる状
態であるウェルビーイングが目指されている23）。カテゴ
リーとして抽出された『心理的満足感』は、大学生競技者
においても単に競技力向上だけでなく、スポーツが心身
の健康といった重要な役割を体現化していることを示唆
するものである。これらの心理的な満足感は、競技者自
身の重要な評価として捉えることができるだろう。『技
術的満足感』の【動きの良好さ】【スキル習得】は、個人の
パフォーマンス向上に結びつけやすい項目と考えられる。
パフォーマンス向上に向けトレーニングを実施している
競技スポーツ実施者としては、目標となりやすい項目で
あろう。『身体的満足感』に含まれる【トレーニング計画
の遂行】、【力を出し切れた】については、競技者自身また
は指導者により設定された高負荷なトレーニングを遂行
したことが推察され、本研究対象者のように競技性が高
い者では、重要な目標項目となりうる可能性がある。
　上記に取り上げた『心理的満足感』『技術的満足感』『身

体的満足感』以外にも、『相対的な自己評価』『指導者から
の観察評価』といった当事者自身のみではなく、他者と
の関与を示す回答を得たことは、トレーニングに関する
満足度が多様な観点から得られることを示すものである。
　最後に本研究の限界点として、参加者の選択バイアス
の可能性が挙げられる。参加者は調査時点で競技スポー
ツを実施している大学生および大学院生である。方法に
示したように競技レベルを限定していることから、様々
な競技レベルで活動する母集団である日本の大学競技者
の全ての意見を代表するわけではない。また、競技・種
目についても栄養的特性分類による５カテゴリーから選
出するよう配慮したが、競技特性に応じてさらなる意見
がでる可能性は否めない。
　このような限界点はあるものの、大学生競技者のト
レーニング実施に向けた望ましい健康状態やトレーニン
グの満足度を捉える観点について、当事者の視点から具
体的な発言を整理し、栄養教育により目指す結果目標と
なりうる具体的内容を検討することができた。この結果
は、競技者の栄養教育における主観的健康状態尺度開発
に向けた質問紙作成の具体化につながる。今後は、本研
究に基づき質問紙を作成し、量的調査により主観的健康
状態やトレーニング満足に関する評価指標の信頼性およ
び妥当性を確認する予定である。

Ⅴ　結論
　競技者および指導者の具体的な発言から、トレーニン
グ実施に向けた望ましい健康状態およびトレーニングの
満足度を捉える観点を明らかにした。その結果、健康状
態は疲労回復・軽減に関する全身状態の具体的内容、胃
腸などの消化器状態といった個別の状態に関する内容が
示された。また、トレーニングの満足度は、心理的・技
術的・身体的満足感のみでなく他者との関与を示す内容
といった多様な観点が示された。今後、本研究結果に基
づいた質問紙を作成し、栄養教育の結果目標となる妥当
性のある主観的健康状態尺度の作成を目指す。
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成人における脂肪組織インスリン抵抗性と
動脈硬化危険因子およびアディポカインの関係

-血中脂肪酸結合タンパク質４に着目した横断および縦断的研究-
沼尾　成晴１）、内田　遼太２）、古瀬裕次郎１）、

藤田　英二１）、中垣内真樹１）

Association between adipose tissue insulin resistance and 
cardiovascular disease risk factors, and adipokines in community adults 

-a cross-sectional and longitudinal study-
Shigeharu NUMAO１），Ryota UCHIDA２），Yujiro KOSE１），

Eiji FUJITA１），Masaki NAKAGAICHI１）

BACKGROUND：The association between adipose tissue insulin resistance and circulating fatty acid binding protein 
4（FABP4）remains unclear. OBJECTIVE：This study investigated the association between adipose tissue insulin 
resistance, cardiovascular disease risk factors, and adipokine levels using both cross-sectional and longitudinal analyses. 
METHODS：Data were analyzed from 73 participants（cross-sectional）and 52 participants（longitudinal）enrolled in 
a community-based lifestyle intervention program. Adipose tissue insulin resistance was assessed using the adipose 
tissue insulin resistance index（Adipo-IR）. Participants were stratified into tertiles based on their baseline Adipo-IR 
and changes in Adipo-IR over time. Participant characteristics, cardiovascular disease risk factors, and adipokine levels 
were measured. RESULTS：Cross-sectional analysis : After adjustment for fat mass, significant differences across 
Adipo-IR tertiles were observed for several variables, including tumor necrosis factor α（TNFα）, but not for FABP4. 
Partial correlation analysis adjusted for fat mass revealed significant correlations of Adipo-IR with several variables, 
including TNFα , but not with FABP4. Longitudinal analysis : Homeostatic model assessment for insulin resistance

（HOMA-IR）and TNFα showed a significant increasing trend across tertiles of change in Adipo-IR, whereas FABP4 
did not show such a trend. Changes in Adipo-IR were significantly correlated with changes in HOMA-IR and TNFα , 
but not with changes in FABP4. CONCLUSION：Our findings suggest that adipose tissue insulin resistance appears 
to have little direct eff ect on circulating FABP4 levels. In contrast, infl ammation may be closely involved in the quality 
and its changes of adipose tissue, thereby infl uencing systemic insulin resistance.

Keywords： adipose tissue insulin sensitivity，tumor necrosis factor α，homeostatic model assessment for insulin 
resistance
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Ⅰ　緒言
　インスリン抵抗性とは、各組織のインスリンに対す
る反応性が低下した状態１）であり、グルコースクラン
プ法や空腹時血糖値やインスリン値を用いた簡易指標

（homeostatic model assessment for insulin resistance 
［HOMA-IR］など）により臨床では全身的に評価される
ことが一般的である２）。一方、脂肪組織インスリン抵抗
性とは、脂肪細胞に対するインスリン作用が減弱した状
態３）であり、脂肪組織特異的なインスリン抵抗性を意味
する。脂肪組織インスリン抵抗性の評価は安定同位体を
用いた方法がゴールドスタンダードであるが、簡便な指
標として空腹時血中遊離脂肪酸（free fatty acid: FFA）
濃度と空腹時血中インスリン濃度の積により算出される
Adipose tissue insulin resistance index（Adipo-IR）が用
いられる３）。
　脂肪組織インスリン抵抗性の状態は、脂肪細胞に対
するインスリンの脂肪分解抑制作用が低下し、血液中
のFFAが過剰に増加する４）。過剰なFFAは肝臓、膵
臓、および骨格筋などの他組織に供給・蓄積され、結果
としてこれらの組織におけるインスリン抵抗性を引き起
こすと考えられている５）。また、安定同位体を用いて３）

ヒトの脂肪組織インスリン抵抗性を評価したところ、脂
肪組織インスリン抵抗性は、体脂肪量と独立して、脂
質代謝指標と関連することが報告されている６）。さら
に、Adipo-IRが、肥満７）、糖代謝８）、尿酸代謝９）、膵臓
機能10）、および肝臓機能11,12）などと関連することも報告
されている。このように、脂肪組織インスリン抵抗性は、
体脂肪量とは独立した全身的なインスリン抵抗性に先行
する代謝異常の一つであり、様々な代謝疾患の予測につ
ながることから、その評価は臨床的に有用性が高いと考
えられる。
　脂肪組織インスリン抵抗性は、脂肪細胞で惹起される
炎症反応と関連し、炎症反応の予測指標としての有用
性も示唆される。脂肪組織インスリン抵抗性は代表的
な炎症性サイトカインである腫瘍壊死因子α（TNFα）
やインターロイキン6（IL-6）との関連が報告されてい
る13,14）。一方、炎症関連タンパクの一つである脂肪酸結
合タンパク質4（FABP4）は、脂肪細胞やマクロファー
ジに高発現するタンパク質（アディポカイン）であり、
血中に分泌されることが知られている15）。FABP4の血
中濃度は炎症反応との関連が示されており、また糖代
謝、脂質代謝など様々な代謝疾患指標との関連も報告さ
れている15）。これらのことから、脂肪組織インスリン抵
抗性と血中FABP4との関連が示唆される。しかしなが
ら、我々の知る限り、ヒトにおいて脂肪組織インスリン
抵抗性と血中FABP4との関連性についての報告は限ら

れており12,16）、また体重減少に伴う両者の変化の関係に
ついての報告はない。脂肪組織インスリン抵抗性と血中
FABP4の関連性を明らかにすることは、脂肪組織イン
スリン抵抗性評価の臨床的意義をさらに拡張する可能性
があり、脂肪組織の量的側面のみならず、質的側面の評
価の重要性を高めることにつながる。
　そこで、本研究では、生活習慣病予防教室（教室）前
後のデータを用いて、血中FABP4に着目し、成人にお
ける動脈硬化危険因子およびアディポカインに対する脂
肪組織インスリン抵抗性の影響を横断および縦断的に明
らかにすることを目的とした。

Ⅱ　方法
１．研究デザイン
　本研究は、単群による介入研究で非対照試験である。
本研究では、宮崎県児湯郡木城町で実施した教室前後の
データを用いた。横断的解析では教室前のデータのみ
を、縦断的解析では教室前後のデータを用いた。教室の
開催時期は、2019年7～9月（3ヶ月間）、2021年7～12
月（6ヶ月間）、2022年7～12月（6ヶ月間）、2023年7～
12月（6ヶ月間）、および2024年10～12月（3ヶ月間）で
あった。

２．教室内容
　教室は、減量を目的とした食事および生活習慣改善と
運動実践を併用したプログラムで、1回60～90分の教
室を週1回、3ヶ月（全12回）または6ヶ月間（全24回）
実施した。第1～5回の教室では食事の改善方法につい
て重点的に指導した。第6回目以降の教室では運動指導
をおこなった。3ヶ月間の教室では期間全体で減量を、
6ヶ月間の教室では前半3ヶ月間で減量を、後半3ヶ月
間で体重維持を目標として指導した。
１）食事および生活習慣改善指導
　食事および生活習慣改善指導は、集団による講義形式
を主とし、メタボリックシンドロームや生活習慣病に関
する知識、疾病予防に対する減量の効果、減量するため
の考え方、栄養バランスの良い食事の重要性、減量期間
中の注意事項について指導した。また、エネルギー摂取
量を抑え、エネルギー出納バランスを負にするための食
事摂取方法や日常生活におけるエネルギー消費量の増加
方法について指導した。対象者は教室期間中、カロリー
ブック（早わかりインデックス 食材&料理カロリーブッ
ク、主婦の友社）やアプリケーション（あすけん、株式
会社asken）を参考にしながら、各自でエネルギー摂取
量を意識した食事を摂取した。
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２）運動指導
　運動指導は集団で実施し、1回の教室は、準備運動 

（10分）、主運動（30～55分）、整理運動を兼ねたスト
レッチ（15分）で構成され、運動の途中に5～10分程度
の休憩を確保した。主運動では、有酸素性運動を中心に、
筋力運動などを組み合わせ、教室毎に様々な種目を実施
した。

３．対象者
　本教室では、事前に自治体の広報誌に教室要項を掲載
し、対象者を募集した。募集基準は、年齢20～65歳の
男女であり、運動実施や食事改善により生活改善を望む
者とした。疾患治療中の場合には、主治医により運動実
施や食事改善が許可されていることとした。それ以外の
適格および除外基準は設けなかった。
　対象者は、教室に応募した成人106名（男性34名、閉
経前女性20名、閉経後女性52名）のうち、教室前に後
述するすべての測定や調査を受けた73名（男性19名、
閉経前女性17名、閉経後女性37名）が横断的解析の対
象者であった。また、横断的解析の対象者のうち、教室
に脱落せず継続して参加し、教室後のすべての測定や調
査を受けた52名（男性12名、閉経前女性13名、閉経後
女性27名）が縦断的解析の対象者であった。なお、本研
究の対象者には野間ら17）、および沼尾ら12）の研究対象者
が含まれている。
　本研究はヘルシンキ宣言のガイドラインを遵守し、鹿
屋体育大学倫理小委員会の承認を経て実施した（承認番
号：第11-14号および第22-1-20号，承認日：2019年
5月29日および2022年6月17日）。対象者には、研究の
目的、デザイン、プロトコル、および危険性などを口頭
および文書にて十分に説明し、教室開始前にすべての対
象者からインフォームドコンセントを得た。

４．評価項目
　教室前後において、年齢調査、形態測定、服薬状況調
査、月経状況調査、血圧測定、および血液検査を実施し
た。なお、形態測定、および血液検査は12時間以上絶
食後の空腹時とした。
１）年齢調査および形態測定
　年齢は、対象者から聞き取り調査した。身長は身長
計により、0.1 cm単位で計測した。体重、体脂肪率、
体脂肪量、除脂肪量、および骨格筋量は体組成計（DC-
320、株式会社タニタ社製）により評価した。これらは、
着衣分の重量（0.5 kg）を差し引いた値を測定値とした。
Body mass index（BMI）は体重（kg）を身長（m）の二乗
で除して算出した。腹囲は、非伸縮性メジャーを用いて、

立位呼息時の臍高の周径を2回測定し、その平均値を測
定値とした。

２）服薬状況および月経状況調査
　服薬状況は、自記式の質問紙により日常的に服用して
いる薬剤を調査した。本研究では、高血圧、糖代謝異常、
脂質異常症、および高尿酸血症に関連する薬剤のいずれ
か、もしくは複数を服用している者を服薬者とした。月
経状況は女性に対して、聞き取り調査した。閉経は1年
以上月経がない状態と定義し、それを基準に閉経前およ
び閉経後女性に分類した。

３）血圧測定および血液検査
　安静時の収縮期および拡張期血圧は、20分以上安静
座位後、自動血圧計（HCR-7201、オムロン株式会社製）
を用いて測定した。血液検査は、医師の管理下のもと看
護師が対象者の肘静脈より血液を採取した。採取した
血液の一部を、血清に分離し、分析まで-80℃の冷凍庫
にて保管した。採取した血液から、アスパラギン酸アミ
ノトランスフェナーゼ（AST）、アラニンアミノトラン
スフェラーゼ（ALT）、ガンマグルタミルトランスペプ
チダーゼ（γ-GTP）、総コレステロール（TC）、高密度
リポタンパク質コレステロール（HDLC）、低密度リポタ
ンパク質コレステロール（LDLC）、中性脂肪（TG）、血
糖値、インスリン、ヘモグロビンA1C（HbA1C）および
高感度C反応たんぱく質（hsCRP）を測定した。これら
の項目の分析は、一般社団法人日本健康倶楽部に委託
した。冷凍した血清から、FFA、アディポネクチン、
レプチン、TNFα、IL-6およびFABP4を測定した。
FFAは酵素法（Lab assay、富士フイルム和光純薬株式
会社製）、アディポネクチン、レプチン、TNFα、IL-6
およびFABP4は、酵素結合免疫吸着測定法（Quantikine 
ELISA、R&D社製）にて付属のマニュアルに準じて測
定した。測定内のintra-assay coefficient of variation は、
すべての項目において6％未満であった。Inter-assay 
coefficient of variationは、FFA、アディポネクチン、
レプチン、TNFα、およびIL-6では5％未満であり、
FABP4は10％未満であった。

４） 脂肪組織インスリン抵抗性および全身インスリン抵
抗性

　脂肪組織インスリン抵抗性および全身インスリン抵
抗性は、それぞれAdipo-IRとHOMA-IRにて評価した。
Adipo-IRは空腹時FFA（mmol/L）と空腹時インスリン

（U/mL）に6を乗ずることにより算出した３）。HOMA-IR
は、空腹時血糖値（mg/dL）×空腹時インスリン（U/mL）
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を乗じ、405で除すことにより算出した。

５．統計解析
　横断的および縦断的解析の両解析において、服薬
者数を除くすべての変数の正規性を確認するために、
Shapiro-Wilk検定およびQuantile-Quantileプロットを用
いた。正規性が仮定できない変数は、対数変換した上で
統計解析した。
１）横断的解析
　対象者の年齢、形態、血圧、動脈硬化危険因子、アディ
ポカイン、およびインスリン抵抗性指標の男性、閉経前
女性、および閉経後女性間の差異を検討するため、対応
のない一元配置分散分析を用いた。有意差が認められた
場合には、Bonferroni法にて多重比較検定を施した。服
薬者数の差異の検定には、χ２検定を用いた。Adipo-IR
の大きさに基づく各変数の差異を検討するため、男性、
閉経前女性、および閉経後女性の各群をAdipo-IR値に
より三分位に分類し、それぞれを低群、中群、および高
群と定義した。これらの群の服薬者数の差異の検定に
は、χ２検定を用いた。また、年齢、形態の差異を検討
するため、対応のない一元配置分散分析を用いた。血圧、
動脈硬化危険因子、およびアディポカインの差異につい
ては、体脂肪量を共変量とした共分散分析により分析し
た。一元配置分散分析および共分散分析のいずれにおい
ても有意差が認められた場合には、Bonferroni法にて多
重比較検定を施した。加えて、Adipo-IR水準に伴う形
態、血圧、血液検査項目、およびインスリン抵抗性指標
の傾向を検討するため、線形対比による傾向検定も実施
した。Adipo-IRと形態、血圧、動脈硬化危険因子、お
よびアディポカインの関連性を検討するため、相関分析
および偏相関分析（年齢、服薬状況および体脂肪量を制
御変数）を行った。

２）縦断的解析
　対象者の形態、血圧、動脈硬化危険因子、およびア
ディポカインの教室前後の変化を検討するため、対応の
あるt検定を用いた。Adipo-IRの変化の大きさに基づく
各変数の変化の差異を検討するため、男性、閉経前女性、
および閉経後女性の各群をAdipo-IR値の変化量により
三分位に分類し、それぞれを低改善群、中改善群、およ
び高改善群とした。それらの群の形態、血圧、動脈硬化
危険因子、およびアディポカインの教室前後の変化の違
いを検討するため、群と時間を要因とした対応のある二
元配置分散分析を用いた。また、Adipo-IR変化量の水
準に伴う血圧、動脈硬化危険因子、およびアディポカイ
ンの変化量の傾向を検討するため、線形対比による傾向

検定を実施した。Adipo-IR変化量と形態、血圧、動脈
硬化危険因子、およびアディポカインの変化量との関連
性を検討するため、相関分析および偏相関分析（年齢、
服薬状況および体脂肪量の変化量を制御変数）を行った。
　横断および縦断的解析のすべての統計処理にはIBM 
SPSS Statistics version 29を使用し、統計学的有意水準
はいずれも5％未満に設定した。

Ⅲ　結果
１．横断的解析
１） 年齢、形態、血圧、動脈硬化危険因子、アディポカ

イン、およびAdipo-IRの性差
　一元配置分散分析の結果、年齢は、男性、閉経前女性
および、閉経後女性の3群間で有意差が認められた。身
長、体重、体脂肪率、除脂肪量および骨格筋量は、男性
と女性の間に有意差が認められた。一方、BMI、体脂肪
量、および腹囲には3群間で有意差は認められなかった。
AST、ALT、 γ -GTP、HDLC、HbA1c、FFA、 レ プ
チン、TNFαおよびFABP4濃度に群間差が認められ
た。Adipo-IRは性別による違いはなく、それ以外の項
目についても性別による差は認められなかった（表1）。

２） Adipo-IRの違いによる年齢、形態、血圧、動脈硬化
危険因子、およびアディポカイン

　χ２検定の結果、服薬者数に低群、中群および高群で
有意差は認められなかった。一元配置分散分析におい
て、年齢は、低群、中群および高群で有意差は認められ
ず、その一方、体重、体脂肪率、体脂肪量、BMI、およ
び腹囲は3群間比較で有意差がみられた。傾向分析の結
果、それらの項目は、Adipo-IR水準の上昇に伴い、有
意な線形増加傾向を示した。また、体脂肪量を共変量と
した共分散分析では、AST、ALT、γ-GTP、FFA、イ
ンスリン、HOMA-IR、およびTNFαに有意性が確認さ
れた。傾向分析の結果、それらの項目は、Adipo-IR水
準に応じた有意な線形増加傾向が認められた。FABP4
は一元配置分散分析や傾向分析で有意性は認められな
かった（表2）。

３） Adipo-IRと血圧、動脈硬化危険因子、およびアディ
ポカインとの関連

　相関分析において、Adipo-IRは複数の形態および血液
検査項目と有意な相関を示し、FABP4との間にも有意
な正の相関が認められた。偏相関分析では、年齢、およ
び服薬状況を制御変数とした場合、Adipo-IRは複数の
血液検査項目およびFABP4との間の相関関係の有意性
は保たれた。年齢、服薬状況、および体脂肪量を制御変
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表１．性別による形態、動脈硬化危険因子、およびアディポカインの比較

男性 閉経前女性 閉経後女性 3群比較
多重比較

男性 vs 
閉経前

男性 vs 
閉経後

閉経前 vs 
閉経後

対象者数（名） 19 17 37
服薬者数（名） 3 1 15 0.011 0.316 0.060 0.007
年齢（歳） 48.7 ± 9.7 41.5 ± 4.8 57.5 ± 5.7 <0.001 0.004 <0.001 <0.001
身長（cm） 171.7 ± 7.1 155.9 ± 4.5 155.3 ± 5.4 <0.001 <0.001 <0.001 1.000
体重（kg） 76.4 ± 14.3 61.6 ± 10.6 59.5 ± 10.5 <0.001 <0.001 0.002 1.000
BMI 25.8 ± 3.9 25.3 ± 3.7 24.6 ± 3.8 0.565 - - -
体脂肪率（%） 24.5 ± 6.1 36.0 ± 6.1 35.1 ± 5.5 <0.001 <0.001 <0.001 1.000
体脂肪量（kg） 19.5 ± 8.3 22.7 ± 7.3 21.4 ± 7.2 0.505 - - -
除脂肪量（kg） 56.9 ± 6.6 38.9 ± 3.8 38.1 ± 3.8 <0.001 <0.001 <0.001 1.000
骨格筋量（kg） 53.9 ± 6.3 36.6 ± 3.5 35.9 ± 3.5 <0.001 <0.001 <0.001 0.435
腹囲（cm） 91.7 ± 12.4 86.9 ± 9.9 87.3 ± 12.1 0.308 - - -
収縮期血圧（mmHg） 137 ± 12 133 ± 17 137 ± 20 0.647 - - -
拡張期血圧（mmHg） 91 ± 9 87 ± 12 86 ± 12 0.252 - - -
AST（IU/L）α 27 ± 15 15 ± 3 22 ± 10 <0.001 <0.001 0.279 0.010
ALT（IU/L）α 35 ± 30 13 ± 4 24 ± 15 0.001 0.002 0.253 0.005
γ-GTP（IU/L）α 70 ± 143 19 ± 82 34 ± 37 0.001 <0.001 0.079 0.102
TC（mg/dL） 198 ± 22 206 ± 28 216 ± 39 0.135 - - -
HDLC（mg/dL） 57 ± 12 68 ± 15 64 ± 13 0.020 0.017 0.178 0.503
LDLC（mg/dL） 120 ± 25 119 ± 23 128 ± 31 0.428 - - -
TG（mg/dL）α 111 ± 51 105 ± 60 111.0 ± 62 0.586 - - -
FFA（mmol/L） 0.36 ± 0.13 0.48 ± 0.18 0.51 ± 0.18 0.012 0.098 0.011 1.000
血糖値（mg/dL） 100 ± 22 92 ± 8 97 ± 16 0.355 - - -
インスリン（uU/mL） 7.1 ± 6.3 6.3 ± 4.3 5.4 ± 3.3 0.431 - - -
HbA1c（%） 5.7 ± 0.7 5.3 ± 0.3 5.7 ± 0.5 0.013 0.044 0.284 0.016
HOMA-IRα 2.0 ± 2.5 1.4 ± 1.0 1.3 ± 0.9 0.807 - - -
Adipo-IR 14.70 ± 11.49 16.24 ± 7.33 16.60 ± 12.24 0.829 - - -
hsCRP（mg/dL）α 0.10 ± 0.15 0.06 ± 0.07 0.17 ± 0.33 0.415 - - -
アディポネクチン（ng/mL） 4.0 ± 2.3 4.6 ± 3.1 5.6 ± 2.9 0.146 - - -
レプチン（ng/mL） 6.0 ± 6.3 16.4 ± 9.7 13.8 ± 9.7 0.002 0.003 0.008 1.000
IL-6（pg/mL）α 1.07 ± 0.64 1.11 ± 0.56 1.89 ± 2.29 0.254 - - -
TNFα（pg/mL） 0.64 ± 0.15 0.53 ± 0.13 0.67 ± 0.18 0.008 0.075 1.000 0.006
FABP4（ng/mL） 12.8 ± 4.4 15.1 ± 5.2 20.7 ± 8.6 <0.001 1.000 <0.001 0.011
対象者数および服薬者数は人数を、それ以外の数値は平均値±標準偏差で示す。男性、閉経女性、および閉経後女性の服薬者数の
比較にはχ2 検定を、それ以外の項目では対応のない一元配置分散（多重比較には Bonferroni 法）を用いた。α統計時に対数変換、
BMI : body mass index, AST: aspartate aminotransferase, ALT: alanine aminotransferase,γ-GTP : γ -glutamyltranspeptidase,  
TC : total cholesterol, HDLC: high-intensity lipoprotein cholesterol, LDLC: low-density lipoprotein cholesterol, TG : triglyceride, 
FFA: free fatty acid, HbA1c : hemoglobin A1c, HOMA-IR : homeostasis model assessment for insulin resistance,  Adipo-IR : 
adipose tissue insulin resistance, hsCRP : high sensitive C-reactive protein, IL-6 : interleukin 6, TNFα: tumor necrosis factorα, 
FABP4 : fatty acid binding protein 4

数とした場合、Adipo-IRはALT、γ-GTP、TG、FFA、
血糖値、インスリン、HOMA-IR、アディポネクチン、
およびTNFαと有意な相関が見られたが、FABP4との
有意性は消失した（表3）。

２．縦断的解析
１） 教室前後の形態、血圧、動脈硬化危険因子、および

アディポカインの変化
　教室前後で、対象者の体重、BMI、体脂肪率、体脂
肪量、除脂肪量、骨格筋量、および腹囲はいずれも有

意に減少した。また、HDLCおよびアディポネクチン
は教室前後で有意に増加、TG、インスリン、HbA1c、
HOMA-IR、Adipo-IR、hsCRP、レプチン、IL-6、TNFα、
およびFABP4は有意に低下した。（表4）。

２） Adipo-IR変化量の違いによる形態、血圧、動脈硬化
危険因子、およびアディポカインの変化

　 二 元 配 置 分 散 分 析 の 結 果、 形 態、HDLC、TG、
HOMA-IR、hsCRP、アディポネクチン、レプチン、
IL-6、TNFα、およびFABP4において、交互作用、お
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よび群の主効果に有意性はなく、時間の主効果のみ有意
であった。一方、FFAおよびインスリンには有意な交
互作用が認められた。また、FFA、インスリンおよび
TNFαの変化量は、Adipo-IR変化量応じ有意な線形低
下傾向が認められた（表5）。

３） Adipo-IR変化量と血圧、動脈硬化危険因子、および
アディポカイン変化量との関連

　Adipo-IR変化量は、形態の変化量とは有意な相関を

示さなかったが、FFA、血糖値、インスリン、HOMA-
IRおよびTNFα変化量との間に有意な相関関係が認め
られた。一方、Adipo-IR変化量とFABP4変化量との間
には有意な相関関係は認められなかった。年齢、服薬状
況、および体脂肪量変化量を制御変数とした偏相関分析
の結果、Adipo-IR変化量と血糖値変化量との間の有意
性は消失したが、FFA、インスリン、HOMA-IRおよび
TNFαとの有意な相関関係は保持された（表6）。

表２．Adipo-IR の違いによる形態、動脈硬化危険因子、およびアディポカインの比較
Adipo-IR 三分位 分散分析 共分散分析 傾向分析

低群 中群 高群 ｐ ｐ ｐ

対象者数（名） 24 24 26
服薬者数（名） 6 5 8 0.721 - -
年齢（歳） 52.0 ± 8.2 50.9 ± 9.9 50.9 ± 10.8 0.894 - 0.685
身長（cm） 157.1 ± 8.6 160 ± 7.7 161.7 ± 10.3 0.207 - 0.080
体重（kg） 57.8 ± 10.2 62.6 ± 11.3 71.6 ± 14.9 <0.001 - <0.001
BMI 23.3 ± 2.7 24.4 ± 3.5 27.2 ± 3.9 <0.001 - <0.001
体脂肪率（%） 29.9 ± 7.7 31.7 ± 7.6 35.5 ± 6.2 0.022 - 0.007
体脂肪量（kg） 17.4 ± 6 20.1 ± 7.4 25.4 ± 6.8 <0.001 - <0.001
除脂肪量（kg） 40.4 ± 8 42.5 ± 7.9 46.2 ± 11.1 0.082 - 0.028
骨格筋量（kg） 38.2 ± 7.6 40.2 ± 7.5 43.6 ± 10.6 0.082 - 0.031
腹囲（cm） 82.5 ± 9.4 87.7 ± 11.3 93.9 ± 11.7 0.002 - <0.001
収縮期血圧（mmHg） 130 ± 4 139 ± 4 139 ± 4 0.114 0.161 0.126
拡張期血圧（mmHg） 83 ± 2 88 ± 2 91 ± 2 0.390 0.089 0.032
AST（IU/L）α 17 ± 2 24 ± 2 24 ± 2 0.054 0.019 0.008
ALT（IU/L）α 15 ± 4.0 26.0 ± 4 31 ± 4 <0.001 0.002 <0.001
γ -GTP（IU/L）α 25 ± 17 53 ± 16 41 ± 17 0.015 0.033 0.012
TC（mg/dL） 217 ± 7 201 ± 7 207 ± 7 0.305 0.245 0.332
HDLC（mg/dL） 67 ± 3 61 ± 3 64.0 ± 3 0.140 0.308 0.520
LDLC（mg/dL） 131.0 ± 6 120 ± 6 120 ± 6 0.558 0.287 0.189
TG（mg/dL）α 89 ± 12 113 ± 12 123.0 ± 12 0.009 0.072 0.041
FFA（mmol/L） 0.41 ± 0.04 0.44 ± 0.04 0.55 ± 0.04 0.081 0.025 0.011
血糖値（mg/dL） 95 ± 3 92 ± 3 102 ± 3 0.110 0.121 0.170
インスリン（uU/mL） 3.1 ± 0.7 5.2 ± 0.7 9.5 ± 0.7 <0.001 <0.001 <0.001
HbA1c（%） 5.6 ± 0.1 5.5 ± 0.1 5.7 ± 0.1 0.076 0.273 0.864
HOMA-IRα 0.81 ± 0.27 1.21 ± 0.3 2.48 ± 0.26 <0.001 <0.001 <0.001
Adipo-IR 6.44 ± 1.34 12.97 ± 1.28 27.69 ± 1.31 <0.001 <0.001 <0.001
hsCRP（mg/dL）α 0.05 ± 0.05 0.19 ± 0.05 0.14 ± 0.05 0.111 0.050 0.022
アディポネクチン（ng/mL） 6.0 ± 0.6 4.8 ± 0.6 4.2 ± 0.6 0.023 0.092 0.034
レプチン（ng/mL） 9.9 ± 1.3 13.7 ± 1.3 13.4 ± 1.3 <0.001 0.080 0.073
IL-6（pg/mL）α 1.07 ± 0.37 16.5 ± 0.35 1.7 ± 0.36 0.271 0.678 0.427
TNFα（pg/mL） 0.55 ± 0.03 0.63 ± 0.03 0.70 ± 0.03 0.010 0.012 0.003
FABP4（ng/mL） 16.2 ± 1.3 16.1 ± 1.3 19.2 ± 1.3 0.001 0.190 0.125
対象者数および服薬者数は人数、年齢および形態項目は平均値±標準偏差、動脈硬化危険因子およびアディポカインは
平均値±標準誤差で示す。男性、閉経女性、および閉経後女性の服薬者数の比較にはχ2 検定、年齢および形態項目には
一元配置分散分析、動脈硬化危険因子およびアディポカイン項目には体脂肪量を共変量とした共分散分析を用いた。ま
た、服薬者数を除く全ての項目で線形対比による傾向検定を用いた。α統計時に対数変換した項目。BMI : body mass 
index, AST: aspartate aminotransferase, ALT: alanine aminotransferase, γ -GTP: γ -glutamyltranspeptidase, TC : total 
cholesterol, HDLC : high-intensity lipoprotein cholesterol, LDLC : low-density lipoprotein cholesterol, TG : triglyceride, 
FFA : freee fatty acid, HbA1c : hemoglobin A1c, HOMA-IR : homeostasis model assessment for insulin resistance,  
Adipo-IR : adipose tissue insulin resistance, hsCRP : high sensitive C-reactive protein, IL-6 : interleukin 6, TNFα: tumor 
necrosis factor α, FABP4 : fatty acid binding protein 4
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Ⅳ　考察
　本研究の対象者には、野間ら17）および沼尾ら12）の対
象者が含まれているが、本研究とこれらの先行研究と
の間には主に二つの相違点がある。第一に着目してい
る変数が異なる点である。本研究ではAdipo-IRと血中
FABP4の関連を検討したのに対し、野間ら17）は血中
FABP4と動脈硬化危険因子との関連、沼尾ら12）は肝臓
脂肪とAdipo-IRとの関連を検討している。第二に本研
究では、先行研究12,17）とは異なり横断的解析あるいは縦
断的解析のいずれかの検討ではなく、両者を組み合わせ
て検討した点である。Adipo-IRと血中FABP4の関連性
について、横断的検討のみではその因果関係を論じるこ
とは難しい。そのため、本研究では縦断的検討も含め、
Adipo-IRと血中FABP4の関連性を評価するとともに、
介入（教室）によるそれらの時間的変化や因果関係を推

定し、包括的な知見を提示することを試みた。
　これまで先行研究では横断的解析によるAdipo-IRと
血中FABP4との関連性が報告されている。Xu et al. 16）

は、非アルコール性脂肪性肝疾患者を、血中FABP4
濃度に基づき三分位に分け、分位間のAdipo-IR値を比
較した。その結果、血中FABP4濃度が高まるにつれ、
Adipo-IR値も増加する線形傾向があることを報告して
いる。また、沼尾ら12）は、中高年者において、Adipo-
IR値と血中FABP4の間には正の相関関係があること
を示している。しかしながら、本研究の横断的解析で
は、Adipo-IR値の違いに基づく血中FABP4の群間差
は体脂肪量で調整すると消失した。また、Adipo-IR値
と血中FABP4の間にみられた相関関係も、体脂肪量で
調整すると有意性が失われた。実際、本研究において
Adipo-IRは、BMIおよび体脂肪量と関連性が認められ

表３．Adipo-IRと形態、動脈硬化危険因子、およびアディポカインとの相関係数および偏相関係数
単相関 偏相関 * 偏相関 † 偏相関 ‡

r p r p r p r p
体重 0.312 0.006
BMI 0.337 0.007
体脂肪率 0.311 0.011
体脂肪量 0.378 <0.001
除脂肪量 0.148 0.205
骨格筋量 0.145 0.215
腹囲 0.290 0.003
収縮期血圧 0.095 0.419 0.121 0.311 0.106 0.376 0.064 0.597
拡張期血圧 0.037 0.753 0.027 0.824 0.031 0.797 0.113 0.349
ASTα 0.159 0.172 0.178 0.134 0.172 0.152 0.199 0.097
ALTα 0.375 <0.001 0.377 0.001 0.366 0.002 0.319 0.007
γ-GTPα 0.299 0.009 0.303 0.010 0.295 0.013 0.266 0.025
TC -0.025 0.829 -0.004 0.972 0.02 0.871 -0.059 0.622
HDLC -0.153 0.190 -0.130 0.275 -0.131 0.276 -0.068 0.574
LDLC -0.044 0.706 -0.033 0.781 -0.012 0.921 -0.142 0.237
TGα 0.389 <0.001 0.386 <0.001 0.419 <0.001 0.345 0.003
FFA 0.291 0.011 0.338 0.004 0.334 0.004 0.348 0.003
血糖値 0.410 <0.001 0.407 <0.001 0.400 <0.001 0.323 0.006
インスリン 0.791 <0.001 0.807 <0.001 0.807 <0.001 0.778 <0.001
HbA1cα 0.220 0.058 0.244 0.039 0.231 0.052 0.114 0.342
HOMA-IRα 0.804 <0.001 0.813 <0.001 0.811 <0.001 0.779 <0.001
hsCRPα 0.286 0.013 0.288 0.014 0.280 0.018 0.194 0.105
アディポネクチン -0.355 0.002 -0.367 0.002 -0.361 0.002 -0.322 0.006
レプチン 0.445 <0.001 0.458 <0.001 0.45 <0.001 0.259 0.029
IL-6 0.173 0.138 0.171 0.152 0.171 0.154 0.083 0.492
TNFα 0.287 0.012 0.306 0.009 0.302 0.011 0.289 0.014
FABP4 0.307 0.007 0.342 0.003 0.333 0.005 0.132 0.273
α統計時に対数変換した項目 * 年齢を制御変数とした偏相関分析、†年齢および服薬状況を制御変数とした偏相関分析、
‡年齢、服薬状況および体脂肪量を制御変数とした偏相関分析。BMI : body mass index, AST: aspartate aminotransferase, 
ALT: alanine aminotransferase,γ-GTP :γ-glutamyltranspeptidase, TC : total cholesterol, HDLC: high-intensity lipoprotein 
cholesterol, LDLC : low-density lipoprotein cholesterol, TG : triglyceride, FFA: free fatty acid, HbA1c : hemoglobin A1c, 
HOMA-IR : homeostasis model assessment for insulin resistance,  Adipo-IR : adipose tissue insulin resistance, hsCRP : high 
sensitive C-reactive protein, IL-6 : interleukin 6, TNFα: tumor necrosis factor α, FABP4 : fatty acid binding protein 4.
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ており（表3）、血中FABP4もまたBMIおよび体脂肪量
と関連性が認められている。これらの関連性については
ヒトを対象とした先行研究でも多数報告がなされてい
る10,12 ,17 -19）Adipo-IRの算出に必要な血中FFAやFABP4
は脂肪細胞から直接分泌されることから、体脂肪の絶対
量は、血中のFFAやFABP4の絶対量に強く影響する
ことが示唆される。そのため、Adipo-IRと血中FABP4
の関連性を考える上で体脂肪量の影響を無視すること
はできないだろう。本研究で体脂肪量により補正する
とAdipo-IR値の違いに基づく血中FABP4の群間差およ

び両者の相関関係が消失したことは、両者の間に体脂肪
量とは独立した直接的な関連性に乏しいことを示唆して
いる。また、縦断的解析では、Adipo-IR値の変化量の
違いに基づく血中FABP4の群間差はなく、Adipo-IR値
と血中FABP4のそれぞれの変化量の間に相関関係は認
められていない。これらのことは、横断的解析結果と同
様、Adipo-IRと血中FABP4の直接的な関連性が小さい
ことを示唆している。したがって、横断的および縦断的
解析の結果から、脂肪組織の質やその変化に対する血中
FABP4の直接的な影響はほどんどない、もしくは限定

表４．教室前後の形態、動脈硬化危険因子、およびアディポカインの変化
教室前 教室後 p Effect size

男性 / 閉経前 / 閉経後 12/13/27
服薬者数（名） 13
年齢（歳） 51.3 ± 9.5
身長（cm） 158.5 ± 7.8
体重（kg） 64.8 ± 15.7 62.2 ± 15.1 <0.001 0.730
BMI 25.6 ± 4.8 24.5 ± 4.5 <0.001 0.726
体脂肪率（%） 32.9 ± 7.7 31.5 ± 7.5 <0.001 0.517
体脂肪量（kg） 21.8 ± 9.1 20.0 ± 8.1 <0.001 0.611
除脂肪量（kg） 43.0 ± 9.2 42.2 ± 9.5 <0.001 0.753
骨格筋量（kg） 40.6 ± 8.8 39.9 ± 9.1 <0.001 0.740
腹囲（cm） 89.4 ± 13.7 85.8 ± 12.8 <0.001 0.852
収縮期血圧（mmHg） 137 ± 17 133 ± 17 0.141 0.210
拡張期血圧（mmHg） 86 ± 11 86 ± 10 0.833 0.030
AST（IU/L）α 22 ± 12 23 ± 10 0.165 0.195
ALT（IU/L）α 24 ± 22 23 ± 15 0.56 0.081
γ -GTP（IU/L）α 43 ± 92 31 ± 29 0.247 0.162
TC（mg/dL） 207 ± 29 212 ± 32 0.147 0.204
HDLC（mg/dL） 64 ± 14 71 ± 15 <0.001 0.755
LDLC（mg/dL） 122 ± 24 122 ± 28 0.816 0.032
TG（mg/dL） 109 ± 58 93 ± 54 0.006 0.396
FFA（mmol/L） 0.47 ± 0.17 0.44 ± 0.19 0.308 0.143
血糖値（mg/dL） 96 ± 18.6 94.2 ± 13.8 0.274 0.153
インスリン（uU/mL） 5.9 ± 4.5 4.9 ± 2.9 0.025 0.320
HbA1c（%） 5.6 ± 0.6 5.5 ± 0.4 0.047 0.282
HOMA-IR 1.5 ± 1.67 1.17 ± 0.86 0.036 0.298
Adipo-IR 16.00 ± 11.79 11.93 ± 8.11 0.007 0.386
hsCRP（mg/dL）α 0.15 ± 0.30 0.06 ± 0.10 0.010 0.371
アディポネクチン（ng/mL） 4.9 ± 2.9 5.9 ± 3.9 <0.001 0.612
レプチン（ng/mL） 12.9 ± 9.3 8.8 ± 7.3 <0.001 0.729
IL-6（pg/mL）α 1.47 ± 1.51 1.08 ± 0.82 0.036 0.298
TNFα（pg/mL） 0.62 ± 0.17 0.57 ± 0.13 0.002 0.450
FABP4（ng/mL） 18.8 ± 11.2 17.1 ± 9.9 0.012 0.360
数値は平均値±標準偏差で示す。教室前後の比較には対応のある t 検定を用いた。a 統計時に対数変換
した項目。BMI: body mass index, AST: aspartate aminotransferase, ALT: alanine aminotransferase,
γ -GTP : γ -glutamyltranspeptidase, TC : total cholesterol, HDLC : high-intensity lipoprotein 
cholesterol, LDLC, low-density lipoprotein cholesterol, TG: triglyceride, FFA: free fatty acid, HbA1c : 
hemoglobin A1c, HOMA-IR : homeostasis model assessment for insulin resistance, Adipo-IR : adipose 
tissue insulin resistance, hsCRP: high sensitive C-reactive protein, IL-6 : interleukin 6, TNFα : tumor 
necrosis factor α , FABP4 : fatty acid binding protein 4
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的であると考えられる。
　従来、Adipo-IRと血中FABP4との関連性12,16）が示さ
れていたが、本研究ではそれらの関連性が認められず、
先行研究の結果を支持していない。このことは、血中
FABP4が必ずしも独立して脂肪組織インスリン抵抗性
を反映する指標ではないことを示唆している。さらに本
研究の結果から、血中FABP4は脂肪組織の質よりもむ
しろ量と関連する指標である可能性が示された。すな
わち、血中FABP4は脂肪組織におけるインスリン抵抗

性の状態を直接的に反映しておらず、脂肪量を通じて
間接的に反映していると考えられる。この点は、血中
FABP4が脂肪組織の質的評価指標として適切ではない
ことを示唆する知見である。ただし、本研究はサンプル
サイズが小さく、検出力が十分でなかった可能性がある
ため、明確な結論を得るには、さらにサンプル数を増や
した上で再検討が必要だろう。
　これまでに脂肪組織インスリン抵抗性が動脈硬化危険
因子およびアディポカインと関連することを示した横断

表５．教室前後のAdipo-IR の変化量の違いによる形態、動脈硬化危険因子、およびアディポカイン変化量の比較
Δ Adipo-IR 三分位 3 群比較

傾向
分析低変化群 中変化群 高変化群 交互

作用 群 時間

介入前 Δ 介入前 Δ 介入前 Δ p p p p
対象者数（名） 18 17 17
服薬者数（名） 5 3 5
年齢（歳） 48.9±9.6 53.3±7.2 51.9±11.1
身長（cm） 157±8.8 159.8±7.0 158.8±7.7
体重（kg） 62.5±17.1 -2.0±3.7 62.5±10.7 -2.0±3.5 68.7±18.1 -3.7±3.2 0.255 0.547 <0.001 0.152
BMI 25.0±4.4 -0.8±1.5 23.7±3.2 -0.8±1.3 25.5±4.8 -1.5±1.4 0.207 0.341 <0.001 0.132
体脂肪率（%） 32.9±6.1 -1.0±2.8 30.9±9.7 -0.8±2.4 35.1±6.5 -2.3±2.7 0.207 0.422 <0.001 0.160
体脂肪量（kg） 21.1±8.6 -1.3±3.1 19.8±9.1 -1.3±2.8 24.4±9.4 -2.8±2.9 0.224 0.429 <0.001 0.141
除脂肪量（kg） 41.5±10.0 -0.6±1.00 42.7±6.4 -0.7±0.9 43.5±11.6 -0.8±1.1 0.794 0.773 <0.001 0.514
骨格筋量（kg） 39.2±9.5 -0.6±0.9 40.3±6.2 -0.6±0.8 41.9±10.3 -0.8±1.0 0.805 0.776 <0.001 0.527
腹囲（cm） 88±14 -3.7±3.9 87.4±12.1 -2.6±3.5 92.7±14.7 -4.7±5.2 0.376 0.586 <0.001 0.503
収縮期血圧（mmHg） 136±16 -3.0±14 139±15 -6±19 135±20 -3±18 0.868 0.791 0.148 0.742
拡張期血圧（mmHg） 86±11 -1.0±13 89±11 -1±10 83±9 0±11 0.814 0.198 0.836 0.538
AST（IU/L）α 23±17 -2.0±7 22±8 2±7 21±7 2±12 0.880 0.846 0.169 0.789
ALT（IU/L）α 26±31.0 -4.0±16.0 22.0±14 2±11 24±16 -2±12 0.572 0.943 0.564 0.522
γ -GTP（IU/L）α 59±150 -27.0±113 26±10 2±11 43±52 -8±35 0.545 0.819 0.251 0.617
TC（mg/dL） 216±32 6±25 200±31 3±17 205±24 4±23 0.891 0.182 0.158 0.411
HDLC（mg/dL） 66±15 8.0±10 65±13 6±9 61.0±13 8±9 0.740 0.531 <0.001 0.376
LDLC（mg/dL） 127.0±30 1.0±22 117±25 -4±16 122±17 1±19 0.683 0.302 0.807 0.706
TG（mg/dL） 113±67 -24.0±41 91±38 1±33 119.0±63 -21±36 0.106 0.639 0.006 0.556
FFA（mmol/L） 0.37±0.11 0.15±0.19 0.50±0.19 -0.12±0.22 0.54±0.16 -0.14±0.12 <0.001 0.806 0.165 <0.001
血糖値（mg/dL） 100±20 2.0±8 91±9 0±9 97±24 -7±16 0.063 0.156 0.241 0.105
インスリン（uU/mL） 5.3±5.8 0.0±3.5 4.2±2.1 0.2±2.1 8.1±4 -3.3±2.5 0.001 0.179 0.011 0.005
HbA1c（%） 5.8±0.5 -0.1±0.2 5.4±0.3 -0.1±0.2 5.5±0.3 -0.1±0.5 0.851 0.130 0.490 0.772
HOMA-IR 1.54±1.14 -0.15±1.55 1.00±0.67 0.04±0.56 1.10±0.67 -0.89±0.72 0.032 0.337 0.027 0.084
Adipo-IR 10.83±8.31 5.18±5.84 11.41±5.08 -3.02±2.47 26.10±13.52 -14.93±9.47 <0.001 0.010 <0.001 <0.001
hsCRP（mg/dL）α 0.08±0.14 -0.02±0.04 0.23±0.4 -0.18±0.39 0.15±0.3 -0.07±0.28 0.431 0.607 0.010 0.757
アディポネクチン（ng/mL） 5.3±3.6 1.0±1.6 4.7±2.8 0.5±1 4.5±2.4 1.7±2.3 0.164 0.734 <0.001 0.834
レプチン（ng/mL） 10.9±8 -3.0±4.8 11.8±10.5 -3.3±6 16.1±9.1 -6.0±5.8 0.226 0.362 <0.001 0.425
IL-6（pg/mL）α 1.17±0.73 -0.19±0.60 1.58±1.15 -0.57±1.10 1.69±2.3 -0.40±1.43 0.171 0.684 0.033 0.562
TNFα（pg/mL） 0.56±0.1 -0.02±0.08 0.59±0.15 -0.04±0.09 0.71±0.22 -0.09±0.14 0.140 0.070 0.002 0.046
FABP4（ng/mL） 16.5±7.1 -1.4±4.5 16.8±7.5 -0.96±4.6 23.2±16 -2.74±5.1 0.512 0.171 0.013 0.702
対象者数および服薬者数は人数、その以外の項目は平均値±標準偏差で示す。教室前後の Adipo-IR の変化量の違いによる形態、動脈硬化危
険因子、およびアディポカイン変化量の比較には、二元配置分散分析および線形対比による傾向検定を用いた。α統計時に対数変換した項目。
BMI : body mass index, AST: aspartate aminotransferase, ALT: alanine aminotransferase, γ -GTP: γ -glutamyltranspeptidase, TC : total 
cholesterol, HDLC: high-intensity lipoprotein cholesterol, LDLC: low-density lipoprotein cholesterol, TG : triglyceride, FFA: free fatty acid, 
HbA1c : hemoglobin A1c, HOMA-IR : homeostasis model assessment for insulin resistance, Adipo-IR : adipose tissue insulin resistance, 
hsCRP : high sensitive C-reactive protein, IL-6 : interleukin 6, TNFα: tumor necrosis factorα, FABP4 : fatty acid binding protein 4
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的研究は複数報告されている。成人を対象とした先行
研究では、Adipo-IRが血中AST、ALT、γ-GTP、TC、
HDLC、TG、血糖値、アディポネクチン、およびレプ
チンと関連することを示している12,20 ,21）。本研究におい
ても年齢、服薬状況、および体脂肪量で調整した偏相関
分析により、Adipo-IRは血中ALT、γ-GTP、TG、血
糖値、アディポネクチン、レプチン、およびTNFαと
関連性が認められた。これらの結果は、脂肪組織インス
リン抵抗性が動脈硬化危険因子およびアディポカインと
横断的に関連するという先行研究の結果と一致するもの
である。しかしながら、先行研究と比較しAdipo-IRと
関連した変数に違いがみられており、これは対象者の年
齢、疾患保有状況、およびサンプルサイズなどが影響し
た可能性がある。一方、本研究の縦断的解析では、生活
習慣病予防教室前後のAdipo-IRの変化とTNFαの変化

との間にのみ関連性がみられた。このことは生活習慣改
善による脂肪組織インスリン抵抗性の改善に、炎症性サ
イトカインであるTNFαの低下が関与していることを
示唆している。また、横断的解析においても、Adipo-IR
とTNFαに関連性が認められたことを考慮すると、脂
肪組織インスリン抵抗性とTNFαを介した炎症反応に
は強い関連性があると推察される。TNFαは脂肪組織
におけるインスリンシグナル伝達を阻害し、脂肪組織に
対するインスリンの効きを減弱させ、脂肪組織のインス
リン感受性を低下させることが知られている13,14）。この
ように、脂肪組織インスリン抵抗性とTNFαとの関連
性は基礎研究で報告されており、本研究の結果はそれら
の関係性をヒトにおける臨床的データで示したものと考
えられる。一方、減量により脂肪組織のインスリン抵抗
性が改善しても、必ずしも脂肪組織の炎症反応の減少が

表６．Adipo-IR 変化量と形態、動脈硬化危険因子、およびアディポカイン変化量との相関係数および偏相関係数
単相関 偏相関 * 偏相関 † 偏相関 ‡

r p r p r p r p
体重 0.154 0.280
BMI 0.161 0.259
体脂肪率 0.117 0.414
体脂肪量 0.152 0.288
除脂肪量 0.091 0.525
骨格筋量 0.091 0.526
腹囲 -0.057 0.688
収縮期血圧 0.025 0.863 0.004 0.978 0.005 0.970 -0.015 0.919
拡張期血圧 -0.001 0.994 -0.001 0.996 0.001 0.993 0.015 0.918
ASTα 0.009 0.951 0.067 0.645 0.068 0.643 0.086 0.562
ALTα 0.108 0.447 0.156 0.278 0.156 0.284 0.148 0.314
γ-GTPα 0.097 0.493 0.092 0.524 0.092 0.528 0.081 0.582
TC 0.002 0.989 0.119 0.410 0.12 0.412 0.112 0.448
HDLC -0.125 0.379 -0.070 0.628 -0.071 0.628 -0.038 0.797
LDLC -0.005 0.973 0.095 0.514 0.095 0.517 0.080 0.590
TGα 0.042 0.766 0.054 0.708 0.055 0.709 0.031 0.835
FFA 0.582 <0.001 0.555 <0.001 0.558 <0.001 0.600 <0.001
血糖値 0.296 0.033 0.253 0.076 0.258 0.073 0.237 0.105
インスリン 0.581 <0.001 0.586 <0.001 0.586 <0.001 0.579 <0.001
HbA1c 0.077 0.590 0.029 0.842 0.027 0.856 0.024 0.871
HOMA-IR 0.426 0.002 0.437 0.001 0.438 0.002 0.429 0.002
hsCRPα 0.087 0.541 0.019 0.895 0.018 0.904 0.028 0.848
アディポネクチン -0.072 0.610 -0.200 0.889 -0.018 0.903 0.054 0.714
レプチン 0.216 0.124 0.189 0.189 0.19 0.191 0.155 0.294
IL-6 0.05 0.722 0.032 0.824 0.034 0.816 0.052 0.727
TNFα 0.396 0.004 0.450 0.001 0.450 0.001 0.449 0.001
FABP4 0.196 0.165 0.128 0.376 0.128 0.38 0.113 0.445
α統計時に対数変換した項目 * 年齢を制御変数とした偏相関分析、†年齢および服薬状況を制御変数とした偏相関分析、‡年齢、
服薬状況および体脂肪量を制御変数とした偏相関分析。BMI: body mass index, AST: aspartate aminotransferase, ALT: alanine 
aminotransferase,γ-GTP:γ-glutamyltranspeptidase, TC : total cholesterol, HDLC: high-intensity lipoprotein cholesterol, LDLC: 
low-density lipoprotein cholesterol, TG : triglyceride, FFA: free fatty acid, HbA1c : hemoglobin A1c, HOMA-IR : homeostasis 
model assessment for insulin resistance,  Adipo-IR : adipose tissue insulin resistance, hsCRP: high sensitive C-reactive protein, 
IL-6 : interleukin 6, TNFα: tumor necrosis factorα, FABP4 : fatty acid binding protein 4.
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伴わないことも報告されている22,23）。また、近年では、
脂肪組織の炎症は、脂肪組織のインスリン抵抗性の原因
ではなく、結果であり、脂肪組織の拡張やリモデリング
に関与しているとの指摘もなされている24）。これらの知
見は、脂肪組織インスリン抵抗性と炎症との関連が単純
な一方向の因果関係ではないことを示唆しており、脂肪
組織インスリン抵抗性惹起の機序については、今後さら
なる検討が必要であろう。
　本研究では、年齢、服薬状況および体脂肪量で調整し
た場合であっても、Adipo-IRと全身のインスリン抵抗
性の指標であるHOMA-IRとの間に横断的および縦断的
解析のいずれにおいても関係性がみられた。しかしなが
ら、両指標の算出式にはいずれも空腹時インスリン濃度
が共通して用いられており、それらは統計的に自己相
関関係であるため、慎重な解釈が必要である。その点
に関し、先行研究では、HOMA-IRよりも包括的に全身
のインスリン抵抗性を反映するとされるMatsuda Index

（経口糖負荷試験により経時的に得られる血糖値および
インスリン濃度により算出される指標）とAdipo-IRとの
関連が検討されている10）。Adipo-IRを従属変数、年齢、
BMI、性別、糖尿病の有無、インスリン抵抗性（Matsuda 
Index）、インスリン分泌および細胞機能を独立変数と
した重回帰分析では、BMI、性別およびインスリン抵抗
性（Matsuda Index）がAdipo-IRの説明変数であると報
告している10）。このように、先行研究でもAdipo-IRと
インスリン抵抗性との関連は示されており、本研究で得
られたAdipo-IRとHOMA-IRの関係は、単に空腹時イ
ンスリン濃度の大小や変化を反映したものではないこと
が推察される。よって、本研究の結果も、脂肪組織のイ
ンスリン抵抗性と全身のインスリン抵抗性との直接的な
関連性を反映し、脂肪組織のインスリン抵抗性が全身の
インスリン抵抗性に影響を及ぼすことを示唆している。
　本研究の縦断的解析は単群非対照試験のデザインであ
り、測定項目の変化が介入（教室）によるものか、ある
いは自然経過によるものかは、結果を解釈する上で重要
な点である。本研究は夏から秋、夏から冬、および秋か
ら冬に実施されており、測定項目の変化には季節変動の
影響が含まれている可能性がある。主要評価項目である
Adipo-IRは、血中インスリンとFFAにより算出される
が、先行研究によれば、血中インスリンには季節変動が
みられず25,26）、FFAについては季節変動がない25）、も
しくは冬季に増加する27）と報告されている。本研究に
おいては、教室前後で血中インスリンは低下しており、
FFAの増加も認められていないことから、これらの変
化は季節変動よりも介入（教室）の影響を受けている可
能性が高いと考えられる。また、3～12ヶ月間の食事や

運動を用いた対照試験では、動脈硬化危険因子およびア
ディポカインは、介入群で変化が認められる一方、対照
群では経時的な大きな変化は報告されていない28-30）。本
研究においても、HDLCやTGに加え、すべてのアディ
ポカインの変化が観察されており、これらの変化も介
入（教室）の影響によるものと考えられる。一方、新型
コロナウイルスの流行も結果に影響を及ぼしている可能
性がある。2021年以降、教室自体は開催できたものの、
新型コロナウイルスの社会的な感染拡大に伴い、対象者
の日常生活が制限され、身体活動が抑制されていたと考
えられる。そのため、介入（教室）効果は減弱している
可能性があり、本研究の結果にその影響が反映されてい
ると考えられる。
　本研究の結果から、脂肪組織インスリン抵抗性の評価
は、全身のインスリン抵抗性および炎症を同時に把握す
る手段となることが示唆される。この知見は、糖代謝異
常や動脈硬化性疾患などの早期リスク評価に加え、生活
習慣介入や治療効果判定においても、脂肪組織インスリ
ン抵抗性を有用な評価指標として臨床応用できる可能性
を示している。その一方で、本研究にはいくつかの課題
や限界がある。脂肪組織インスリン抵抗性を有用な評価
指標として臨床応用するにはそれらを解決する必要があ
る。第一に、対象者の選定に偏りがある点である。本研
究の対象者は、自治体との共同事業（生活習慣病予防教
室事業）に参加した一地域の住民に限られており、また
自発的に参加していることから、地域特性に加え比較的
健康意識の高い人々が含まれていると考えられる。これ
により、研究結果に一定のバイアスが生じている可能
性がある。また、対象者数は横断的解析で73名、縦断
的解析で52名と比較的少数であった。本研究開始前に、
主要評価項目は血中FABP4とAdipo-IRおよびそれらの
変化量の偏相関（年齢、服薬状況および体脂肪量を制御
変数）とし、我々の予備データを基に、偏相関係数の効
果量ƒ２ = 0 .15（中程度の効果）を検出することを想定し、
α= 0 .05、検出力80%をもとに統計ソフトG*Power 3 . 1
で必要サンプル数を計算したところ77例となった。脱
落率を考慮し87例と見積もったが、横断的および縦断
的解析のいずれにおいても解析対象数はその数を満たす
ことができなかった。そのため、十分な検出力（横断的
解析13％、縦断的解析8％）が得られなかった可能性が
ある。また、性別の偏りも認められることから、サンプ
ルの代表性や結果の信頼性には限界がある。第二に、交
絡因子に関する方法が不十分である点である。脂肪組織
インスリン抵抗性、動脈硬化危険因子やアディポカイン
は、食事内容31）や身体活動（運動）32）により影響を受け
る可能性がある。しかしながら、本研究ではそれらの因
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子に関する項目の十分な調査ができておらず、それらの
影響を除外できていない。また、薬剤については高血圧、
糖代謝異常、脂質異常症、および高尿酸血症に関連する
薬剤のいずれか、もしくは複数を服用している者を服薬
者とし、薬剤の影響を除外した。しかしながら、薬剤の
種類、各薬剤の効能、および上記以外の薬剤が測定項目
に影響を及ぼす可能性33）があるが、それらの影響を考慮
できていない。第三に、生活習慣病予防教室の実施期間
にばらつきがある点である。特に、縦断的解析では教室
後のデータを用いており、介入期間の違いが脂肪組織イ
ンスリン抵抗性、動脈硬化危険因子およびアディポカイ
ンの変化に影響を及ぼしている可能性は否定できない。
そのため、介入期間の違いによるそれらの変化量の差を
統計的に検討したが、介入期間の違いで変化量が異なる
項目はなかった。このことから、本研究における介入期
間の違いによる脂肪組織インスリン抵抗性、動脈硬化危
険因子およびアディポカインの変化に対する影響は小さ
いと考えられる。

Ⅴ　結論
　本研究では、成人における脂肪組織インスリン抵抗性
と動脈硬化危険因子およびアディポカインの関係につい
て、特に血中FABP4に着目し、横断および縦断的解析
から検討した。その結果、Adipo-IRおよびその変化量
は、血中FABP4およびその変化量と有意な関連を示さ
ず、脂肪組織インスリン抵抗性が血中FABP4に直接的
な影響を及ぼす可能性は低いことが示唆された。一方、
HOMA-IRおよび血中TNFαならびにそれらの変化量
は、Adipo-IR値およびその変化量と有意な関連を示し、
脂肪組織インスリン抵抗性が全身のインスリン抵抗性お
よび炎症性サイトカインと関連する可能性が示された。
これらの結果は、脂肪組織の質およびその変化に炎症が
密接に関与していること、さらに脂肪組織の質的変化が
全身のインスリン抵抗性に影響を及ぼす可能性を示唆し
ている。
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ナッジを活用した掲示物がスーパーマーケットに設置した
野菜摂取量自己モニタリング装置の測定率に与える影響

  信田　幸大１）、矢賀部隆史２）、竹林　正樹３）、澁谷　泰秀３）

Impact of nudge-based decorations on the frequency of 
measurement of a vegetable intake self-monitoring device 

installed in supermarkets
Yukihiro NOBUTA１），Takafumi YAKABE２），

Masaki TAKEBAYASHI３），Hirohide SHIBUTANI３）

BACKGROUND：One of the reasons for the insuffi  cient increase in vegetable intake among Japanese people is the 
lack of self-monitoring of their vegetable consumption. As an objective self-monitoring method, a device （VEGE 
CHECK） to estimate vegetable intake easily and non-invasively from the amount of skin carotenoid was developed. 
It is expected that an increase in the number of citizens who use this device will contribute to an increase in 
vegetable intake. OBJECTIVE：This study aimed to install this device in a supermarket and validate the impact 
of nudge-based postings on the spontaneous self-monitoring of customers visiting the store. METHODS：Based 
on the cognitive biases that influence self-monitoring estimated in the previous study, decorations （displays and 
streamers） including nudges were designed using the Easy, Attractive, Social, and Timely （EAST） framework. 
A nudge group using these decorations and a control group using existing decorations were randomly assigned to 
three stores each, and the number of measurements and measurement rates relative to the number of customers 
visiting the supermarkets were compared from November to December 2022. RESULTS：The average number of 
measurements in the control group was 98/day, and the average measurement rate was 1.1%. The average number 
of measurements in the nudge group was 235/day and the average measurement rate was 2.5%, signifi cantly higher 
than in the control group （P < 0.001）. The increase in measurement rate due to nudges was 2.5 times greater on 
weekdays and 2.2 times greater on holidays （P < 0.001）. CONCLUSION：The fi ndings suggest that decorations 
designed through the EAST nudges could promote measurement of this device regardless of the day of a week.

Keywords：skin carotenoid, cognitive bias, supermarket
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Ⅰ　緒言
　日本では、成人の１日当たりの野菜摂取目標量350g
以上に対し、これまで一度も目標値に達したことはなく、
2023年は男女ともに80～90g/日程度不足だった１-３）。
国民の野菜摂取量が不足している一因に、自身の野菜摂
取量を正確に把握できていないこと４,５）、実際には十分に
野菜が摂取できていないにもかかわらず野菜を十分に摂
取していると認識していること６）などが報告されている。
これらに対しては、自分の野菜摂取量を適正に把握する

「自己モニタリング」の実施が有効である７）。食行動改善
に関する行動変容手法のメタ回帰分析では、自己モニタ
リングが最も効果があると報告されている８）。野菜摂取
自己モニタリング用の機器として、ベジチェック®（カゴ
メ株式会社、以下本装置）がある９）。本装置は光学セン
サーを用いて約30秒間で皮膚カロテノイド量を測定する
非侵襲的なもので10,11）、１日の推定野菜摂取量を150g～
350gの６段階で表示する。先行研究では、本装置により
定期的に自己モニタリングを実施することは野菜摂取の
促進に効果的であると報告されている12）。
　本装置をスーパーマーケットの店頭に設置し利用率が
向上すると、野菜摂取に関する自己モニタリングが促進
され、ひいては野菜摂取も促進されると期待される。先
行研究では、本装置をスーパーマーケットに設置した場
合の、来店客の自発的測定に関する促進要因と阻害要
因となる認知バイアスを推定した13）。認知バイアスを推
定できたことで、それに対応したナッジを設計可能とな
る。ナッジとは、「選択を禁じることも、経済的なインセ
ンティブを大きく変えることもなく、人々の行動を予測
可能な形で変える選択的アーキテクチャのあらゆる要素」

であり14）、厚生労働省が健康支援手法として推奨してい
る15）。
　そこで、本研究は「本装置のディスプレイやのぼりに
ナッジを設計することで、スーパーマーケット利用者が
自己モニタリングするようになる」との仮説の下、測定回
数や測定率を調べることを目的とした。

Ⅱ　方法
１．研究デザイン
　無作為割り付けによる２群間の並行対照実験を実施し
た。

２．対象者、割り付け
　関東地方を中心に展開する同一の小売企業が運営する
店舗のうち、住宅地にあり、１日あたりの来店客数が同
程度の６店舗を選定し、来店客を対象とした（表１）。調
査店舗は、従来の掲示物を用いて本装置を設置した対照
群と、ナッジを活用した掲示物（後述）を用いたナッジ群
に乱数表で無作為に３店舗ずつに割り付けた。

３．介入
　介入は2022年11月19日～12月18日の30日間実施さ
れた。全ての調査店舗は９時開店、21時閉店であった。
本装置はレジ近辺の動線上で来店客からの見やすさや
測りやすさがほぼ同等になる場所に、各店舗１台ずつ設
置された。著者らは設置時に全店舗でこれらの条件がそ
ろっていることを確認した。なお、店舗従業員や広告宣
伝媒体による本装置設置に関する告知や測定勧奨は実施
しなかった。

表１．調査店舗の特徴

対照群 ナッジ群

店舗数 ３店舗 ３店舗

所在地 東京都稲城市及び神奈川県横浜市 東京都稲城市及び神奈川県横浜市

⽤途地域a 全て居住地域 全て居住地域

周辺世帯数a 1,200 〜 3,700世帯 1,700 〜 2,300世帯

所在地域平均年齢a 42 〜 46歳 42 〜 47歳

所在地域男⼥⽐a 1：1 1：1

地域平均世帯年収a 557 〜 734万円 579 〜 699万円

売り場⾯積b 2,500 〜 7,500m2 2,500 〜 8,000m2

⼤型駐⾞場b 全てあり 全てあり

a：令和２年国勢調査（総務省統計局）都道府県・市区町村別主要統計表に基づく
b：協力企業の店舗情報に基づく
なお、各店舗の内訳は企業の機密情報につき、公表不可となっている
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対照のぼりＢ対照のぼりＡ

図１．対照群の掲示物

対照ディスプレイ

ナッジのぼりＢナッジのぼりＡナッジディスプレイ

図２．ナッジ群の掲示物

（１）対照群
　本装置に関する既存の掲示物を用いた（図１）。なお、
既存の掲示物にも「野菜の写真を表示」「のぼりに「30秒」
と手軽さを記載」などのナッジ要素が含まれている。し
かし、ナッジ要素を完全に消去した掲示物の設置につい
ては店舗から同意を得られなかったことから、既存のも
のを対照群として用いた。

（２）ナッジ群
　ナッジ群では、先行研究で推定された認知バイアス13）

に対し、測定を促進するバイアス（同調バイアス、利他
性バイアス）は強調し、測定を抑制するバイアス（非注意
性盲目バイアス、現在バイアス、リスク回避バイアス、
自信過剰バイアス、楽観性バイアス）はそれを弱めるよう
なナッジを取り入れた掲示物を設計した。設計にあたっ
ては、ナッジのEAST（Easy：簡単に，Attractive：印象
的に，Social：社会的に（社会規範や社会性に則ることを
促すように），Timely：タイムリーに）の枠組み16）に従っ
た（図２、表２）。具体的には、Easy要素として、文字は
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10m先からでも読めるような大きさにし、測定が簡便で
短時間に実施できることを強調した。Attractive要素と
して、ディスプレイとのぼりＡに「推定野菜摂取量が測
定できる」と掲示した。親子連れをメインターゲットとし
てディスプレイ下部の子どもの視線に近い場所に、野菜
をモチーフにしたキャラクターを表示した。また、のぼ
りＢは立ち止まって読みたくなるように４コマ漫画形式
とした。Social要素として、ディスプレイやのぼり表面
には「測定者数100万回突破」を表記するとともに、本装
置の受賞歴を表記した。Timely要素として、のぼりＢの
４コマ漫画のストーリーは、スーパーマーケット来店客

の関心事であるメニュー決定に対して本装置での測定が
助けになることを惹起させる内容とした。いずれの群で
も、ディスプレイの両脇にのぼりＡとＢを設置した。

４．アウトカム
　アウトカムを本装置の測定回数及び測定率と設定した。
測定回数はデータサーバーに記録されたセンサー毎の測
定回数を抽出した。測定率は、設置期間全日（30日）、平
日（20日）、休日（10日）ごと、さらには時間ごとに、全測
定回数をレジに記録された来店客数で除して算出した。

表２．認知バイアスに対応したナッジ

認知バイアス* ディスプレイ のぼり

ナッジ群 対照群 ナッジ群 対照群

測定を促進するバイアス

 同調バイアス

・ 測定者が多いという情報を
掲⽰（Social）

 - 測定100万回突破
  〈タブレット上〉
 -受賞歴の表⽰〈左上〉

-

・ 測定者が多いという情報
を掲⽰（Social）

 -測定100万回突破
 -受賞歴の表⽰

-

 利他性バイアス - -

・ 家族で測定するメッセー
ジを４コマ漫画で表現

 （Social）
・ 測定がメニュー決めの参

考にもできるメッセージ
（Social）

-

測定を阻害するバイアス

 ⾮注意性盲⽬
 バイアス

・ ⼦どもの興味を引くデザイ
ン（Attractive）

 -野菜キャラクターの使⽤
・⽂字を読みやすく（Easy）
 -フォントを⼤きく
 -⽩地に濃い⾊の⽂字

・野菜の写真
・ 「あなたの野菜摂取量を

推定」の⽂⾔
 -中くらいの⼤きさ

・⽂字を読みやすく
 （Easy）
 -フォントを⼤きく
 -⽩地に濃い⾊の⽂字
・ メッセージを４コマ漫画

で表⽰（Attractive）

・ 管 理 栄 養 ⼠ を イ
メージした⼥性の
イラスト

・ 「 測 定 中 」「30秒 」
の⽂字を⼤きく

 -緑背景⽩⽂字

 現在バイアス
・ 測定⽅法が簡単であること

がわかるメッセージ（Easy）
 - ３ステップで測定可能、

測定時間30秒
・センサー上に測定⽅法

・ すぐに結果がわかるメッ
セージ（Easy）

 - 「今すぐわかる」の⽂
⾔表⽰

「測定中」「30秒」の
表記

 リスク回避
 バイアス

・ 何ができる機器かを⼤きく
表⽰（Easy）

 -推定野菜摂取量が測れる
・ 「あなたの野菜摂取量を

推定」の⽂⾔

・ 何ができる機器かを⼤き
く表⽰（Easy）

 - 推定野菜摂取量がわか
る

野 菜 摂 取 レ ベ ル を
チェックの⽂⾔

 ⾃信過剰
 バイアス - ・「野菜⾜りてる？」の⽂⾔

・ 測定結果が低かったこと
を４コマ漫画で提⽰

 （Attractive）
「野菜⾜りてる？」
の⽂⾔

 楽観性
 バイアス - ・⽬標値７〜８の表記

・ 測定結果が低かったこと
を４コマ漫画で提⽰

 （Attractive）
-

*認知バイアスは先行研究13）を参照
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５．統計解析
　統計解析には、統計解析ソフトEZR（Version 1 .54）17）

を用いた。測定回数と測定率は、Kolmogorov-Smirnov
検定により正規分布していることを確認した後、Student
のt検定を用いて群間比較した。また、平日、休日の測定
回数と測定率ならびに両群の平日と休日の差をStudent
のt検定を用いて比較した。有意水準はP < 0 .05（両側検
定）とした。

６．倫理的配慮
　本研究は、カゴメ株式会社研究倫理審査委員会（受付
番号：2022-R08）にて研究計画の審査、承認を得て実施
した。研究期間中は、設置したディスプレイの側面に研
究のために測定回数のデータを収集していることを掲示
したとともに、研究目的や概要を記したホームページに
アクセスできるQRコードを掲示した。

Ⅲ　結果
　試験期間中の本装置の測定率を表３に示した。ナッジ
群は対照群と比較して、設置期間全日では、平均測定回
数で2.4倍、平均測定率で2.3倍（対照群：平均98回/日、
平均測定率1.1%、ナッジ群：平均235回/日、平均測定
率2.5%、）高かった（P < 0 .001）。平日は平均測定回数で
2.7倍、平均測定率で2.6倍（対照群：平均58回/日、平
均測定率0.7%、ナッジ群：平均156回/日、平均測定率
1.8%）、休日は平均測定回数、平均測定率ともに2.2倍

（対照群：平均167回/日、平均測定率1.7%、ナッジ群：
平均370回/日、平均測定率3.8%、）といずれも有意に高
かった（P < 0 .001）。両群とも平日より休日の平均測定回

数と平均測定率が多かった（P < 0 .001）が、対照群とナッ
ジ群の平日に対する休日の平均測定率の増加割合（対照
群2.4倍、ナッジ群2.1倍）には有意差は認められなかっ
た（P = 0 .678）。
　また、各群の１時間あたりの平均測定回数を平日、休
日ごとに計測した結果を図３に示した。全ての時間帯で
ナッジ群が多かった。測定が多い時間帯は、両群ともに
15-17時台で、特にナッジ群の休日16-17時台は平均40
回以上（稼働率平均66%以上）の測定が行われた。

Ⅳ　考察
　野菜摂取量自己モニタリング装置「ベジチェック®」を
ナッジ掲示物と対照掲示物とともにスーパーマーケット
計６店に設置して対照実験を実施したところ、ナッジ群
では対照群より2.2～2.5倍測定率が有意に高かった。こ
れは当初の仮説「本装置のディスプレイやのぼりにナッジ
を設計することで、スーパーマーケット利用者が自己モ
ニタリングするようになる」が支持されたと示唆された。
　この結果は、対照群の掲示物は情報過多でEasy要素
が阻害された可能性があるのに対し、ナッジ群では先行
研究で推定された認知バイアス13）を考慮してナッジを設
計したことが測定に繋がったと考えられる。
　客層に関しては、我々の予想に反した現象が見られた。
ナッジ群では親子連れをメインターゲットに掲示物を設
計した。しかし、親子連れが少ない平日の午前中でもナッ
ジ群の平均測定回数が増加したことや、平日と親子連れ
の来店が多い休日で両群とも測定率の増加割合に有意な
差がなかったことから、親子連れ以外の客層もナッジに
反応したと推察された。

表３．測定回数と測定率

対照群 ナッジ群 P値 (対照群 vs ナッジ群)

全⽇（30⽇）
平均測定回数（回/⽇） 98±58.0 235±113.1 <0.001

平均測定率 (%) (1.1±0.5) (2.5±1.1) <0.001

平⽇（20⽇）
平均測定回数（回/⽇） 58±21.0 156±32.6 <0.001

平均測定率 (%) (0.7±0.3) (1.8±0.4) <0.001

休⽇（10⽇）
平均測定回数（回/⽇） 167±28.0 * 370±29.9 * <0.001

平均測定率 (%) (1.7±0.2)† (3.8±1.1)† <0.001

平均値±標準偏差
１日あたりの平均測定回数は、合計測定回数を店舗数及び日数で除して算出
休日：土曜日、日曜日及び国民の祝日
平均測定率：（１日あたりの平均測定回数/ １日あたりの来店客数）で算出
対照群とナッジ群、平日と休日についてStudentの t検定により比較
* 平日と比較して有意差あり （P < 0.001） 
†平日と比較して有意差あり （P < 0.001） 
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　一方、両群とも平日より休日の方が測定回数と測定率
が多かった。全国スーパーマーケット協会の報告による
と、１日の平均来店客数は平日1,675人に対し土日1,910
人18）であり、土日のみに来客する層が一定割合いること
が示唆されている。本研究の結果は、ナッジ群の介入が
休日のみ来店する客層にも訴求できたことを示唆してい
る。
　本研究にはいくつかの限界がある。１つ目に、来店者
の性別や年齢などが交絡因子になった可能性があるが、
全来店者の詳細情報を入手できなかったため、基本属性
による調整やサブグループ解析ができなかった。また、
来店客数のデータはレジを通過した人数で計測している
ため、実際の来店客数との差異が生じている可能性があ
る。そのため、測定率が過大に算出されている可能性が
否定できない。２つ目は、前年度のデータが得られなかっ
たことである。前年度同時期との比較を行うことによっ

て、詳細な分析が可能になるが、前年度は本装置を設置
していなかった。３つ目に、本装置をレジ近辺に設置し
たことである。本来であれば青果売り場の前に設置した
方がTimelyナッジの観点からは測定を促進できた可能
性がある。しかし、本研究では設置条件を統一すること
を優先したため、青果売り場での設置は断念した。４つ
目は、ナッジ群での測定希望者が実際にはさらに多かっ
た可能性である。ナッジ群での休日の16時台は66%以
上の稼働率で、測定希望者のうち本装置が使用されてい
るために測定をやめた人がいたかもしれない。今後は本
装置の設置台数を増やすことで、より正確に効果を把握
できる体制を整備していく。５つ目に、来店客のうちど
のような層が本装置を測定したのかを把握できなかった
ことである。そのため、ナッジにより測定が促進された
来店客の特性が把握できず、細分化された仮説検証が実
施できなかった。また、測定人数や、１人当たりの測定

図３．時間帯ごとの測定回数

□対照群、■ナッジ群
平均値＋標準偏差
全店舗の開店は９時、閉店は21時。
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回数についても把握できなかった。今後は、測定時に会
員情報などを紐づけて収集することで、平日と休日との
測定行動の差の原因などについてより詳細な考察をする
ことが必要になる。６つ目に、本研究は特定地域のスー
パーマーケットで行われたものであり、この結果は直ち
に一般化できない。７つ目に、EASTナッジの設計によっ
て、ナッジ群では測定率が２倍以上に増えたが、依然と
して全体の2.5％程度であり、向上の余地がある。これ
らの限界を克服するにはさらなる研究が必要である。

Ⅴ　結論
　スーパーマーケット店頭に、野菜摂取量自己モニタリ
ング装置ベジチェック®の測定促進掲示物を２種類設置
し、対照実験を行ったところ、対照群に比べナッジ群
の方が測定回数と測定率が２倍以上高くなった。EAST
ナッジを活用した掲示物は、野菜摂取の自己モニタリン
グ回数を増やした可能性が示唆された。
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地域在住の日本人高齢者における加速度計で評価した身体活動と
機能障害発生リスクとの間の用量反応関係：６年間の前向き研究
　―Journals of Gerontology Series A: Biological Sciences and 
Medical Sciencesに掲載された英語論文の日本語による二次出版
陳　　　涛１）、本田　貴紀２）、陳　　三妹２）３）、楢﨑　兼司４）、熊谷　秋三１）

Dose-response association between accelerometer-assessed physical 
activity and incidence of functional disability in older Japanese 
adults: A 6 -year prospective study ―Secondary publication in 
Japanese language of an original English article in the Journals of 
Gerontology Series A: Biological Sciences and Medical Sciences
Tao CHEN１），Takanori HONDA２），Sanmei CHEN２）３），Kenji NARAZAKI４），Shuzo KUMAGAI１）

背景：１回あたり 10 分未満の中高強度身体活動（MVPA）が機能障害発生リスクに対して保護的に作用するのか、もし
くは１回あたり 10 分以上の MVPA のみが重要なのかは不明である。加えて、低強度身体活動（LPA）やその蓄積パター
ンが機能障害発生リスクと関連するのかも明らかではない。方法：ベースライン調査時に機能障害のない地域在住高齢
者 1,687 名を６年間追跡した。機能障害の発生は、日本の介護保険制度のデータベースを用いて特定した。身体活動量は、
腰部に固定した三軸加速度計を用いて測定した。結果：追跡期間中に 274 名に機能障害の発生が確認された（16.2%）。
四分位による解析では、MVPA の全項目において、値が高いほど機能障害発生リスクが用量反応的に低いという関連
が認められた。１回あたり 10 分以上および 10 分未満の MVPA で認められた関連は、相互調整したモデルにおいても
有意であった。総 LPA および１回あたり 10 分以上の LPA は機能障害発生リスクと関連しなかったが、１回あたり
10 分未満の LPA では、値が高いほど機能障害発生リスクが低かった。制限付き３次スプライン解析では、MVPA の全
項目および１回あたり 10 分未満の LPA と機能障害発生リスクとの関連は線形を示した（p for nonlinear > 0.05）。総
MVPA および１回あたり 10 分未満の LPA が 10 分増加する場合の機能障害の発生に対するハザード比（95% 信頼区
間）は、それぞれ 0.86（0.81-0.92）および 0.96（0.93-0.99）であった。結論：地域在住高齢者において、蓄積パターンを問
わない MVPA や１回あたり 10 分未満の LPA は、機能障害発生リスクとの間に、線形で負の用量反応関係を示した。

キーワード：加速度計、要介護、リスク因子
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Ⅰ　緒言
　世界的な人口の高齢化に伴い、何らかの機能障害を有
する高齢者数が今後大幅に増加し、社会、経済、および
医療の面において重大な課題をもたらすことが予想され
ている１）。日本の65歳以上の人口のうち、介護保険制度
における要支援・要介護認定者数は、2000年には218万
人であったが、2015年までにほぼ３倍の608万人に増加
している２）。高齢化が急速に進んでいる日本および他の
国々では、予防戦略の開発のため、機能障害のリスク因
子および予防因子を特定することが急務であると考えら
れる。
　国内外の公衆衛生ガイドラインでは、高齢者に健康上の
利益をもたらすために、１回あたり10分以上の中高強度身
体活動（moderate-to-vigorous physical activity：MVPA）
を日常生活の中で蓄積することが従来から推奨されてい
る３, ４）。しかし、加速度計で評価した身体活動量を用いた
最近の研究では、１回あたり10分未満のMVPAの蓄積が、
総死亡リスクの低下を含め、良好な健康予後と関連するこ
とが示されており５, ６）、１回の継続時間の多寡にかかわら
ず、MVPAが健康利益をもたらすことが示唆されている。
しかし、１回あたり10分未満のMVPAが機能障害発生リ
スクに対して保護的に作用するのか、もしくは１回あたり
10分以上のMVPAだけが重要なのかは不明である。著者
らの知る限り、これまでの前向き研究では、異なる継続時
間で蓄積されたMVPAが機能障害発生リスクとどのよう
に関連するかについては、まだ十分に検討されていない。
　低強度身体活動（light physical activity：LPA）は、高
齢者の身体活動時間の大部分を占めている７）。しかし、
この年齢層においてLPAの増加が機能障害発生リスク
の低下と関連するかどうかは十分に明らかになっておら
ず８, ９）、異なる継続時間で蓄積されたLPAの健康上の利
益に関するエビデンスも十分得られていない。また、身
体活動量と機能障害発生リスクとの間の用量反応曲線の
形状についても、これまで詳細に検討されていない。そ
こで本研究では、地域在住高齢者を対象とする６年間
の前向きコホートを用いて、（i）１回あたり10分未満の
MVPAは、10分以上のMVPAとは独立して機能障害発
生リスクと関連し、逆もまた同様であると仮説を立てて、
これらの独立した関連について検討すること、（ii）LPAは、
蓄積パターンによらず機能障害の発生と関連すると仮説
を立てて、LPAおよびその蓄積パターンと機能障害発生
リスクとの関連について検討すること、そして（iii）身体
活動量と機能障害発生リスクとの関連には線形の用量反
応性が示されると仮定して、制限付き３次スプラインを
用いてこの用量反応関係を検討することを目的とした。

Ⅱ　方法
１．対象者
　篠栗元気もん調査（Sasaguri Genkimon Study：SGS）
の詳細は、著者らによる別の論文で説明している10）。SGS
は福岡市郊外の篠栗町で実施中の地域在住高齢者を対象
とする前向きコホート研究であり、要介護化と関連する
リスク因子および予防因子の探索を目的としている。簡
潔に述べると、2011年１月末時点で65歳以上であり、要
支援・要介護認定を受けていなかった篠栗町在住者4,979
名がSGSの選択基準を満たした。本研究の開始までに死
亡または同町から転出した者（66名）を除外した後、4,913
名に本研究への参加を依頼し、2,629名が同意した。こ
のうち、（i）2011年５月から８月の間に実施したベースラ
イン調査の参加日前に要支援・要介護認定を受けた者（９
名）、およびベースライン調査において（ii）認知症または
パーキンソン病の病歴を自己申告した者（15名）、（iii）有
効な加速度計データが得られなかった者（858名）、（iv）
共変量に関するデータに欠損があった者（60名）を除外
した。本研究の最終的な解析対象者は1,687名とした。
Supplementary Table１に、本研究の解析対象者および
有効な加速度計データが得られなかったことにより除外
された調査参加者の特性を示す。
　本研究はヘルシンキ宣言の精神に基づいて、九州大学
健康科学センターの倫理審査委員会の承認を得て実施さ
れ、全ての調査参加者から同意書を取得した。

２．機能障害の発生
　機能障害の発生は、介護保険制度の全国データベー
スを用いて特定され、そのデータは篠栗町役場から提供
を受けた。介護保険は、公的な社会保険制度の一つであ
り、65歳以上の全ての日本人が、身体的もしくは精神
的な障害等により介護サービスを受ける資格を有してい
る11, 12）。介護保険制度における認定方法の詳細は、別の
論文で説明されている11）。簡潔に述べると、申請者本人
またはその介護者からの申請に応じて、地方自治体（市
区町村）の担当者が自宅を訪問し、全国的に標準化され
た認定調査票を用いて申請者に対する介護の必要性を評
価する。この調査には、麻痺や拘縮の有無、動作や姿勢
保持における制限の有無、日常生活動作や手段的日常生
活動作における特別介助の必要性の有無、意思伝達や認
知機能における問題の有無、問題行動の有無などが含ま
れる。その後、標準化されたスコアリングシステムを用
いて、身体機能および精神機能の得点をコンピュータで
算出し、介護に必要な時間を推定する（一次判定）。最
後に、地域の医師、看護師、関連分野の実務経験者等
で構成される介護認定審査会が、一次判定結果等をもと
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に申請者を認定すべきかどうかを判定し、７段階（要支
援1-2、要介護1-5）のうち何れかの認定段階を決定す
る（二次判定）。この認定段階は、Barthel Indexと強く
相関しており（Spearman’s ρ＝－0.86）、Mini-Mental 
State Examination（MMSE）スコアとも中程度の相関が
示されている（Spearman’s ρ＝－0.42）13）。本研究では、
要支援１以上の新規認定を機能障害の発生として定義し
た９, 14 , 15）。また、解析対象者をベースライン調査日から
要支援・要介護認定、死亡、町外転出、または2017年３
月31日の何れかが最初に発生した時点まで追跡した。死
亡および町外転出に関する情報は、住民基本台帳に基づ
き篠栗町役場から提供された。

３．身体活動量に関する指標
　身体活動量は三軸加速度計（Active Style Pro HJA-
350IT：オムロンヘルスケア株式会社）を用いて客観的に
測定した。対象者には、腰部の片側に三軸加速度計を連
続７日間装着し、就寝時または入水時には取り外すよう
依頼した。
　この三軸加速度計では、歩行活動と非歩行活動を識別
するアルゴリズムを用いて、60秒毎の活動強度が代謝当
量（metabolic equivalents：METs）として推定された16）。
この三軸加速度計によるMETsの推定精度は、ダグラス
バッグ法を用いた検証により確認されている16, 17）。非装
着時間の算出には、米国国立がん研究所が提供するSAS
マクロプログラム18）を、本研究で使用した三軸加速度計
に合わせて修正したプログラムを用いた19）。非装着時間
は、推定活動強度が0 METsに等しい不活動状態が少な
くとも60分間以上連続する時間と定義し、その間に1.0 
METsまでの活動強度の上昇がみられた場合でも、２分
以内であれば非装着時間に含めた。１日あたりの装着時
間が10時間以上の有効装着日が４日以上の参加者のみを
本研究の解析対象者とした20）。
　LPAおよびMVPAを定義するために用いた閾値は、
それぞれ1.6-2 .9 METsおよび3 METs以上とした。ま
た、MVPAを１回あたり10分以上（１回につき10分以上
継続したMVPAを蓄積し、閾値未満であった時間は２分
まで許容した）および10分未満に分類した。現在のとこ
ろLPAの継続時間に関する閾値については基準がない。
そのため、本研究では総LPAの60 .3%が１回あたり10
分未満であったことを考慮し、LPAについても同様に１
回あたり10分以上および10分未満に分類した。MVPA
およびLPAの時間は、有効装着日における平均値として
求め、１日あたりの時間（分）で示した。

４．共変量
　年齢および性別に関する情報は町役場から入手した。
教育年数、独居（あり／なし）、現在の喫煙および飲酒状
況（あり／なし）、前年の転倒経験（あり／なし）に関する
情報については、質問票を用いて入手した。体重および
身長は一般的な方法で測定し、体重（kg）を身長（m）の
二乗で除して体格指数（body mass index：BMI）を算出
した（kg/m２）。多疾患併存については、質問票で自己申
告された13の慢性疾患（高血圧、脳卒中、心疾患、糖尿
病、高脂血症、呼吸器疾患、消化器疾患、腎疾患、変形
性関節症またはリウマチ、外傷による骨折、がん、耳疾
患、眼疾患）のうち、２つ以上の病歴が認められること
と定義した。MMSE日本語版を用いて認知機能を測定し
た。MMSEは0～30点の得点範囲で、得点が高値である
ほど認知機能が良好であることを示す。認知機能障害は
MMSE得点が24点未満であることと定義した21）。また
本研究では、未評価の機能障害として下肢の機能制限に
よる交絡を考慮するために、「15分位続けて歩いていま
すか？」という質問に対する回答（はい／いいえ）を共変
量に加えた22）。

５．統計解析
　ベースライン特性は、男女毎の総MVPAの各四分位
群における平均値（標準偏差［standard deviation：SD］）、
中央値（四分位範囲［interquartile range：IQR］）、また
は割合を用いて示した。各四分位群における傾向につい
ては、連続変数の場合はJonckheere‒Terpstraの傾向検
定、カテゴリー変数の場合はCochran‒Armitageの傾向
検定を用いてそれぞれ検討した。
　標本全体における機能障害の累積発生率をKaplan‒
Meier法を用いてプロットした。Cox比例ハザードモ
デルを使用して、男女別に示した身体活動量の各項目
の各四分位群における機能障害の発生に対するハザー
ド比（hazard ratios：HRs）および95%信頼区間（95% 
confidence intervals：95% CIs）を推定した。Model 1
では、性別、年齢、および三軸加速度計の装着時間を
調整した。Model 2では、Model 1に加えて、教育年数、
BMI、独居、認知機能障害、多疾患併存、下肢の機能制
限、現在の喫煙、および現在の飲酒状況を調整した。ま
た、Model 3では、異なる継続時間で蓄積されたMVPA

（またはLPA）が相互に独立して機能障害発生リスクと関
連するか検討するために、１回あたり10分以上の指標を
分析する際は、１回あたり10分未満の指標を、逆に１回
あたり10分未満の指標を分析する際には、１回あたり10
分以上の指標を、それぞれModel 2に加えて調整した。
性別および年齢と身体活動量の各項目との交互作用を検
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定し、潜在的な調整効果についても検討した。
　身体活動量の各項目の連続変数と機能障害発生リスク
との用量反応曲線の形状を示し、潜在的な非線形関係に
ついて検討するために、各項目のModel 3に制限付き３
次スプライン関数を追加し、３つのノットを５、50、お
よび95パーセンタイル値に設定した23, 24）。その際に身体
活動量の各項目における最低値をリファレンス（参照値）
に設定した。尤度比検定を用いて用量反応関係の線形
性を評価した。本研究では、用量反応曲線の形状がノッ
トの数の影響を受けやすいかどうかを検討するため、４
つのノットを用いたモデルも評価したが、３つの場合と
の間で有意差は認められなかったため、統計的検出力を
最大にするため、３つのノットを用いたモデルを選択し
た24）。身体活動量の各項目において、機能障害発生リス
クに対する線形関係が認められた場合には、１日あたり
の時間が10分増加する場合の機能障害の発生に対する
HRsおよび95%CIsも推定した。
　感度分析では、追跡調査の１年目に要支援１以上の
認定を受けた参加者44名およびベースライン調査時に
MMSEスコアが18点未満であった参加者５名を除外し
た。標準的なCox比例ハザードモデルでは、特に高齢

者コホートにおいて、イベントの発生前に死亡した参加
者が打ち切られるため、対象とするイベントのリスクが
過大評価される傾向がある25）。そこで、競合リスクとし
て死亡を考慮するため、追加の感度分析として、Fine-
Grayモデルで拡張したCoxモデルを用いて解析を繰り
返した26）。全ての統計解析はSASバージョン9.4（SAS 
Institute Inc.）を用いて実施した。また、３次スプライン
を算出するためにLGTPHCURV9 macroを使用した27）。
有意水準は両側α＝0.05に設定した。

Ⅲ　結果
　ベースライン調査時の解析対象者の平均年齢（SD）は
73.3（6.0）歳で、37.8%が男性であった。三軸加速度計
の平均装着時間（SD）は839 .1（105 .3）分／日であった。
総MVPA、１回あたり10分以上のMVPA、および１回
あたり10分未満のMVPAの中央値（IQR）は、それぞれ
38.1（19 .3-60 .8）、8.7（1.4-24 .1）、および24.0（13 .0-
38 .4）分／日であった。LPAの平均時間（SD）は332 .0

（98 .0）分／日であった。男女毎の身体活動量の各項目
の各四分位群における中央値（IQR）をSupplementary 
Table 2に示す。表１に、総MVPAの四分位群別に、解

表１．解析対象者における総MVPAの四分位群別のベースライン特性
　 第 1 四分位群 第 2 四分位群 第 3 四分位群 第 4 四分位群 p for trend　 （n=420） （n=420） （n=424） （n=423）
男性 , % 37.9 38.1 37.5 37.8 0.95 
年齢 , 歳 77.5 ± 6.3 73.6 ± 5.7 72 ± 5 70.3 ± 4.6 <0.0001
教育年数 , 年 10.6 ± 2.4 11.1 ± 2.4 11.4 ± 2.5 11.3 ± 2.4 <0.0001
独居 , % 13.3 14.3 13.7 11.4 0.37 
BMI, kg/m２ 23.2 ± 3.3 23.4 ± 3.3 23.2 ± 3.1 22.8 ± 2.7 <0.05
多疾患併存 , % 61.2 49.8 43.4 33.6 <0.0001
前年の転倒経験 , % 24.8 16.7 17.7 18.2 <0.05
下肢の機能制限 , % 25.0 13.1 7.3 5.0 <0.0001
認知機能障害 , % 9.1 6.0 4.0 2.4 <0.0001
現在の喫煙 , % 9.5 9.1 6.8 3.8 <0.001
現在の飲酒 , % 32.1 37.9 39.6 45.4 <0.0001
三軸加速度計の装着時間 , 分 / 日 816.9 ± 107.3 834.3 ± 102.5 843.5 ± 100.5 861.7 ± 106.2 <0.0001
総 MVPA, 分 / 日 10.2 （5.7 - 14.7） 28.0 （23.7 - 33.7） 48.4 （42.8 - 54.9） 84 （70.3 - 100.8） <0.0001
１回あたり 10 分以上の MVPA, 分 / 日 0 （0 - 1.7） 5.0 （1.4 - 10.5） 15.0 （7.5 - 23.5） 38.1 （22.6 - 56.6） <0.0001
１回あたり 10 分未満の MVPA, 分 / 日 8.8 （4.9 - 12.9） 22.3 （17 - 26.5） 33.0 （23.3 - 40.4） 47.2 （32 - 60.9） <0.0001
総 LPA, 分 / 日 280.4 ± 93.8 327.6 ± 86 349.8 ± 96.1 370 ± 92.8 <0.0001
１回あたり 10 分以上の LPA, 分 / 日 122.6 ± 73.3 140.9 ± 66.9 147.8 ± 73.6 143.5 ± 67.3 <0.0001
１回あたり 10 分未満の LPA, 分 / 日 157.8 ± 42 186.6 ± 40.2 201.9 ± 41.8 226.5 ± 45.3 <0.0001
注釈：連続変数については、平均値±標準偏差もしくは中央値（四分位範囲）で結果を示した。総 MVPA の四分位数は、男性に
おいて 16.9, 34.8, 57.8 分 / 日、女性において 20.6, 40.0, 64.1 分 / 日であった。
略語：BMI, body mass index（体格指数）; MVPA, moderate-to-vigorous physical activity（中高強度身体活動）; LPA, light 
physical activity（低強度身体活動） 
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析対象者のベースライン調査時の特性を示す。総MVPA
が長かった解析対象者は、年齢が若く、教育年数が長く、
BMIが低く、多疾患併存、転倒経験、下肢の機能制限、
および認知機能障害の各割合が低かった。また、現在の
喫煙状況ありの割合は低かったが、現在の飲酒状況あり
の割合は高かった。
　中央値5.8年の追跡期間中に、274名に機能障害が発
生し、91名が機能障害の発生前に死亡し、47名が機能障
害の発生前に町から転出した。機能障害の累積発生率曲
線をSupplementary Figure１に示した。
　表２に、MVPAの各項目と機能障害発生リスクとの間
の関連を示す。MVPAの各項目の四分位群との間に負の
関連が認められ、Model 1では、高位の四分位群ほど発
生リスクが低かった（p for trend < 0 .001）。潜在的な交
絡因子でさらに調整した場合、HRsおよび95%CIsには
わずかな影響しか認められなかった（Model 2）。Model 2

において、総MVPA、１回あたり10分以上のMVPAお
よび10分未満のMVPAの最高四分位群を、各項目の最
低四分位群と比較した場合の機能障害の発生に対する
調整済みHRs（95%CIs）は、それぞれ0.39（0.25-0 .62 , 
p for trend < 0 .0001）、0.45（0.29-0 .69 , p for trend < 
0 .001）、および0.45（0.29-0 .70 , p for trend < 0 .001）
であった。Model 3では、相互調整後に１回あたり10分
以上のMVPAおよび10分未満のMVPAで認められた関
連がそれぞれ減弱したが、依然として有意であった。
　総LPAおよび１回あたり10分以上のLPAについては、
何れのモデルにおいても機能障害発生リスクとは有意に
関連していなかった（表３）。一方、１回あたり10分未満
のLPAについては、Model 1において機能障害発生リス
クとの間に有意な負の関連が認められた（p for trend = 
0 .01）。また、Model 2では、最高四分位群における機能
障害の発生に対する調整後HRs（95%CIs）は0.65（0.43-

表２．MVPAの各項目と機能障害発生リスクとの関連

発生数 /
対象者数

1,000 人年
あたりの
発生数

Model 1 Model 2 Model 3

HR （95% CI） p HR （95% CI） p HR （95% CI） p
総 MVPA 　 　 　 　 　 　 　 　
　第１四分位群 137/420 72.7 1.00 　 1.00 　 　 　
　第２四分位群 71/420 32.9 0.70 （0.52 - 0.94） 0.02 0.70 （0.52 - 0.95） 0.02 　 　
　第３四分位群 39/424 16.7 0.43 （0.29 - 0.62） <0.0001 0.44 （0.30 - 0.65） <0.0001 　 　
　第４四分位群 27/423 11.5 0.37 （0.24 - 0.57） <0.0001 0.39 （0.25 - 0.62） <0.0001 　 　
　p for trend 　 　 　 <0.0001 　 <0.0001 　 　
１回あたり 10 分以上の MVPA 　 　 　 　 　
　第１四分位群 122/416 64.3 1.00 　 1.00 　 1.00 　
　第２四分位群 65/425 29.0 0.62 （0.46 - 0.85） 0.003 0.58 （0.42 - 0.79） 0.0007 0.68 （0.49 - 0.95） 0.02
　第３四分位群 55/423 24.2 0.65 （0.47 - 0.91） 0.01 0.66 （0.46 - 0.93） 0.02 0.87 （0.60 - 1.25） 0.44
　第４四分位群 32/423 13.8 0.44 （0.29 - 0.66） <0.0001 0.45 （0.29 - 0.69） 0.0002 0.59 （0.38 - 0.92） 0.02
　p for trend 　 　 　 <0.0001 　 0.0003 　 0.047
１回あたり 10 分未満の MVPA 　 　 　 　 　
　第１四分位群 132/420 69.4 1.00 　 1.00 　 1.00 　
　第２四分位群 73/421 33.5 0.84 （0.62 - 1.14） 0.26 0.85 （0.63 - 1.15） 0.30 0.87 （0.64 - 1.18） 0.38
　第３四分位群 40/422 17.5 0.51 （0.35 - 0.74） 0.0004 0.52 （0.36 - 0.76） 0.0007 0.54 （0.37 - 0.79） 0.002
　第４四分位群 29/424 12.3 0.43 （0.28 - 0.66） 0.0001 0.45 （0.29 - 0.70） 0.0004 0.50 （0.32 - 0.78） 0.002
　p for trend 　 　 　 <0.0001 　 <0.0001 　 0.0001
注釈：Model 1 では、性別、年齢、および三軸加速度計の装着時間を調整した。Model 2 では、Model 1 の因子に加えて、教育年
数、BMI（body mass index：体格指数）、独居、認知機能障害、多疾患併存、下肢の機能制限、現在の喫煙、および現在の飲酒状
況を調整した。Model 3 では、Model 2 の因子に加えて、１回あたり 10 分以上の MVPA に対する分析においては１回あたり 10
分未満の MVPA を、また１回あたり 10 分未満の MVPA に対する分析においては１回あたり 10 分以上の MVPA をそれぞれ調
整した。総 MVPA の四分位数は、男性において 16.9, 34.8, 57.8 分 / 日、女性において 20.6, 40.0, 64.1 分 / 日であった。１回あた
り 10 分以上の MVPA の四分位数は、男性において 1.6, 9.0, 27.9 分 / 日、女性において 1.4, 8.6, 21.9 分 / 日であった。１回あた
り 10 分未満の MVPA の四分位数は、男性において 10.0, 19.0, 30.8 分 / 日、女性において 15.5, 27.8, 42.6 分 / 日であった。
略語：MVPA, moderate-to-vigorous physical activity（中高強度身体活動）; HR, hazard ratio（ハザード比）; CI, confidence 
interval（信頼区間）
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0 .99 , p for trend = 0 .03）であった。Model 3では、１回
あたり10分以上のLPAによる調整後も、依然として関
連が有意であった。
　総MVPA、１回あたり10分以上のMVPA、およびLPA
の全項目において、機能障害発生リスクとの関連は年齢
および性別によって変わることはなかった（interaction 
p > 0 .05）。一方、１回あたり10分未満のMVPAにおい
て認められた関連については、男女間で異質性が認めら
れたが（interaction p < 0 .01）、推定値の方向は男女間で
一致していた。最低四分位群に対する高位の四分位群の
HRs（95%CI）は、男性では0.90（0.53-1 .52）、0.26（0.12-
0 .60）、および0.35（0.15-0 .83）（p for trend < 0 .001）、女
性では0.82（0.56-1 .20）、0.66（0.42-1 .03）、および0.50

（0.30-0 .85）（p for trend < 0 .01）であった。
　制限付き３次スプラインを使用した場合、全ての共変
量を調整したモデルにおいて、MVPAの全項目、すな
わち総MVPA（p for linear < 0 .0001、p for nonlinear 

= 0 .11、図1A）、１回あたり10分以上のMVPA（p for 
linear < 0 .001、p for nonlinear = 0 .42、図1B）、および
１回あたり10分未満のMVPA（p for linear < 0 .0001、p 
for nonlinear = 0 .45、図1C）のそれぞれと機能障害発生
リスクとの間に線形の用量反応関係が認められた。また、
総MVPA、１回あたり10分以上のMVPAおよび10分未
満のMVPAにおいて、１日あたりの時間が10分間増加
する場合の機能障害の発生に対するHRs（95%CI）は、そ
れぞれ0.86（0.81-0 .92）、0.88（0.81-0 .97）、および0.79

（0.72-0 .87）であった。
　総LPA（図1D）および１回あたり10分以上のLPA（図
1E）における制限付き３次スプライン解析では、機能障
害発生リスクとの間に線形または非線形の関係は示され
なかった。一方、１回あたり10分未満のLPAと機能障
害発生リスクとの間には線形の用量反応関係が認められ
た（p for linear = 0 .04 , p for nonlinear = 0 .27 , 図1F）。
１回あたり10分未満のLPAにおいて、１日あたりの時

表３．LPAの各項目と機能障害発生リスクとの関連

発生数/
対象者数

1,000人年
あたりの
発生数

Model 1 Model 2 Model 3

HR （95% CI） p HR （95% CI） p HR （95% CI） p
総LPA 　 　 　 　 　 　 　 　
　第１四分位群 96/421 46.9 1.00 　 1.00 　 　 　
　第２四分位群 65/422 30.2 0.87 （0.63 - 1.20） 0.41 0.88 （0.64 - 1.22） 0.45 　 　
　第３四分位群 63/421 28.0 0.89 （0.64 - 1.23） 0.48 0.90 （0.65 - 1.25） 0.53 　 　
　第４四分位群 50/423 22.0 0.76 （0.53 - 1.10） 0.14 0.78 （0.54 - 1.13） 0.18 　 　
　p for trend 　 　 　 0.17 　 0.22 　 　
１回あたり10分以上のLPA
　第１四分位群 76/421 36.1 1.00 1.00 1.00 
　第２四分位群 67/421 30.6 1.02 （0.74 - 1.42） 0.89 1.07 （0.77 - 1.49） 0.70 1.14 （0.81 - 1.59） 0.46 
　第３四分位群 58/422 26.3 0.83 （0.59 - 1.17） 0.28 0.86 （0.61 - 1.22） 0.40 0.96 （0.67 - 1.38） 0.84 
　第４四分位群 73/423 32.8 1.06 （0.77 - 1.47） 0.72 1.06 （0.77 - 1.48） 0.71 1.17 （0.84 - 1.63） 0.37 
　p for trend 0.97 0.99 0.54 
１回あたり10分未満のLPA
　第１四分位群 115/421 58.5 1.00 1.00 1.00 
　第２四分位群 66/422 30.3 0.66 （0.48 - 0.90） 0.009 0.64 （0.46 - 0.87） 0.01 0.63 （0.45 - 0.86） 0.004
　第３四分位群 53/421 23.3 0.68 （0.48 - 0.97） 0.03 0.69 （0.49 - 0.99） 0.04 0.68 （0.48 - 0.98） 0.04
　第４四分位群 40/423 17.4 0.63 （0.42 - 0.94） 0.03 0.65 （0.43 - 0.99） 0.046 0.64 （0.42 - 0.98） 0.04
　p for trend 　 　 　 0.01 　 0.03 　 0.03
注釈：Model 1では、性別、年齢、および三軸加速度計の装着時間を調整した。Model 2では、Model 1の因子に加えて、教育
年数、BMI（body mass index：体格指数）、独居、認知機能障害、多疾患併存、下肢の機能制限、現在の喫煙、および現在の
飲酒状況を調整した。Model 3では、Model 2の因子に加えて、１回あたり10分以上のLPAに対する分析においては１回あたり
10分未満のLPAを、また１回あたり10分未満のLPAに対する分析においては１回あたり10分以上のLPAをそれぞれ調整した。
総LPAの四分位数は、男性において217.3, 276.4, 336.0 分/日、女性において300.7, 364.0, 428.4 分/日であった。１回あたり10分
以上のLPAの四分位数は、男性において56.6, 91.4, 132.9 分/日、女性において112.3, 157.8, 201.8 分/日であった。１回あたり10
分未満のLPAの四分位数は、男性において145.8, 175.7, 209.0 分/日、女性において171.7, 202.0, 233.4 分/日であった。
略語：LPA, light physical activity（低強度身体活動）; HR, hazard ratio（ハザード比）; CI, confidence interval（信頼区間）
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間が10分増加する場合の機能障害の発生に対するHR
（95%CI）は、0.96（0.93-0 .99）であった。
　感度分析では、追跡期間の１年目に機能障害の発生が
認められた参加者（44名）およびMMSEスコアが18点未
満であった参加者（５名）を除外した場合（Supplementary 
Table 3）、または競合リスクとして死亡を考慮した場合

（Supplementary Table 4）の何れにおいても、MVPAの
各項目で認められた結果は変わらなかった。追跡期間１
年目に機能障害の発生が認められた参加者およびMMSE
スコアが18点未満であった参加者を除外した感度分析
のModel 2において、１回あたり10分未満のLPAに認
められた用量反応関係は減弱したが、依然として有意で
あった（Supplementary Table 5）。一方で、１回あたり
10分未満のLPAに認められた用量反応関係は、競合リ
スクとして死亡を考慮した場合には有意ではなくなった

（Supplementary Table 6）。競合リスクモデルにおける最
低四分位群に対する高位の四分位群のHRs（95%CI）は、
それぞれ0.66（0.47-0 .91）、0.71（0.50-1 .02）、および
0.68（0.44-1 .04）であった（p for trend = 0 .06）。

Ⅳ　考察
　日本人高齢者を対象としたこの前向き研究では、三軸
加速度計を用いて測定した総MVPAと、機能障害発生リ
スクとの間に、有意な線形かつ負の用量反応関係が認め
られた。また、重要な点として、１回あたり10分以上の
MVPAおよび10分未満のMVPAは、それぞれ独立して
機能障害発生リスクと関連していたことが分かった。ま
た、LPAについては、１回あたり10分未満のLPAのみ
が機能障害発生リスクと有意に関連していた。以上をふ
まえると、これらの知見は１回の継続時間の多寡にかか
わらずMVPAの１日の合計時間を増加させること、お
よび１回の継続時間が短いLPAの時間を増加させること
が、高齢者における機能障害発生リスクの低下に有効で
あることを示唆していると考えられる。
　本研究では、これまでの自己申告データに基づくメタ
アナリシス研究による知見と一致して28）、三軸加速度計
を用いて客観的に測定したMVPAの値が高いほど、機能
障害発生リスクが低いという関連が示された。この結果
は、近年発表された２編の加速度計データを用いた研究

A B C

D E F

p for linear <0.0001
p for non-linear = 0.11

p for linear <0.001
p for non-linear = 0.42

p for linear <0.0001
p for non-linear = 0.45

p for linear = 0.18
p for non-linear = 0.91

p for linear = 0.68
p for non-linear = 0.58

p for linear = 0.04
p for non-linear = 0.27

図１．MVPAおよび LPAと機能障害発生リスクとの間の用量反応関係

MVPA および LPA の各項目の Model 3 に制限付き３次スプライン関数を追加し、３つのノットを５、50、および 95 パーセンタ
イル値に設定した。その際、各項目における最低値をリファレンス（参照値）に設定した。結果は１から 99 パーセンタイル値の範
囲でハザード比（実線）および 95％信頼区間（網掛け）を用いて示した。
略語：MVPA, moderate-to-vigorous physical activity（中高強度身体活動）; LPA, light physical activity（低強度身体活動）

p
p

p
p

p
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の結果とも一致している。Dunlopらは、変形性膝関節症
を有するか、そのリスクの高い49歳以上の参加者1,680
名を対象とした研究において、MVPA時間と２年間の
追跡期間中の機能障害発生リスクとの間に有意な負の関
連を認めた８）。もう１編の慢性疼痛を有する日本人高齢
者693名を対象とする２年間の前向き研究においても、
MVPA時間の値が高いほど、機能障害発生リスクが低い
という関連が報告された９）。しかし、これらの研究エビ
デンスは、特定の病態を有する集団に限られており、ま
た追跡期間が比較的短かったことから、因果の逆転に対
する懸念も考えられる。追跡期間がより長い本研究から
得られた知見は、この関連が多様な健康状態を有する高
齢者集団においても一貫していることを示していると考
えられる。
　これまでのエビデンス（その大部分は横断的研究に
よるもの）により、１回あたり10分未満で蓄積された
MVPAと心血管代謝のリスク因子との間の良好な関連
が示唆されている29-32）。また、最近の２編の研究から
も、MVPAの蓄積パターンと死亡リスクとの関連が示さ
れており、１回あたり10分未満のMVPAが総死亡にも
たらす影響は、１回あたり10分以上のMVPAがもたら
す影響と同程度であったことが示されている５, ６）。本研
究は、１回の継続時間の多寡にかかわらずMVPAの１日
の合計時間を増加させることが、機能障害発生リスクに
対して保護的に作用することを示唆する前向きのエビデ
ンスを提示することにより、これまでの研究知見の拡張
に寄与したと考えられる。また、本研究の知見は、あら
ゆる継続時間のMVPAを総MVPAに含めてよいことを
示唆している米国の2018年身体活動ガイドライン諮問
委員会（The 2018 Physical Activity Guidelines Advisory 
Committee）による最新の科学的報告を支持している33）。
高齢者は最も非活動的な年齢層であり、１回あたり10分
以上のMVPAの合計時間も短いことを考慮すると、１回
あたり10分未満のMVPAを含めて総MVPA時間の増加
を推奨することは、広範な公衆衛生上の意義を有すると
考えられる。
　制限付き３次スプライン関数を用いた用量反応解析か
ら、MVPAの全ての項目と機能障害発生リスクとの間に
線形の用量反応関係が示された。これらの結果から、機
能障害発生リスクを低下させるための特定の閾値がある
訳ではなく、蓄積パターンにかかわらず総MVPAを増や
すことによって、より多くの健康上の利益が得られるこ
とが示唆される。
　前向き研究による最近のエビデンスでは、加速度計で
測定されたLPAと高齢者の総死亡６, 34 , 35）および心血管疾
患の発生率36）が関連付けられている。しかし、LPAま

たはその蓄積パターンが機能障害発生リスクと関連する
かどうかは不明である。我々の知る限り、前向きの先行
研究２編のみが総LPAと機能障害発生リスクとの間の
関連を検討しているが、一貫した結果は得られていな
い８, ９）。慢性疼痛を有する日本人高齢者コホートにおい
ては、LPAと機能障害発生リスクとの間の関連は報告さ
れなかった９）。もう１編の研究では、変形性膝関節症を
有するまたそのリスク因子を有する成人において、LPA
時間の値が高いほど、機能障害発生リスクが低いという
関連が認められた８）。本研究では、総LPAと機能障害発
生リスクとの間に、線形もしくは非線形の何れの関連も
認められなかった。また、蓄積パターンの異なるLPAに
ついても検討すると、１回あたり10分未満のLPAの蓄
積が大きいほど、機能障害発生リスクが低いという関連
が認められており、この結果は、高齢期の機能的自立の
維持に対して、短い継続時間のLPAの蓄積がもたらす潜
在的な役割を示唆しているものと考えられる。実際に、
Jefferisらも、英国の高齢男性を対象とする集団ベース
の研究において、総死亡６）および代謝関連指標32）を健康
アウトカムとして用いたものの、１回の継続時間が異な
るLPAのもたらす同様の健康利益を観察している。例え
ば、１回あたり10分未満のLPAは総死亡と有意に関連
していたが、１回あたり10分以上のLPAではこのような
関連は認められなかった６）。さらに、Jefferisらは、１回
あたり10分未満のLPAと１回あたり１-15分の座位時間
との間に正の相関を認めた一方で（r＝0.62）、これより
継続時間が長い座位時間（分）との間には負の相関を認め
ており（例：１回あたり31-60分の座位ではr＝－0.55、
61分以上の座位ではr＝－0.67）、１回あたり10分未満
のLPAと代謝に関する健康アウトカムとの関連を示す係
数は、１回あたり１-15分の座位との関連を示す係数と
ほぼ同程度であった32）。この知見から、LPAの継続時間
の短い人では座位時間も頻繁に中断されるため、１回あ
たり10分未満のLPAで認められた良好な関連は、総死
亡37）や心血管疾患38）などの負の健康アウトカムと関連付
けられている長い座位時間を中断させる効果を反映して
いる可能性がある。しかし、本研究では、点推定値の信
頼区間が広く、感度分析においても１回あたり10分未満
のLPAで認められた用量反応関係が減弱したことから、
結果の解釈には注意が必要である。特に、競合リスクモ
デルを用いた場合、関係が減弱して非有意となったこと
から、１回あたり10分未満のLPAに認められた機能障
害発生リスクに対する保護的効果は、競合リスクとして
死亡を考慮しない場合には過大評価されている可能性が
ある。先行研究の数が非常に限られていることから、こ
の点に関しては今後より多くの研究が求められる。
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　本研究の強みとしては、前向きコホートデザインであ
ることや、地域在住高齢者の比較的大きなサンプルを対
象としていること等が挙げられる。また、本研究では、
三軸加速度計を使用することにより、１回の継続時間が
異なるMVPAおよびLPAを定量的な曝露因子として用
いることができた。一方、本研究の限界についても認識
しておく必要がある。第一に、三軸加速度計の限界とし
て、一部の種類の身体活動量（例：水中活動、サイクリン
グ）を検出できないことや、公衆衛生上で特に関心が持
たれている推奨活動の種別（例：ウォーキング、ジョギン
グ）を特定できないことなどが知られている。また、本
研究で使用されている三軸加速度計は成人（20-59歳）を
対象として開発され、妥当性が確認されている。そのた
め、高齢者において、特に高強度身体活動のMETsを過
小評価することが示唆されており39）、本研究においても
MVPAが過小評価されていた可能性がある。第二に、高
齢者は要支援・要介護認定を申請する際には市町村役場
に連絡を取る必要があり11）、本研究において何かしらの
障害等によってこのような連絡が取れない場合には、結
果的に機能障害の発生率が過小評価されていた可能性が
ある。第三に、本研究により得られた知見は、ベースラ
イン調査時に認定されていなかった機能障害による因果
の逆転の影響を受けている可能性がある。しかし、本研
究の主解析においては、このような影響を抑えるため、
ベースライン調査における下肢の機能制限や他の主要な
交絡因子による調整を実施した。さらに、感度分析にお
いて追跡１年目に発生したイベントを除外した後に、１
回あたり10分未満のLPAと機能障害発生リスクとの間
の関連が減弱したことを除いては主解析と一貫した結果
が得られており、このことからもこのような影響は限定
的であったと考えられる。第四に、本研究では、想定さ
れる複数の交絡因子を解析において考慮したものの、得
られた知見が、残存するまたは未評価の交絡効果による
影響を受けている可能性を完全に除外することはできな
い。最後に、本研究では有効な三軸加速度計データが得
られていないことを主な理由として、多くの参加者を除
外した。解析対象者は、有効な三軸加速度計データが得
られなかった調査参加者よりも、多疾患併存の割合が高
かったものの、転倒経験、下肢の機能制限、および認知
機能障害の割合は低かった。したがって、本研究の解析
対象者は一般集団よりも身体活動量が高かった可能性が
あるため、得られた結果では身体活動量と機能障害発生
リスクとの間の関連の強さが過小評価されている可能性
がある。さらに、本研究は日本国内の単一の町で実施さ
れたため、得られた知見の一般化可能性が低い可能性も
ある。

Ⅴ　結論
　本研究では、日本の地域在住高齢者において、１回あ
たり10分以上または10分未満のMVPAと機能障害発生
リスクとの間に、線形で負の用量反応関係が示された。
また、１回あたり10分未満のLPAについても、値が高
いほど機能障害発生リスクが低いという関連が認められ
た。これらの知見から、継続時間にかかわらずMVPAを
増加させること、または１回の継続時間が短いLPAをよ
り多く蓄積することにより、高齢者における機能障害の
発生を予防できることが示唆される。
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第27回日本健康支援学会年次学術大会

■ 大会テーマ
人口減少社会における、人とのつながりを活かした健康支援

■ 日　　　程
2026年3月6日（金）～ 3月7日（土）
＊理事会および編集委員会　3月5日（木）15：00-17：30

■ 会　　　場
松江テルサ（松江勤労者総合福祉センター）
（〒690-0003 島根県松江市朝日町478-18）

■ 大　会　長
宮崎　亮（島根大学　人間科学部　准教授）
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� 27 回⽇本健康⽀援学会年次学術⼤会� � � �
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�

このたび 2026 年 3 ⽉ 6 ⽇（⾦）および 7 ⽇（⼟）に、中国地⽅初となる島根県松江市にて本学術⼤会を開

催させていただくことになりました。本学術⼤会は、学会初の中国地⽅開催です。このような貴重な機会に⼤会を任せて

いただけますこと、⼤変光栄に存じます。�

�

本学術⼤会では、第 1 テーマとして〝⼈⼝減少社会における、⼈とのつながりを活かした健康⽀援〟を掲げました。

⾔うまでもなく、⽇本は未だかつて経験したことがないスピードで少⼦⾼齢化、そして⼈⼝減少社会を迎えつつあり、

2056 年には⼈⼝が 1 億⼈を割ると試算されています。⼈⼝減少に伴い、これまでの健康⾏政などが困難になることが

予想され、我々には新機軸の健康⽀援が求められましょう。その点、中国地⽅、特に⼈⼝減少が著しい⼭陰地⽅は、

「将来の⽇本の姿」ともいえます。そこで本学術⼤会では、⼈⼝減少社会をすでに⽣きている我々中国地⽅の実⾏委

員を中⼼に、「⼈⼝減少」、「⼈のつながり」をキーワードに健康⽀援を皆さまと考えたいと思います。�

�

まずシンポジウム１では、「⼈⼝減少社会と⼈のつながり」の実践・ご研究経験をお持ちの先⽣⽅に、⾃治体との協働、

⼈とのつながりを⽤いた健康⽀援などをご紹介いただきます。シンポジウム２では、新たなレジャーになりつつある e スポー

ツを、健康の⾯から最先端のチャレンジをされている先⽣⽅に知⾒をご披露いただきます。シンポジウム３では、⾃然豊か

な島根県にふさわしく「森林浴」を活⽤した健康⽀援の知⾒をお話しいただきます。�

�

特別シンポジウムとして、2024年 5⽉に急逝された岡⼭県⽴⼤学の綾部誠也先⽣を偲び、健康⽀援研究や後進

育成への情熱を語る「メモリアルシンポジウム」も予定しております。�

�

さらに、今回、学会初の試みとして、松江城そばでのミニツアー（ランチョンセミナーおよび観光）を企画しました。松江

は「⽔の都」。観光地としても名⾼いです。⼩泉⼋雲の妻セツをモデルとした、2025 年後期の NHK朝ドラ「ばけばけ」の

地でもあります。皆様には、学会と併せて松江の歴史と景⾊も堪能いただければと思います。�

�

ご参加の皆様には、春風の⼼地よい 3 ⽉の松江で、思い出に残る学会を楽しんでいただければと願っております。皆

様のご参加を⼼よりお待ちしております。�

� �
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会場までのアクセス�

�

１．会場�

� 松江テルサ（松江勤労者総合福祉センター）�

２．所在地�

� 〒690-0003� 島根県松江市朝⽇町 478-18（JR松江駅前）（TEL� 0852-31-5550）�

３．������� �

松江駅北⼝より� 	
��� � � � � � � � � � � � 
��������� ⾞で �� ��

���������� � !� "� �� � #� ⽶⼦⻤太郎空港より� � !� $%��

&．駐⾞場�

松江テルサ地下駐⾞場'駐⾞可能台数 (� )*+ (,(-./0（有料）�

＊その他にも松江駅周辺に駐⾞場（有料）12�345�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�
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�

�
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�

会場案内�

�
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�

�

参加要項�

�

��� 参加受付・参加登録（松江テルサ� ４階エレベーターホール）�

■事前参加登録がお済みの⽅�

会場の「受付」にてネームカード（兼参加証）を受け取り、記⼊台で⽒名・所属をご記⼊の上、会場内では必

ず、ご着⽤ください。�

■当⽇に参加登録をされる⽅�

会場の「受付（当⽇参加）」にて参加費を現⾦にてお⽀払いいただき、ネームカード（兼参加証）を受け取り、

⽒名・所属をご記⼊の上、会場内では必ず、ご着⽤ください。�

受付時間︓�  2026 年 3 ⽉ 6 ⽇（⾦）8︓30－17︓00�

2026 年 3 ⽉ 7 ⽇（⼟）8︓30－13︓00�

参加費（当⽇申込み）�

� 会員� 非会員�

⼀般� 7,000 円� 8,000 円�

学⽣� 4,000 円� 5,000 円�

� � � ※学⽣とは、短期⼤学部⽣、４年制⼤学⽣、博⼠前期課程（修⼠課程）・後期課程学⽣を指します。有職者であっても学⽣の

⾝分があれば学⽣で参加可能です。学⽣で参加される⽅は、当⽇受付で学⽣証の提⽰をお願いします。�

       ※⾼校⽣以下の⼦ども、介護者・付添者は同伴者（ただし、健康⽀援関連の研究者による同伴は同伴者とはみなさない）と

し、参加費を徴収しません。⼤学⽣以上は同伴者とはみなさず、相応の参加費を徴収します。�

�

��� ⼤会中の昼⾷について�

会場は松江駅の隣ですので、周辺には飲⾷店が多数ございます。近隣の飲⾷店やコンビニエンスストア等をご利⽤

ください。なお、⼤会初⽇にはランチョンセミナー（事前予約制）を予定しております。�

�

��� クローク�

４階⼩会議室にクロークがございます。クロークは下記の期間中ご利⽤できます。お預かりは当⽇限りとさせていただ

きます。なお、貴重品はご⾃⾝でお持ちください。お預けの際に番号札をお渡しするので、お帰りの際まで無くさない

ようご注意ください。荷物の引き換え時は、番号札と引き換えになります。なお、⼤会終了後の忘れ物については⼤

会事務局にて処分させていただきます。予めご了承ください。�

� � 	 
︓ 2026 年 3 ⽉ 6 ⽇（⾦）8︓30－20︓30� � � 3 ⽉ 7 ⽇（⼟）8︓30－15︓30�

�

��� 託児について�

⼤会期間中、学会会場内に託児所を開設します。託児所の利⽤を希望される⽅は、⼤会参加申込時に、所定

の項目へ必要事項をご⼊⼒ください。なお託児所の利⽤は事前申込制とし、定員に達し次第、受付を終了しま

す。託児時間は⼤会の開催時間内までとします。（※安全管理の観点から，当⽇受付は⾏いません）�

�
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�

�

演者の⽅へ�

�

��� 講演・シンポジウム等について�

�

���� 発表データの受付�

�� 発表データは、Microsoft PowerPoint にてワイドスライドサイズ（16:9）の形式でご準備ください。�

�� 発表スライドの最初に COI 開⽰スライドを⼊れてください。�

�� Windows 11（Windows 版 PowerPoint 2019 以降）を⼤会実⾏委員会事務局で準備致し

ます。�

発表⽤ファイルは、必ず 2⽉ 24⽇（⽕）正午までにメールにて事前に提出してください。�

（送付先︓kenkoushien27@gmail.com の⼤会事務局宛てまでお送りください。）�

�� ⼀般演題の発表者は持ち込み PC をご使⽤いただけません。また、念のため、⼤会当⽇に USB フ

ラッシュメモリなどに保存し、ご持参ください。�

�� ファイル名は「セッション名̲⽒名」（例︓シンポジウム 1̲松江太郎）としてください。必ずご⾃⾝のお

名前を明記してください。�

�� 演者の⽅は、セッション開始 60分前までに「演題受付」にて動作確認を完了してください。�

2 ⽇目の演者は、当⽇の混雑を避けるため、できるだけ前⽇に確認を済ませてください。�

�� セッション開始の 10 分前には会場の「次演者席」にご着席ください。�

�� 発表終了後、お預かりしたデータは⼤会実⾏委員会事務局が責任をもって破棄致します。�

�

��� ⼀般演題の⼝頭発表について�

�

���� 発表データの受付�

�� 発表データは Microsoft PowerPoint にてワイドスライドサイズ（16:9）の形式でご準備ください。�

�� 発表スライドの最初に COI 開⽰スライドを⼊れてください。�
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�

�

�� Windows 11（Windows 版 PowerPoint 2019 以降）を⼤会実⾏委員会事務局で準備しま

す。�

�� 発表⽤ファイルは、必ず 2⽉ 24⽇（⽕）正午までにメールにて事前に提出してください。�

（送付先︓kenkoushien27@gmail.com の⼤会事務局宛てまでお送りください。）�

�� ⼀般演題の発表者は持ち込み PC をご使⽤いただけません。また、念のため、⼤会当⽇に USB フラ

ッシュメモリなどに保存し、ご持参ください。�

�� ファイル名は「演題番号̲⽒名」（例 O̲1̲1̲島⼤太郎）としてください。必ずご⾃⾝のお名前を明

記してください。�

�� 演者の⽅は、セッション開始 60分前までに「演題受付」にて動作確認を完了してください。�

�� 2 ⽇目の演者は、当⽇の混雑を避けるため、できるだけ前⽇に確認を済ませてください。�

�� セッション開始の 10 分前には会場の「次演者席」にご着席ください。�

�� 発表終了後、お預かりしたデータは⼤会実⾏委員会事務局が責任をもって破棄致します。�

�

���� 発表時間・進⾏�

発表時間は 7 分、質疑応答は 3 分です。時間の経過の合図は、発表終了 1 分前にベルが 1 回、発表

終了時にベルが 2回なります。質疑応答時間が終わりましたら３回なります。�

�

� �
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�

�

��� ⼀般演題のポスター発表について�

�

���� ポスターの形式�

有 孔 ボ ー ド （ 縦 120cm× 横

180cm）1⾯につき 2 演題（A0 ポ

スター2枚）貼付します。ポスターサイ

ズ遵守をお願いします（演題番号は

⼤会事務局で⽤意します）。A4 ⽤

紙（210mm× 297mm）横置き

で作成される場合は最⼤ 15 枚まで

貼付可能です。�

�

���� COI 開⽰�

ポスターの適当な場所（例えば、結論の後や謝辞の前後）に「演題発表に関連し、開⽰すべき COI関係

にある企業などはありません。もしくは，「演題発表に関連し、開⽰すべき COI 関係にある企業等は下記で

す。●●●・・・」と記載してください。�

�

���� ポスター掲⽰�

ポスター掲⽰は 3 ⽉６⽇（⾦）9 時 00 分から可能です。遅くとも 3 ⽉ 7 ⽇（⼟）朝 9 時 00 分までに

は掲⽰ください。ポスター貼り付け⽤のテープは⼤会事務局で⽤意します。�

�

���� 発表形式�

発表形式は⾃由討論です。各発表者は指定された発表時間帯に必ずポスターの前に⽴ち、討論に応じ

てください。ポスター発表セッションは 3 ⽉ 7 ⽇（⼟）11 時 30 分から 12 時 20 分までの 50 分間

です。�

�

���� 撤去時間�

ポスターの撤去開始時刻は、3 ⽉ 7 ⽇閉会式以降です。撤去されなかったポスターは⼤会本部が処分しま

す。ご了承ください。�

� �
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第27回日本健康支援学会年次学術大会　日程表
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特別プログラム　抄録
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 Chair:  Hiroyuki Sasai (Tokyo Metropolitan Institute for Geriatrics and Gerontology, Tokyo, Japan) 
  Yung Liao (Graduate Institute of Sport, Leisure and Hospitality Management, National  
   Taiwan Normal University, Taipei, Taiwan) 
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メモリアルシンポジウム
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一般演題　抄録（口頭発表）
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一般演題　抄録（ポスター発表）
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協賛企業・団体
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4-11-17 

ARCO SYSTEM
E-mail: mail@arcosystem.co.jp
https://www.arcosystem.co.jpTEL:04-7169-7050   FAX:04-7169-1470

[AR-10 O2 ]

Respiratory Analysis System

[Portable Gas Monitor AR-10]

Breath by Breath [ARCO2000N-MET ]

Portable Gas Analyzer for Measurement of Metabolism

Measurement of 13CO2 / 12CO2 Stable Isotope

13CHO,13CFAT etc.

13CO2 12CO2

13C- +O2 13CO2+H2O
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1.  

2.  

3. 

 

International Committee of Medical Journal Editors; 

ICMJE

 

4.  

5. 

 

6. 

5  

7. 

 

8.  

9. 1 3,000  

10. 

COI 5

5  

E-mail kenkousien.journal@gmail.com  
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1. The first author of the manuscript intended for publication in Japanese Journal of Health Promotion 

must be a member of the Japan Society of Health Promotion. 

2. Manuscripts must be relevant to health promotion as well as the health sciences. Previously 

published manuscripts are not accepted. 

3. The categories of publications are original article, review article, field study, case report, material, 

and others. “Original articles” provide unique research contents or scientific observational contents. 

“Review articles” provide in depth reviews of both established and new areas in health promotion. 

“Field studies” provide activities relating to health promotion. “Case reports” provide reports 

investigated precisely on specific cases or patients happened rarely. “Materials” provide useful 

information relating health promotion and its research. “Others” include discussion platform, voice 

from members, book review (only for academic books), conference report, letter (opinions on 

publications), information on research and education in health promotion, and secondary 

publication. Secondary publications should be in accordance with “acceptable secondary 

publication” as defined by the International Committee of Medical Journal Editors (ICMJE). If 

authors wish to have English-language article published as a secondary publication, authors should 

contact the Editorial Board in advance. “Others” are not subject to peer review, but their acceptance 

or rejection will be determined by the Editorial Board. The Editorial Board may ask the authors to 

revise the content. 

4. Human studies shall be conducted in accordance with the recommendations outlined in the 

Declaration of Helsinki. 

5. If the authors cite figures, tables, pictures, and questionnaires that are published in other manuscripts, 

the authors shall get copyright clearance to use them from the owner of copyright before submitting. 

6. All manuscripts shall be prepared in the manner prescribed in PREPARATION OF MANUSCRIPTS. 

They shall be written in Japanese or English. An English abstract shall be attached to the 

manuscripts. A maximum of five English keywords shall be placed after the abstract. If the 

manuscript is written in Japanese, Japanese keywords are also required. Do not use words in the 

title as keywords. 

7. The editorial board is responsible for decisions concerning accepting, revising, prioritizing, and 

proofing content for publication, although the author is responsible for the proofing of the first 

version. All decisions will be sent to the authors in the name of the Editor-in-Chief. 

8. If manuscripts are published in the journal, the copyright of the article shall be assigned to the Japan 

Society of Health Promotion. 
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9. The publication fee is JPY 3,000 per designated page of the accepted manuscript. 

10. The authors prepare 5 files, which are a cover letter, a checklist before submitting, a manuscript 

(including the information on authors), a manuscript (excluding the information on authors), and 

COI disclosure form. The files should be downloaded via the webpage of Japanese Journal of Health 

Promotion. Figures and tables should be included in the manuscripts. File names should not be 

changed. Manuscripts shall be sent in an e-mail message as attached files to 

kenkousien.journal@gmail.com. 

 

1. The cover page of the manuscript (including the information on authors) shall contain the following 

information: title; authors’ complete names, institutions where the work was performed, and postal 

addresses; address of the representative author; category of publication; the numbers of tables and 

figures; and the number of required offprints (JPY 10,000 for every 50 copies). If an author has 

changed institutions since the work was performed, this should be specified with a present address 

footnote. 

2. Japanese manuscripts shall be typed horizontally by a word processor on A4 paper, with 30 

characters each of the 25 lines (or a total of 750 characters). They shall contain both of an English 

abstract (no more than 250 words) and a Japanese abstract (no more than 1,500 characters). 

3. English manuscripts shall be typed on A4 paper with double line spacing throughout. They shall 

contain both of an English abstract (no more than 250 words) and a Japanese abstract (no more than 

1,500 characters). 

4. Every manuscript in the categories of original article, review article, field study, case report, and 

material shall be no more than 25 pages, including the figures, tables, and references. Others shall 

be no more than 10 pages, including the figures, tables, and references. The cover page is not 

included in the page count. The page number shall be placed at the bottom center of the page. The 

line number shall be placed at the left margin and continue sequentially from the previous page. 

5. Figures and tables are all essentially written in English for English papers. However, they can be 

written in Japanese or English for Japanese papers. Their locations shall be indicated in the text. 

They must be located immediately following the references in the manuscript files. 

6. References shall be numbered according to the order in which they appear in the text and listed at 

the end of the text according to the following format. The number of the references shall be indicated 

in the text as …reported,1)…known,2,3) …referred to other studies.4-7) When there are seven authors 

or more, list the first three names followed by et al. 

Journal article  

1) Trombetti A, Hars M, Hsu FC, et al.: Effect of physical activity on frailty: Secondary analysis of a 

randomized controlled trial. Ann Intern Med, 2018; 168(5): 309-316. 
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Monograph  

2) Rogers EM: Diffusion of Innovation (5th Ed.). Free Press, New York. 2003; 11-50. 

7. Before acceptance, manuscripts shall exclude the authors’ name and affiliation from 

acknowledgement and ethical review sections. 

8. Revised manuscripts must be submitted within two months. If the authors do not submit before the 

deadline, the editorial board considers that the authors have decided to withdraw the manuscript. 

When re-submitting, a response letter shall be prepared to respond to each comment from the 

reviewers. In each response, the corresponding page and line numbers in the revised manuscript 

must be indicated. 

 

Revised as of June 1, 2017 

Revised as of November 1, 2018 

Revised as of April 1, 2021 

Revised as of April 1, 2025 
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